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Ⅰ　本稿の視点
　土壌汚染をめぐる紛争として，歴史的には，足尾銅山鉱毒事件1），安中公害事件2），
土呂久事件3），イタイイタイ病事件4）などが有名である。これらの事件は鉱山の鉱毒
水又は選鉱工場からの廃水等を原因とする河川等の水質汚濁あるいは製錬所の排煙によ
る大気汚染のために土壌汚染を招いたものである。最近では，こうした土壌汚染を招く
鉱害事件は公表されていない。しかし，土壌汚染をめぐる紛争は，依然として生じてい
る。たとえば，産業廃棄物処理場の建設をめぐる紛争で土壌汚染のリスクが問題とされ
たものや土壌汚染土地の取引から生じた紛争あるいは土壌汚染土地取引に直接間接関連
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する紛争が相当数発生している5）。
　土壌汚染をめぐる鉱害・公害紛争については，主として裁判手続をもって解決されて
きたが，裁判外の紛争解決手続（Alternative Dispute Resolution: ADR）6）も一定の ADR 機
関において利用されてきた7）。一方，公害紛争以外の土壌汚染をめぐる紛争ことに取引
に直接又は間接に関連する紛争については，ADR により解決した例はほとんどみあた
らない。もっとも，公表された土壌汚染をめぐる紛争自体は，他の環境の紛争例と比べ
て多くなく，これをもって土壌汚染をめぐる紛争については ADR を必要としないとい
う考えもあろう。土壌汚染の潜在的な紛争は存在しているが，裁判で解決していないが
故に公表された例が少ないともいえる。しかし，土壌汚染をめぐる裁判例においても，
最近相当数にのぼることも考慮すると，土地売買で土壌汚染の紛争が裁判のみならず何
らかの形態で結着し，その結果が単に表面化していないだけではないかとも考えられ
る。そもそも ADR は裁判と並び又はこれを補完する紛争解決機関として重要な役割を
果たすべきであるということから考えると，公害紛争以外における土壌汚染をめぐる紛
争においても有効な解決方法といえるのではないか。そして，もし土壌汚染をめぐる紛
争に ADR を利用するのであれば，既存の ADR 機関において扱えないか，現状の ADR
では土壌汚染をめぐる紛争を扱うにはどのような問題があるか。仮に土壌汚染をめぐる
紛争を扱う ADR 機関を考えるにあたって，どのようなポイントが検討され，どのよう
な制度設計をすべきか。本稿は，こうした問題意識をもとに最近の ADR の課題8）及び
ADR 法改正の動向9）を参考にしつつ，土壌汚染をめぐる民事紛争あるいは土壌汚染等
に関連した紛争を素材に（文末に別表 1 裁判例，別表 2 公害審査会の紛争例，別表 3公害等
調整委員会の調停・裁定事件例を挙げる），ADR の利用又は活用の可能性に焦点をあてるも
のである 10）。
Ⅱ　土壌汚染問題の特色と紛争原因
　土壌汚染をめぐる紛争とその解決手続を検討するには，まずもって，土壌汚染という
ものがどのような特色を有するか，そして土壌汚染の特色と紛争原因とはどのように関
係するかを理解する必要がある。すなわち，土壌汚染をめぐる紛争は，土壌汚染の特色
に直接又は間接に帰因することが多い。つまり，土壌汚染問題の特色は，土壌汚染と他
の汚染原因との相異，土壌汚染の特性，土壌汚染解明の難易性，土壌汚染と損害との因
果関係，土壌汚染への責任と社会的意識などの問題と大きくかかわる。当事者又は関係
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者が紛争の相手方と適切に紛争解決するには，土壌汚染の特色を十分理解しておくこと
が大切である。土壌汚染をめぐる紛争について，裁判手続に比較して，ADR による解
決の方がより好ましいか否かを考えるのに重要な出発点と思われる。
1．土壌汚染の発生原因─大気汚染・水質汚濁
　土壌汚染は，大気汚染や水質汚濁と密接な関連を有する。農薬の散布などにより土壌
汚染が直接生じる場合もあるが，大気汚染や水質汚濁が単独で又は複合的に原因となっ
て土壌汚染が生じる場合が多い。むしろ水質汚濁（地下水汚染も含む）及び大気汚染が発
生原因となり，第二次的に土壌汚染が生ずることが一般的である。鉱害事件（たとえば，
裁判例 1，裁判例 5）がその典型例である。土壌汚染は，当初は，公害対策基本法 11）の「公
害」には含まれていなかった。しかし，その後の同法の改正により，土壌汚染が公害の
定義に追加された。その改正理由として，「土壌の汚染は，通常大気の汚染又は水質の
汚濁を介して生ずるので，その段階で把握することも可能であるが，結果として生じた
土壌の汚染を一つの類型として把握したものである」と説明される 12）。
　土壌汚染は，土壌の摂取や接触を通じて人の生命や健康に悪影響を与える。一方反対
に土壌汚染が原因となって，水の汚染を招くこともありうる。その例として，土壌汚染
があると地中の地下水の汚染を招来する。同土地又は隣地の住民が地下水を摂取する場
合には，生命や健康に悪影響を及ぼすことになる。有害物質による土壌汚染は生命健康
の被害を招くと同時に，土地の私有性から多くの場合には，私的財産を侵害する。従っ
て土地所有者の金銭的な損害賠償請求を直接的に基礎づけるものとなる。この意味で公
共性を有する大気及び水の汚染とは根本的に異なる。大気及び水の汚染は私的財産の侵
害とは通常考えられず，もっぱら健康の被害を原因とする金銭的賠償となる。私的所有
の対象となる土地の土壌汚染の場合には，大気又は水の汚染の場合と異なり，さらに
様々な問題を提起する。たとえば，私有地の土壌汚染を調査する場合には，当該土地所
有者の同意を要するという問題が生ずる。また，土壌汚染に伴う地下水を定期的に測定
する場合に，私有地内に同意のない限り測定場所を設けることができず，このため，ど
の範囲にわたって土壌汚染及び地下水汚染が及んだか正確な把握は困難である。仮に土
壌汚染が発見された場合に，当該土壌汚染を除去等するべきか否か，もし汚染物質の基
準値を超えている場合にどのような土壌汚染除去等の対策をとるべきか，そのための対
策工事をどのように行うべきかといった判断をするには，その土地の所有者の意思を無
視することはできない。大気又は河川などの水の汚染の測定は，公共地や公共水源を測
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定場所として利用することは可能であり，汚染対策措置を検討するのに通常支障はな
い。
2．土壌汚染と地中埋設物及び地中構造物
　土壌汚染は，人為的原因又は自然的原因（すなわち自然由来）により生じる。土壌汚染
の人為的な原因となるものに地中埋設物又は地中構造物がある。廃棄物を地中に埋設し
又は地中構造物内に投棄し，廃棄物に含まれる有害物質が，地中埋設物又は地中構造物
から流出し，その結果，土壌に浸透する場合である。たとえば，旧来型のガソリンスタ
ンドは，地中に貯留油槽を備えており，年月を経て油槽の一部から油が流出して土壌汚
染が生ずる場合などが例としてあげられる。公表された土壌汚染の裁判例には，上記
地中埋設物や地中構造物に関係する土壌汚染紛争がみられる（たとえば裁判例 54，裁判例
99，裁判例 108）。
3．ストック汚染
　工場等で汚染原因となる重金属系の有害物質が貯蔵又は使用され，その有害物質が漏
泄し，あるいは意図的に投棄などされた場合に，その場所に当該有害物質が残留し蓄積
された状態で今日に至ることが多い。過去の汚染の蓄積からストック汚染と称される。
長年に亘るストック汚染がみられることから現在の土地の所有者が必ずしも同土地の汚
染原因者ということにはならず，当該土地や隣地を含めた土地の使用履歴などを通して
汚染原因者を判定することが必要となる。
4．汚染地下水を介した土壌汚染の拡大
　有害物質が重金属系であれば，当該土地の汚染は前述のストック汚染として蓄積され
ていることが多い。しかしながら，揮発性有機化合物の場合には，前記のような漏泄や
投棄があること，これらの物質が地中深く浸透し，地下水に溶け込み，地下水と共に周
辺に波及拡散し周辺土地の土壌に浸透する。このため，当該土地の使用履歴から汚染原
因者を割り出すことだけでは十分でなく，当該土地を含め周辺土地一帯の土地履歴の調
査が重要となる。たとえば，工業団地でいくつかの工場が存在するうちの一つの工場に
ついて，企業の縮小に伴い，当該企業の工場閉鎖後，その工場敷地を含めた所有地全体
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を何回かに分割したうえ処分売却し，あるいは同敷地を転売したうえ宅地やマンション
用地に転用するような場合がある。地下水を介して同敷地に揮発性有機化合物の汚染が
広く拡散していると，汚染原因者をつきとめることが困難となる場合がありうる。
5．土壌汚染内容及び範囲確定並びに対策の難しさ
　土壌汚染は後に述べるように視認性がないこと及び無臭性であることなどから，汚染
の範囲を容易に把握し難い。さらに，土壌汚染は，法令等により汚染物質の基準値が人
為的に設定されるので，通常人には汚染の把握が困難である。専門的かつ技術的な調査
によりはじめて土壌汚染の深度や広がりの把握が可能となる。稼働中の工場・事業所そ
の他の建造物が汚染可能性のある土地上に存在する場合には，この敷地の土壌汚染調査
及び対策は困難である。しかも，土壌汚染調査をすることができたとしても，その調査
結果の正確性につき疑わしいことが多い。また，稼働中の工場敷地の土壌汚染対策工事
を実施することは，技術上困難を伴うことが多い。こうした理由から，もし土壌汚染を
放置すると，汚染原因物質によっては時間とともに周囲の土地に拡散しまた地中に深下
するので，年月の経過とともに土壌汚染対策は大がかりになりその対策費用は高額とな
る 13）。
6 ．土壌汚染問題の二面性 
─土壌汚染による健康被害と土地の私有財産への損害
　土壌汚染は，汚染物質により人の健康等に影響を与える可能性がある。汚染有害物質
が地表に現れてこれを人が吸引し接触すると，人の健康に影響を及ぼす。また，汚染さ
れた地下水を摂取することも，健康に悪影響を及ぼすであろう。一方，土地は重要な私
有財産である。有害物質が存在することで土地の価格に影響を与える。この場合には，
健康影響の被害とは関連はするものの必ずしも連動しない。土地の価値は，その土地の
用途及び収益への影響であり，とりわけ土地取引においては，土壌汚染リスクの当事者
間の分担である。仮に，自己の土地に汚染が発見されない場合でも，隣地や周辺地に汚
染が発見されれば，隣地又は周辺地の居住者は健康被害の問題はもちろん，同土地の価
格の下落を懸念する。また，多くの金融機関は土地を担保に資金の貸付を行ってきた。
担保に差入れられた土地に土壌汚染が判明するとその土地の担保評価割れを招く恐れが
出る。流動化・証券化された土地においても，当該土地の土壌汚染が判明すると多数の
関係者に影響を及ぼすこともありうる 14）。
26 第 10 巻第 3号（2013）
7 ．秘 密 性
　土地に基準値以上の土壌汚染があると，最近では当該土地の瑕疵と一般的に考えられ
るようになってきた。土地取引において，土壌汚染が発見されると，当該土地自体の減
価を招く。当該土地取引の当事者が影響を受けるだけでない。その土地を含む地域の宅
地開発を手がける業者にとっても影響を受ける。業者がある開発地の土地を既に売却し
たあとでその土地に土壌汚染が判明すると，その業者は同じ開発地の土地を同業者から
購入した者から土壌汚染調査・対策を求められることになる。このような場合に，従来
は，業者あるいは開発者が自己の土地の土壌汚染を一般的に開示することに消極的で
あった。いわゆる「寝た子を起こす」ことのないように，汚染された土地を塩漬けのま
まにするか，その土地の土壌汚染を開示することなく処分するということが行われた。
ところが，土壌汚染につき社会の関心が高まるとともに，土地取引の買主は土壌汚染の
リスクを引き受けることを懸念するようになった。このため土壌汚染の存在を知らずに
土地を購入した者は，土壌汚染が判明すると，その売主に対して土壌汚染につき損害賠
償を請求することが行われるようになった。
8．土壌汚染の顕在化の偶然性
　土壌汚染は，他の環境汚染と異なり，発見が偶然性にかかることが多い。鉱害・公害
では，長年に亘る有害物質の直接摂取により又は汚染地下水の飲用により住民の健康被
害が生じ，この結果土壌汚染が発見されたという場合がみられる。また，土地取引を契
機として，土壌汚染調査がなされ，これを契機に過去の土壌汚染が顕在化することが多
い。この結果，土壌汚染の時点から相当年数を経過してはじめて土壌汚染が偶然に発覚
することが多い。
9．責任の遡及性
　土壌汚染は前述したストック汚染により汚染物質が残留蓄積され，年月が経過したあ
る時点で土壌汚染調査及び土壌汚染除去等の対策を求められることが多い。汚染原因者
が判明せず，あるいは汚染原因者である企業が消滅している場合に，土地所有者が土壌
汚染対策の責任を負うということになる。土壌汚染対策法（土対法）15）における土地所
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有者の第一次的責任という制度設計の結果による場合もあろう。ことに，最近の土対法
の改正によりその土壌汚染調査及び対策措置等を行う土地所有者は，自ら使用した有害
物質だけでなく，過去の汚染原因者が使用したと思われる有害物質についてもあわせて
調査対策をとる義務が生じる 16）。これは，土壌汚染対策の責任遡及性の問題である。
Ⅲ　土壌汚染をめぐる紛争の類型
　土壌汚染をめぐる民事紛争は，紛争の当事者，紛争の内容及び主たる争点から大きく
3つの類型に分けられる。第 1は，土壌汚染を直接・間接に原因とする人の生命や身体
及び健康を侵害されたといういわゆる公害型土壌汚染紛争である。第 2の類型は，汚染
土壌を含む土地取引の当事者又は直接土地取引に関係した者との間で，主として土壌汚
染を原因とする当該土地取引の有効性が争われ，当該土地取引による損害賠償を求める
いわゆる取引型土壌汚染紛争である。第 3は，上記以外の紛争類型で，土壌汚染が紛争
の重要な原因となるものである。いわば土壌汚染関連型紛争ということができる。
1．公害型土壌汚染紛争 17）
　いわゆる公害型土壌汚染紛争は，人の生命，身体及び健康への侵害又はそのおそれが
あることを理由に，当該土壌汚染を発生させた原因者に対する争いである。歴史的な鉱
害事件がその典型例である。たとえば選鉱作業により水質汚濁を生じ，製錬所の排煙等
により大気汚染を招き，このため土壌汚染を発生させ，生命や身体及び健康の侵害を紛
争の原因とするものである。
　公害型土壌汚染紛争はまた，生命や身体及び健康の被害だけでなく，土地の収益性に
も大きな影響を与える。土壌汚染により，農作物等の被害を原因とする損害賠償請求事
件がこれに該当する（たとえば，裁判例 5）。通常は水質汚濁や大気汚染を媒介として土
壌汚染を招くので，土壌汚染はこの公害型事件においては第一次的な紛争原因の要素と
はなっていない。しかし，請求原因事実には土壌汚染の発生が紛争原因に加えられてい
る。
　公害型土壌汚染紛争は必ずしも水質汚濁や大気汚染を媒介にするとは限らない。たと
えば，農薬の空中散布（たとえば，紛争例 29，紛争例 35，紛争例 40）やガソリンスタンド
の地下貯油タンクからの油流出（たとえば紛争例 54）などが土壌汚染となり紛争を生じ
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たものもこの範疇に入る。さらに廃棄物処理施設の建設計画の段階での土壌汚染のリス
クを紛争の原因（たとえば，裁判例 6，裁判例 14，裁判例 16）とし，またはすでに建設さ
れた廃棄物処理施設から発生する汚染水が土壌に浸透し，これにより土壌汚染を招いた
ことを原因（たとえば，裁判例 50）とする紛争も含まれる。
2．取引型土壌汚染紛争 18）
　取引型土壌汚染紛争は比較的最近になって生じてきた。市街地における土壌汚染に対
して社会の関心が高まったことに相応する。土壌汚染を含む土地取引の有効性を争い，
また土壌汚染のある土地の取引を瑕疵ある取引とみてその土地取引に基づく損害賠償を
求めるのが典型例である。伝統的な公害型土壌汚染紛争と異なり，主として，土地取引
における土壌汚染のリスク負担の分配が争点となる。取引型土壌汚染紛争は，ほとんど
が取引当事者間の紛争である。しかし，場合によっては売主の前主も売主が無資力で
あったために当事者となりうる（たとえば裁判例 54）。なお，土地取引の対象土地が有害
物質に汚染されており，当該対象土地から汚染が拡大して隣接地の土地所有者に損害を
与えたことを原因とする当該第三者と取引当事者（つまり当該取引の売主又は買主）間の
紛争は，むしろ公害型土壌汚染紛争に含まれるであろう。
3．土壌汚染関連型紛争 19）
　第 3の類型としての土壌汚染関連型紛争は，問題の土地に土壌汚染が存在しあるいは
土壌汚染の疑いがあることに帰因した当該土地の取引の当事者以外の者が，土壌汚染を
原因として関係者を訴える紛争である。たとえば，対象土地の不動産鑑定評価をした不
動産鑑定士が土壌汚染であることを見落としたことを原因とする紛争（たとえば，裁判
例 82）などがありうる。また，土壌汚染を適切に開示せずに土地取引を仲介した宅建業
者などに対して買主が責任追求を行う紛争（たとえば，土壌汚染と地中埋設物について問題
となった裁判例 108あるいは裁判例 113）や，土壌汚染等が存在することを理由に何らかの
税務上の措置を誤って適用したことにより発生する紛争（たとえば産業廃棄物に伴う紛争
であるがこの税務申告につき裁判例 69）などが考えられよう。
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Ⅳ　土壌汚染をめぐる紛争の請求趣旨・申立の態様
　前述のように，土壌汚染をめぐる紛争は，3つの類型に分けられるが，これらの各類型
における紛争当事者は，どのような請求又は申立をしているかをみる。これらの請求又
は申立が ADR という紛争解決形式で扱うに適するものか否かを検討するためである 20）。
1 ．公害型土壌汚染紛争
　公害型土壌汚染紛争の裁判上の請求は，大きく分けて，金銭的請求及び金銭以外の特
定給付請求がある。たとえば，古くは鉱害事件（裁判例 1及び裁判例 11）では，すでに土
壌汚染が生じており，このために住民の生命や身体及び健康被害が発生していることか
ら，損害賠償を求めるものである。また，発生した財産上の損害について金銭的請求が
なされるものもある（裁判例 7，裁判例 12，裁判例 18，裁判例 84，裁判例 96）。
　一方，特定給付請求については，すでに操業している工場又は一般廃棄物や産業廃棄
物の処理施設の操業規制や操業差止め（たとえば裁判例 4）などが求められる。さらにす
でに生じた汚染土壌の除去（裁判例 36，裁判例 67，裁判例 84）も求めるものがある。対
象の廃棄物処理施設等がいまだ操業しておらず，また建設されておらず，計画段階に
あっても，その施設等の差止請求を求める場合がある（裁判例 3，裁判例 6，裁判例 10，
裁判例 14，裁判例 16，裁判例 67，裁判例 86）。なお，嫌忌施設設置につき，行政上の許可
等を要する場合には，その施設の建設計画段階において，行政事件で当該許可処分の取
消を求め（裁判例 25，裁判例 71）あるいは，義務付け訴訟を提起している（裁判例 50）。
　公害型土壌汚染紛争の公害審査会への申立の態様においては，金銭的請求は，具体
的な金額請求を求めるもの（たとえば，紛争例 1，紛争例 2 ，紛争例 3，紛争例 5）がある。
一方，基本的金額を明示しないものもある。たとえば，調査の結果，土壌汚染が発見さ
れた場合や，すでに判明した既存の土壌汚染の被害の補償，除去等の対策工事費用，あ
るいは土壌汚染対策工事のため，移転を余儀なくされた補償費用，農作物等の被害費用，
汚染拡散防止費用などを抽象的に求めている（たとえば，紛争例 6 ，紛争例 7，紛争例 17，
紛争例 36，紛争例 46，紛争例 49，紛争例 55，紛争例 58，紛争例 61，紛争例 65）。公害審査会が，
こうした抽象的請求に対し，問題解決に要する費用として，具体的な金額を調停案とし
て提示するものもある（紛争例 42では，総額 7億 5,000 万円を提示した）。金銭的請求のみ
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を取り出して請求しなくとも，後に述べるように特定の給付を求めており，その給付に
ついての費用を相手方が負担することが，申立の内容となっているものもある。
　公害型土壌汚染紛争の公害等調整委員会（公調委）への申立について，責任裁定では，
ほとんど申立人が具体的金銭請求をしている。約 8,000 万円（公調委事件 2），2,704 万円
（公調委事件 7），約 52 億 1,639 万円（公調委事件 9），約 16 億 6,140 万円（公調委事件 12），
920 万円（公調委事件 13），約 1,018 万円（公調委事件 15），約 3,758 万円（公調委事件 16）。
中には，損害賠償請求として具体的金額を明示せずに申立てるものもある（公調委事件
11）。
　公害審査会の紛争例によると，様々な特定給付の申立がみられる。［紛争例 6］及び
［紛争例 7］は，マンガン鉱水による土壌汚染の被害を受けた水田の復旧を減収補償とと
もに求めている。［紛争例 9］は，廃棄物の埋立地の建設により土壌汚染を招くことを理
由に事業の差止めを求めている。［紛争例 10，紛争例 11，紛争例 12］は，ゴルフ場で散布
される農薬が土壌汚染を招くとして，ゴルフ場建設計画の中止あるいは着手しないこと
を求めている。紛争例 16 において，調停内容は，「①ゴルフ場の運営に当たり，熊本県
『ゴルフ場における農薬の安全使用に関する指導要綱』及び『農薬の安全防除指針』並
びに町との『協定書』等を遵守し，農薬の周辺環境に及ぼす影響を重視し，その使用に
ついては毒性の少ないものに限定し，使用量，散布の方法及びその範囲を必要最低限に
留めるよう努力する，②ゴルフ場環境保全協議会が農薬の使用等について監視及び調査
を実施する場合はこれを受け入れる，③貴重な地下水資源を守り，周辺用水に影響を及
ぼさないよう努める，④ゴルフ場内で新たにボーリングをしようとするとき，また，グ
リーンに設置する集水漕の排水処理については，ゴルフ場環境保全協議会と協議するこ
と」であった。紛争例 17 において，申立て内容は，「①工場の立入調査を認めること，
②廃棄物処理方法を具体的に明らかにすること，③分別された有害物質は厳格に処理す
ること，④公害防止対策を明らかにすること，⑤野焼きにより生じた被害の補償をする
こと」であった。紛争例 21 において，申立の内容は，「①クローズドシステムを採用し，
工場排水を工場敷地外及び農業用水路に排出しないこと，②工場排水が田に流入したこ
とによる土壌汚染の損害を賠償すること，③使用する化学薬品，有害化学物質とその量
を明らかにすること，④申請人と被申請人との間で有害化学物質による土壌汚染，地下
水汚染が生じないよう対策を立てること等を内容とする公害防止協定を締結すること」
であった。紛争例 22 において，申立の内容は，「①厚生省の指導の下で廃棄物処理問題
の専門家により構成される委員会を設置し，同委員会による調査及び処理対象を含めた
処理方法の答申に従って廃棄物の処理を行うこと」を含むものであった。紛争例 25 の
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調停内容で「①（被申請人は），申請人に和解金を支払うこと，②被申請人は，定期的に
水質・土質調査を実施し，環境基準に適合しているかを監視すること，③②の調査によ
り，各検査方法に定める環境基準を上回る数値が検出された場合，申請人・被申請人間
で協議の上，被申請人は適切な措置を講じなければならないこと」等を内容とする和解
が成立した。紛争例 28 の調停内容は，「①被申請人は，環境保全と安全配慮のため，今
後とも以下各種調査及び施策を講ずること，②本件処分地における大気，土壌，排水処
理施設放流水，地下水等のダイオキシン類調査を定期的に行うこと，③浸出水による地
下水の水質への影響の有無を調査するため，地下水観測井戸の水質調査を定期的に行う
こと，④シートの劣化についての調査を定期的に行うこと」を含むものであった。紛争
例 41 において，申立の内容として「①周辺住民に対する健康調査を継続的実施するこ
と，②周辺地区の農地等の土壌汚染調査を実施すること，③周辺地区の井戸，河川，農
作物について汚染調査すること」を含むものであった。紛争例 42 において，申立内容
は，「①申請人らと共同して，焼却施設内外の土壌，大気，地下水等のダイオキシン類
等有害物質による汚染状況の調査及び焼却施設周辺の住民らの血液，毛髪，母乳中のダ
イオキシン類等有害物質の調査を実施すること」を含むものであった。紛争例 54 の調
停内容として，「①申請人らと被申請人らは，ベンゼン，トルエン，キシレン等につい
て，環境省告示等に定める環境基準値等を本件浄化工事における浄化目標とすること，
②申請人らと被申請人らは，本件浄化工事終了後，双方が合意する第三者機関に，本件
浄化工事が浄化目標を達成したかについて，その判定を委ねるものとすること，③申請
人らは②の判定において，浄化目標を達成していないと判定された土地に関しては，同
土地の所有者に対し，本件浄化工事と同一の工法及び工期において浄化工事を継続して
行うものとすること」を含むものであった。紛争例 57 において，申立内容に「①本件
処分場内及び周辺の土壌等について，ダイオキシン類等の有害化学物質に係る調査計画
を立案し，それを実施すること」を含むものであった。紛争例 67 の申立内容において
「①同処分において，20m 間隔で碁盤目状に基岩に達するまでボーリングを行い，産業
廃棄物の埋立て状況並びにダイオキシン類の汚染，重金属等による汚染及びその他の有
害化学物質による汚染について調査すること，②前記ボーリング調査の結果につき，処
分場に存在する許可された産業廃棄物以外の産業廃棄物を撤去すること」を含むもので
あった。紛争例 73 において申立の内容として「①本件土地において，全域に 100 平方
メートルを 1区画としてすべて網羅する方法で，土壌汚染対策法所定の 25 有害物質及
びダイオキシンによる汚染の有無を土壌汚染対策法に準拠して土壌汚染及び地下水汚染
の有無を調査すること，②本件土地及び同土地中の地下水の汚染を除去ないし浄化する
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こと」を含むものであった。さらに公調委においては，土壌汚染をめぐる紛争は主とし
て裁定事件である。裁定事件ではないが公調委事件 5 の調停事件においては，（1）豊島か
ら汚染土壌を搬出しないこと，（2）同社との契約を解除すること，被申請人大津市に対
し，（3）豊島及び処理工場の汚染土壌のサンプル採取，立入調査及び工場直下を流れる
川の水質モニタリングの実施などを求めた。
2．取引型土壌汚染紛争
　取引型土壌汚染紛争は，土地取引の対象土地に土壌汚染が判明したことにより，当該
土地取引の当事者がその土壌汚染によるリスク負担を相手方当事者に求めるものであ
る。従って，損害賠償請求という形態となる。もっとも，当該土地の土壌が汚染されて
いることが判明しており，その汚染浄化対策をすることを合意していたにもかかわら
ず，その対策工事が不十分で依然として，土壌汚染の瑕疵が存在したときには瑕疵担保
責任又は不完全履行の責任を原因として瑕疵の修補ということも紛争形態ではありう
る。しかし，このような場合でも，申立者が一担自己で土壌汚染対策などをしたうえで，
その工事代金相当額を損害賠償として請求することになろう（たとえば，裁判例 60）。
3．土壌汚染関連型紛争
　取引型土壌汚染紛争と異なり，取引の直接当事者間の紛争ではないが，土壌汚染のあ
る土地取引等に関連した紛争である。紛争の一方当事者は相手方に対して金銭的請求を
することが多いが必ずしも金銭的賠償に限らない。裁判例をみると，たとえば，土壌
汚染の報道が真実か否かをめぐり，謝罪広告を求めた一連の事件（裁判例 17，裁判例 19，
裁判例 23）がある。また，会社の重要資産である土壌汚染土地の売却に伴なう代表取締
役の責任に関する事件（裁判例 37，裁判例 38）があり，そこでは，当該取締役の解任及
び違法行為の差止が求められた。必要のない土壌汚染引当資産の計上をしたことによる
当該会社の解散請求（裁判例 94）や，築地移転をめぐり土壌汚染のコアサンプルの廃棄
の差止を求めた特殊な事件（裁判例 95）が存在する。
土壌汚染をめぐる紛争と ADR
33第 10 巻第 3号（2013）
Ⅴ　土壌汚染をめぐる紛争の請求又は申立の根拠もしくは関係法令
　土壌汚染をめぐる紛争の請求又は申立の根拠もしくは関係法令は主として次のものが
あげられる。
1．公害型土壌汚染紛争の請求又は申立の根拠もしくは関係法令
　公害型土壌汚染紛争の場合には，主として生命，身体あるいは健康への被害を阻止
し，予防し，又はすでに侵害が生じたことに対して，その原状回復及び損害賠償を求め
ることになる。公害防止及び対策の基本法は，かつての公害対策基本法，現在では環
境基本法 21）である。しかし，この基本法をもって損害賠償請求権の直接の発生根拠に
することは困難である 22）。具体的な権利発生根拠としては，不法行為責任，人格権侵
害あるいは土地所有権に基づく物権的請求権などが根拠とされる（たとえば，裁判例 5，
裁判例 7，裁判例 12，裁判例 18，裁判例 67，裁判例 84，裁判例 85）23）。また鉱業法（裁判例
1，裁判例 2，裁判例 8，裁判例 11）24）及び原子力損害の賠償に関する法律 25）（裁判例 30，
裁判例 31）を根拠とするものがみられる。土壌汚染をめぐる紛争で根拠法令あるいは関
係法令とされるのは，土対法（例えば裁判例 28，裁判例 68，裁判例 77，裁判例 97，裁判例
109），ダイオキシン類対策特別措置法 26）（たとえば裁判例 111），廃棄物の処理及び清掃に
関する法律（廃掃法）27）（たとえば裁判例 25，裁判例 50，裁判例 71），条例 28）（たとえば裁判
例 71）などがある。
2．取引型土壌汚染紛争 29）の請求又は申立の根拠もしくは関係法令
　請求原因や申立根拠は，主として，売買契約上あるいは当事者間の特約の瑕疵担保
責任 30）（たとえば裁判例 21，裁判例 26，裁判例 35，裁判例 39，裁判例 41，裁判例 44，裁判
例 46，裁判例 47，裁判例 49，裁判例 52，裁判例 54，裁判例 55，裁判例 60，裁判例 62，裁判
例 63，裁判例 64，裁判例 66，裁判例 72，裁判例 73，裁判例 74，裁判例 76，裁判例 80，裁判例
81，裁判例 88，裁判例 100，裁判例 104，裁判例 106，裁判例 110，裁判例 115），売買契約又は
賃貸借契約の債務不履行責任（たとえば裁判例 35，裁判例 40，裁判例 48，裁判例 60，裁判
例 76，裁判例 93，裁判例 100，裁判例 104，裁判例 115），錯誤 31）（たとえば裁判例 35，裁判例
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76，裁判例 100），あるいは不当利得（たとえば裁判例 56，裁判例 100），不法行為責任 32）（た
とえば裁判例 40，裁判例 60，裁判例 65，裁判例 74，裁判例 87，裁判例 103）などの構成があ
げられる。注意すべきは，公害型土壌汚染紛争で根拠された土対法が取引型土壌汚染紛
争においても大きな影響を与えたことである。土対法のもとでの有害物質が基準値を超
えると，当該土地には土壌汚染の瑕疵があるとして，土地取引の当事者の損害賠償請求
権の重要な根拠とされた。このため，専門性を有する土対法の解釈が，取引の有効性の
判断に必要とされる場合が出てきた。
3．土壌汚染関連型紛争の請求又は申立の根拠もしくは関係法令
　土壌汚染に関する紛争で，公害型や取引型の範疇に入らない紛争であり，請求原因や
申立根拠は多様である。主として，不法行為あるいは国家賠償法を請求原因や申立根拠
とするものがある（裁判例 17，裁判例 19，裁判例 23，裁判例 24，裁判例 70，裁判例 82，裁
判例 98）。さらに，土壌汚染の土地の不適切な売却を原因とする会社法の取締役解任請
求及び差止請求をするもの（裁判例 37，裁判例 38），会計上の不適切な取扱いを原因とす
る会社法上の解散請求（裁判例 94）などもあげられる。これ以外にも廃棄物処理施設や
焼却施設などの許可をめぐる紛争，これに関する公金支出をめぐる紛争，固定資産税等
の賦課処分決定あるいは公害防止事業費負担をめぐる紛争など様々な種類の多くの行政
事件がある（裁判例 27，裁判例 33，裁判例 42，裁判例 45，裁判例 53，裁判例 58，裁判例 68，
裁判例 77，裁判例 89，裁判例 97，裁判例 107，裁判例 109，裁判例 112）。
Ⅵ　土壌汚染をめぐる紛争の争点
　土壌汚染をめぐる裁判における紛争の争点は，法令解釈を争点とする場合と事実認定
を争点とする場合がある。
1．公害型土壌汚染紛争の争点
　土壌汚染関係の争点に限ってみると法令解釈の争点としては，ほとんどないが，裁
判例でみられるのに次のものがあげられる。鉱業法の 113 条の解釈（裁判例 1及び裁判
例 2），稼業（すなわち製錬業）を行わない鉱業権を保有する者が鉱業法 109 条の規定す
土壌汚染をめぐる紛争と ADR
35第 10 巻第 3号（2013）
る賠償義務を負うかという解釈（裁判例 11），原子力損害の賠償に関する法律 2条 2項
及び 3条 1項の「損害」に人身損害又は物に対する損害を伴わない損害（純粋経済損失）
が含まれているか否かという解釈（裁判例 30，裁判例 31）などが問題となったがそれほ
ど多くはない。
　事実関係の争点については，土壌汚染関係に限ってみると，次のものがみられる。ま
ず，主張された汚染原因の鉱業所の廃水と現地土壌のカドミウム汚染との因果関係の認
定である。土壌汚染の汚染分布状況，汚染蓄積濃度などの事実認定と，現地の土地の地
層形成の分析をもとに，汚染経路を推定する（裁判例 1，裁判例 2）。建設計画予定の焼
却場から排出されるばいじんが，降下して蓄積されることによる土壌汚染が発生するか
（裁判例 3），製錬所周辺の重金属等による土壌汚染及びその土壌溶液中の重金属等によ
る農作物等の農業損害との因果関係があるか（裁判例 5），鉱山が閉山後のヒ素を含む堆
積した鉱滓及び抗水の大気及び水質汚濁と農用地の土壌汚染との因果関係があるか（裁
判例 8，裁判例 11），建設予定の焼却場の操業により，廃水の放流を予定する河川が水質
汚濁となり，その結果，その河川の一部を用水として利用された土壌が汚染されるか否
か（裁判例 10），農薬工場外に，農薬が流出した土壌汚染が生じたという因果関係があ
るか（裁判例 12），建築予定の産業廃棄物処理場により，有害物質が排出され，その結果，
大気，表流水及び地下水が汚染されて土壌が汚染されるか否か（裁判例 14），建設予定
のごみ焼却施設から大気に有害物質が放出されることにより，土壌が汚染されるか否か
（裁判例 16），被告が問題の土地内に産業廃棄物を大量堆積させることにより，重金属及
び腐敗性有機物による土壌汚染を引き起こしたか否か（裁判例 18），建設予定の産業廃
棄物処理施設から発生するダイオキシン類が土壌汚染を生ずるか否か（裁判例 25），都
市計画の道路を建設工事施工の掘削等により，汚染された土壌が環境に影響を及ぼすか
否か（裁判例 29），原子力関連施設において発生した臨界事件と造成販売が予定されて
いた同施設価格よりも下がったこととの間に相当因果関係があるか否か（裁判例 30，裁
判例 31），一般廃棄物最終処分場から，ダイオキシン類及び重金属の汚染が流出飛散し
ているか否か，これにより周辺土壌の汚染を招き，生命，健康に疾病等の損害を及ぼす
現実の危険があるか否か（裁判例 36，裁判例 67），産業廃棄物最終処分場からの硫化水素
を含む土砂が流出し，周辺の水田に流入して農用地を使用できなくなるおそれがある
か否か（裁判例 50），建設予定である一般廃棄物及び産業廃棄物の最終処分場の廃棄物
の有機物が埋立地内で分解され，この結果，排出される有害物質がガス状又は粒子状と
なって発散し，周辺土壌に降り注ぎ植物や農作物を汚染し，これを摂取する原告らに有
害な影響を与えるか否か（裁判例 71），一般廃棄物処理施設の焼却炉からダイオキシン
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等の有害物質が排出され，又は焼却周辺土地の焼却灰や不燃焼残渣等の不法投棄等によ
り周辺土地の土壌が汚染されたか（裁判例 84，裁判例 85）などである。第三者から買い
受けた土地に土壌汚染が判明し，これは同土地に焼却灰や耐久消費財などの廃棄物を搬
入し埋めたことが原因か否か（裁判例 96），当該土壌汚染の由来や汚染原因，そして因
果関係をめぐる紛争が典型的なものである。
2．取引型土壌汚染紛争の争点
　土壌汚染が土壌汚染をめぐる紛争の法令解釈の争点は，自然由来の土壌汚染は土対法
上の対象となるか（裁判例 90），取引対象土地に有害物質が含まれる場合に，取引時に
は土対法（又は条例）上，有害物質と規定されなかった場合に，取引当事者は瑕疵担保
責任を追及できるか否か（裁判例 44，裁判例 55，裁判例 73），瑕疵担保責任の時効の起算
点はいつか，売主は土地履歴や土壌汚染の可能性などにつき「情報提供」義務，告知義
務あるいは説明義務があるか否か（裁判例 35，裁判例 93，裁判例 103，裁判例 115），土壌
汚染に基づく瑕疵担保責任としてどこまで損害といえるか（裁判例 21，裁判例 47），商法
526 条の適用の有無はどうか（裁判例 35，裁判例 62，裁判例 80）などである。
　土壌汚染をめぐる事実認定の争点は，瑕疵担保責任又は債務不履行責任の対象となる
土壌汚染が存在するか否か（裁判例 21，裁判例 26，裁判例 40，裁判例 52，裁判例 54，裁判
例 60，裁判例 63，裁判例 66，裁判例 72，裁判例 74，裁判例 76，裁判例 80，裁判例 81，裁判例
100，裁判例 115），土壌汚染は要素の錯誤に該当するか否か（裁判例 35，裁判例 76，裁判
例 100），土壌汚染は当事者の事業，投棄・埋設等を原因とするか又は第三者が汚染原因
者か否か（裁判例 40，裁判例 48，裁判例 93，裁判例 115），土壌汚染調査，対策，処理など
の支出費用は損害に該当し，又は損害はいくらになるか（裁判例 40，裁判例 52，裁判例
66，裁判例 80，裁判例 88），土壌汚染の瑕疵担保責任につき悪意又は過失があるか（裁判
例 39，裁判例 81，裁判例 104）などである。
3．土壌汚染関連型紛争の争点
　関係する法令も多種にわたるが，相手方の行為が公務と関連する場合に公務性を帯び
て国家賠償の対象となるか否か（裁判例 82），公害防止事業費事業者負担法の負担をめ
ぐる争点（裁判例 53，裁判例 89，裁判例 107）のように法令の解釈の場合もある。
　他方，土壌汚染に関連する紛争で，相手方の対象行為が，相手方が遵守すべき業法（た
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とえば宅建業法）の定める行為規制に反するか否か（裁判例 108），土壌汚染に関連する
事項の税務申告を適切に処理したか否か（裁判例 69），土壌汚染に関しての費用につき，
公金支払が適正になされたか否か（裁判例 20，裁判例 34，裁判例 42）などを争点にした
ものもある。
Ⅶ　土壌汚染をめぐる紛争の当事者
　紛争解決手続の利用者あるいは相手方は，ほとんどの場合に土壌汚染をめぐる紛争の
当事者である。従って，裁判例又は紛争例からどのような当事者が係るかを考察する意
義がある。
1．公害型土壌汚染紛争の当事者
　この紛争類型の当事者は，汚染土地に隣接又は近接する住民などの当該土地汚染の影
響を受ける者が，請求又は申立をする。相手方となるのは通常土壌汚染原因者である企
業である（たとえば，裁判例 5，裁判例 7，裁判例 12）。同様な事例として廃棄物処理場の
建設等を計画する企業（たとえば裁判例 14）や同様な事例として場合によれば地方自治
体 33）（たとえば裁判例 10，裁判例 16）である。
2．取引型土壌汚染紛争の当事者
　この紛争類型の当事者は，ほとんどの場合に取引当事者である。しかし，場合によ
り，取引当事者の履行補助者（たとえば裁判例 60），当該土地の売主の前主（たとえば裁
判例 54），購入土地を住宅建築予定である利用者（たとえば裁判例 74）などが紛争当事者
となる。また，取引の内容により，売買契約の当事者に限らず，賃貸借契約（たとえば，
裁判例 40）や交換契約（たとえば裁判例 102）の当事者も紛争の当事者となりうる。また，
土地が証券化されるときには，その土地に土壌汚染が判明すると，不動産の証券化取引
の当事者も紛争の当事者となりうる（たとえば，裁判例 39）。
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3 ．土壌汚染関連型紛争の当事者
　紛争形態が多様であり，それに応じて当事者も様々である。公表された事例をみると，
税理士（裁判例 69），不動産鑑定士（裁判例 24），宅地建物取引業者（裁判例 108），執行官
（裁判例 24，裁判例 82），裁判所書記官（裁判例 82），国，地方自治体，あるいは行政庁（た
とえば裁判例 98，裁判例 108，裁判例 112）などが紛争当事者になっている。
Ⅷ　土壌汚染をめぐる紛争と関与する専門家
　土壌汚染の特色でみたように土壌汚染問題は専門性を伴うものである。そこで土壌汚
染をめぐる紛争において，以下の専門家が関与する場合がある。この場合に，たとえば，
専門家の説明責任が十分に果たされていないことを理由に，専門家の債務の不完全履行
として，当該専門家責任が追及されることがある 34）。
1 ．環境エンジニアリング会社及び環境コンサルタント
　土壌汚染の調査には，様々な段階があり，その調査 35）は，環境エンジニアリング会
社又は環境コンサルタントが行うのが一般的である。土対法において，法定調査を行う
専門家は，土対法に基づき登録される指定調査機関でなければならない。任意調査を行
う場合でも，調査の結果，土対法の要措置区域又は形質変更時要届出区域の指定を受け
るためには，法定調査方法に従って指定調査機関が行う必要がある。環境エンジニアリ
ング会社及び環境コンサルタントは，土壌汚染調査を行うにあたり，依頼者との間で，
通常，土壌汚染調査の請負契約もしくは準委任契約を締結して実施する。この調査結果
はエンジニアリングリポート又は土壌汚染調査報告書として，依頼者に対し提供され
る。依頼者はこのリポート又は報告書を当該土地売買その他の用途の参考資料とするこ
とが多く，時には取引資料として相手方に提供される。
　従って，もしそのリポート又は報告書の内容が不十分又は不適切で取引当事者が信頼
したことで損害を被ったときには紛争となる可能性がある。すなわち，取引の当事者
が，このリポートや報告書を信用して取引を行い，その後にその調査で土壌汚染が判明
せず又は報告書に土壌汚染の可能性を記載しなかったにもかかわらず，後日に土壌汚染
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が発見される場合に当該取引の紛争の原因となる可能性がある。売主の指定調査機関と
買主の指定調査機関の土壌汚染調査結果が異なることもあろう。また売主は，自己の選
定した指定調査機関の調査結果に土壌汚染の可能性がないとの記載をもって自己の土地
の土壌汚染について，認識がなかったと主張する場合もある。いまだ土壌汚染調査報告
書の様式は法定化されておらず，調査会社がそれぞれの様式を用いていることが問題で
あり，これが紛争の一因ともなる。
2．不動産鑑定士
　土壌汚染を含む土地価格についての情報は，その土地を処分しようとする者にとっ
て，あるいは，これを購入しようとする者にとってきわめて関心が高い情報である。ま
た売買以外の目的，たとえば，当該土地の担保価値を把握する目的で客観的な情報とな
る。その情報を提供するのが不動産鑑定士である。不動産鑑定士は，「不動産の鑑定評
価に関する法律」36）にもとづき，同法 3条で「不動産の客観的価値に作用する諸要因
に関して調査若しくは分析を行い，又は不動産の利用・取引若しくは投資に関する相談
に応じることを業とする」ことができると規定されている。また，国土交通省の定める
「不動産鑑定評価基準」37）により，土壌汚染は，不動産価格形成要因の個別的要因の一
つであることが明確にされた。従って，当事者が事前に入手した土壌汚染のある対象地
の鑑定評価書をもとに売買価格の交渉がなされることは実務上よくある。この場合に，
不動産鑑定士が自己の職務について，故意又は過失により職務を怠った場合には，不動
産鑑定士は責任を問われることがありうる。もっとも，不動産鑑定評価という職務内容
及び性質から，不動産鑑定士の過失の判断は困難であるといわれる 38）。
　不動産競売の場合にあっても，土壌汚染の土地又は土壌汚染の疑いがある土地につい
ては，汚染リスクの程度により減価することとされており，その旨鑑定評価書に記載さ
れる 39）。競落にあたって，競落人は，評価人が提供する競売不動産価格に大きく依存
する。一方，評価人は競売不動産の調査において執行裁判所の競売不動産の現状を把握
するのに必要な基礎資料収集のために，評価人質問権・立入調査権及び文書提示要求権
が与えられている（民事執行法 58 条 4 項，同 57 条 2 項）。土壌汚染の関連事件である裁判
例 82 は，不動産競売事件において，競売対象不動産の土壌汚染を見過し，評価書に土
壌汚染に関する記載がなかったことにより損害を被ったという理由で，不動産鑑定士で
ある評価人を公権力を行使する公務員であるとして国家賠償請求を求めた事案であっ
た。同裁判所は，評価人は「公権力を行使する公務員」に該当しないと判断したが，さ
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らに付言して，評価人においても，評価の対象となる土地の土壌汚染の有無について常
に調査すべき義務はなく，評価に当たって通常行うべき調査を行う際に，当該土地に土
壌汚染が存在することをうかがわせる具体的な事情が認められる場合に限り，当該土地
の土壌汚染の有無について調査すべき義務が生じると解するのが相当であろうと述べ
た。そして，同事件では，そのような事実は見当たらないとして，評価人の過失を否定
した。
3．宅地建物取引業者
　土地取引の多くは，宅地建物取引業者（宅建業者）が当事者となるかあるいは仲介な
どの役割で関与していると言ってよい。従って，対象土地に土壌汚染があれば，その取
引当事者あるいは関与者である宅建業者も，その取引紛争の当事者又は関与者となる。
そもそも宅建業者は，宅地建物取引業法（宅建業法）40）に基づく免許を受けねばならな
い。また，宅建業者は，宅建業法 31 条に従い取引の関係者に対し，信義を旨とし，誠
実にその業務を行わねばならない。信義誠実義務は，宅建業者の指導理念ととらえられ
る。宅建業法は，当該売買や賃貸借契約が成立する前までに書面を交付して一定の重要
事項を説明する義務を負う。さらに，宅建業法 47 条によると宅建業者の相手方等の取
引についての判断に重要な影響を及ぼすこととなる事項について，故意に事実を告げ
ず，又は不実のことを告げてはならない。前記の信義誠実義務は，宅建業者の個別の規
定に直接該当しない場合においても，なおも宅建業法 31 条の信義誠実義務に反する場
合があると考えられる。
　ところで，土対法のもとで要措置区域又は形質変更時要届出区域であれば，宅建業法
の重要説明事項の対象となっており，宅建業者は，取引にあたってこれを説明する義務
を負う。もし宅建業者がその土壌汚染を認識しているときは，重要事項として正確にそ
の内容につき開示説明すべきである。土壌汚染の可能性が高い場合には，調査結果や汚
染状況に基づき記載された事実の説明をすべきであろう。当該土地について，宅建業者
が土壌汚染を認識している場合には，正確に開示すべきであって，積極的な虚偽の告知
をし（たとえば，土壌汚染調査をしていないのにしたかのように述べ，あるいは土壌汚染の可能
性が調査結果から判明しているのにこれを開示しない），又は隠蔽する行為は，宅建業法の
説明義務違反とされることになる。また，故意に説明を行わない場合又は虚偽の説明を
行う場合に限らず，宅建業者は，専門家を標準とする高度の注意義務を負う。この注意
義務を怠るときは過失があるとされ，前述のごとく宅建業法 31 条の信義誠実義務に基
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づく説明義務違反となる可能性があると考えるべきである。売主側の宅建業者が土壌汚
染の調査報告書があるのに，これを売主から受領していながら取引の相手方に説明する
のを怠る場合などは信義誠実義務に反する。問題は，宅建業者は，売買にあたって土壌
汚染の調査確認義務があるかである。宅建業者は，不動産の売買及び貸借の仲介業務を
履行するのであり，土壌汚染の調査確認を積極的には行う義務はないと思われる。しか
し，仮に経験上，土壌汚染の認識をすることが十分期待される場合であれば，少なくと
も土壌汚染の可能性の説明をするべきである。そして，（当該土地の土壌汚染の可能性にか
かわりなく）取引方に対して，誤解を招くような言動をすべきではない。
　裁判例 87 は，取引型土壌汚染事件で，宅建業者が個人との売買の当事者となり，あ
るいは仲介業者となっていた。対象土地には，重大な土壌汚染があったところ，宅建業
者はその事情を認識していた。裁判所は，宅建業者の土壌汚染についての説明義務につ
いて次のように判示した 41）。「一般に，宅地建物取引業者には，土地建物の購入者等の
利益の保護のために，取引の関係者に対し，信義誠実を旨として業務を行う義務を負」
う。「土地建物の販売や請負，売買の仲介をするに際して，信義則上，買主又は注文者
が契約を締結するかどうかを決定付けるような重要な事項で知り得た事実については，
これを買主や注文者に説明し，告知する義務を負い，この義務に違反して当該事実を告
知せず，又は不実のことを告げたような場合には，これによって損害を受けた買主や注
文者に対して，不法行為に基づく損害賠償の責めに任ずるものと解するのが相当であ
る。」と述べる。
4．汚染対策，汚染除去等の工事請負業者
　取引対象となる土地に土壌汚染があるとき，その土壌の汚染対策及び，土壌汚染除去
工事の請負者は，当該工事費用，工事期間，汚染対策や拡散防止または工事の手法及び
効果等の工事計画設計をする。そしてこれを依頼者に提示し，かつこれを実施するであ
ろう。この依頼者への工事計画等について十分適切な専門的情報提供をすることにつ
き，依頼者に対し，高度の注意義務を伴う責任を負うことになる。当該工事請負業者が
当初の段階で依頼者に提示していた汚染対策工事が実際には適切でなく，このため工事
が遅延し，依頼者が損害を被ったときには，工事請負業者は債務不履行を追及されよう。
また，売主の工事請負業者が行った工事の結果，買主との間の売買契約内容に反して土
壌汚染が残留していたような場合には，買主は売主に対して契約不履行を理由に責任を
追及し，売主の履行補助者又は履行代行者として売主とともに共同して被告とすること
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もある（裁判例 60）。
5．税理士・会計士等
　土壌汚染の土地を保有する場合，当該土壌汚染によって生じた土地減価分は，固定資
産税評価に影響を与えるか否かという問題がある。また，土壌汚染がある土地を相続し
た場合に，その相続評価は，どのようになるかという問題があろう。これらの税務関係
の相談や関係書類の作成にあたって，税理士が関与する場合がある。また，土壌汚染対
策費用は一定の場合に，会計基準に従い適切な会計処理をするにつき，会計士が関与す
る場合がある。こうした法律専門家の職務上の過誤をめぐる紛争も土壌汚染関連型紛争
となろう（たとえば，裁判例 69）。
Ⅸ　土壌汚染をめぐる紛争とその ADR 機関の現状及び利用可能性
　土壌汚染をめぐる紛争に対処しうることができる ADR 機関は，どのようなものが存
在するかを考察する 42）。ADR 機関の運営主体による分類である司法型，行政型，民間
型（業界型及び独立型）に分けることにする。なお，厳密には ADR 機関には含まれない
ものの，当事者の調整的又は対話的促進機能を有するものとして重要な行政機関あるい
は民間相談窓口にもあわせて言及する 43）。
1 ．公害型土壌汚染紛争
⑴　司法型 ADR 44）
　司法型 ADR は，一般には民事調停を指すが，訴訟上の和解を含める考えもある 45）。
公害または日照，通風等の生活上の利益の侵害に係る紛争に関しては，裁判上の公害等
調停が用意されている（民事調停法 33 条の 3）46）。公害型土壌汚染紛争もこの公害等調
停の利用が可能であるが，実務上は大規模な公害事件よりもむしろ隣人間の小規模な紛
争が扱われると思われる。司法統計年表によると，たとえば，平成 23 年の公害等調停
事件の新受件数は，わずかに 855 件であり，農事調停事件を除く他の調停事件と比較す
ると，極端に少ない（たとえば宅地建物調停事件が同年度で 5,026 件）。統計からは不明であ
るものの，公害型土壌汚染事件について裁判所の調停はほとんど利用されていないとい
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えよう。
⑵　行政型 ADR 47）
　行政型 ADR について，公害苦情相談も含め，環境紛争を解決するために支援し又は
これに関与する機関又は組織としては，まず地方自治体の苦情相談窓口がある。苦情相
談窓口で単に相談者への情報提供や問題指摘にとどまる場合もあるが，なかには，当該
行政機関が，相談者と相手方との間に立って話し合いを支援促進する場合もある。そこ
で，苦情相談窓口について概観したうえ，公調委及び公害審査会を考察する。
ア　地方自治体の苦情相談窓口 48）
　地方自治体には，苦情処理の相談窓口を設けており，自己の行政事務に対する苦情相
談を行っている。これに加え，第三者的立場から，苦情処理の相談窓口を用意している
場合もある。とりわけ，公害紛争については，公害紛争処理法（49 条）のもとで，「地
方公共団体は，関係行政機関と協力して苦情の適切な処理に努めるもの」とされる。同
規定では，「住民の相談に応じ」，「苦情の処理のために必要な調査，指導及び助言」を
するために公害苦情相談員を置くことができる」とする。そして，都道府県あるいは市
町村の公害担当課等のもとで，公害苦情の処理を扱う。従って，厳密には ADR 機関と
はいえないものの，公害苦情処理は公害紛争の前段階として紛争解決手段の重要な手段
である 49）。
イ　公害等調整委員会
　公害紛争処理法のもとで設置された中央公害審査委員会が旧土地調整委員会と実質
的に統合され，昭和 47（1972）年に総理府（当時）の外局として公害等調整委員会（以
下，公調委という）が設置され，その後，平成 13 年（2001）には，総務省の外局となっ
た。その際に，公調委は，公害に係る紛争解決について，責任裁定及び原因裁定という
裁定制度 50）が導入された。公調委は，公害紛争のうち件数は多くはないものの，行政
型 ADR として公害型土壌汚染紛争解決の実績を徐々に積み上げてきたといえる 51）。公
調委の制度設計の特徴としては，次の諸点が指摘されている。①専門的知識の活用，②
行政の持つ知識・ノウハウの活用，③複雑な利害調整への対応，④状況に即応した柔軟
な紛争処理，⑤政策への反映，⑥フォローアップ機能，⑦簡易な手続，低廉な費用，円
滑かつ迅速な解決である 52）。もっとも，公害紛争処理制度自体の及び公調委が直面して
いる問題も存在する 53）。
　土壌汚染をめぐる紛争に関係する問題としては次のようなものがあろう。第一に，公
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調委のアクセスの問題である。たしかに公調委は，後に述べる地方自治体の公害審査会
とは異なり，扱う事件を限定している。公害紛争処理法 24 条によれば，二以上の都道
府県にわたる広域的な見地から解決する必要のある公害に係る紛争で政令で定めるもの
につき管轄を有する。しかし，土壌汚染をめぐる紛争の性質上，公調委の所在する東京
にすべての当事者や関係者が居住しているわけでなく，地方においても公調委へのアク
セスの良さは配慮されるべきであろう。
　第二に，公調委と裁判との連携である。当事者が合意に基づき公調委に紛争解決を委
ねたにもかかわらず，当事者が公調委の判断（とりわけ裁定事件）に納得せず結局は裁判
で結着するときがある。その際に，公調委の認定した事実とは異なって判断した場合，
公調委の専門 ADR の信頼性を揺るがす問題となろう。他方，裁判所からの公調委への
嘱託という問題も存する。つまり，「責任裁定」又は「原因裁定」について裁判所から
の公調委への嘱託は，公調委の専門的知見に基づく事実認定に信頼性を置くものであ
る。このように今後の公調委の役割のみならず，ADR と裁判との協働関係を構築する
うえでの検討されるべき重要な問題が残されている。公害型土壌汚染紛争について，裁
判例 96 は，公調委の責任裁定事件として裁定まで約 4年経過した。そして，申立当事
者がその裁定に不服として，東京地裁に提訴し，さらに約 3年経過して判決となった。
しかし，敗訴側は控訴し，現在は東京高裁に継続している。公調委と地裁の判断は異
なった。このように公調委の扱う事件としては，きわめて長期間に亘り継続し，迅速な
処理という公調委の本来の趣旨が生かされていない。
　第三に，現在の法的枠組では，公調委は，行政処分に対する不服を求める行政事件は
扱わない。公害型土壌汚染紛争の中には，いわゆる嫌忌訴訟が存在し，このうち，許認可
処分についての争いも多い。従って，公調委の活用の場を広げる意味でも，また，公調委
はより柔軟な紛争解決が当該行政機関としては別の第三者的立場から提供されうるとい
う点からも，今後は公調委が一定の行政事件を扱えるようにしてもよいのではないか。こ
のことにより，当該地域の公害型土壌汚染紛争事件をくみ上げるという機能もあろう 54）。
ウ　公害審査会 55）
　公害紛争処理法第 13 条に基づき，都道府県公害審査会を設置することができる。公
害審査会においても，公調委と同様，斡旋，調停，仲裁を行うが，裁定は行えない。土
壌汚染をめぐる紛争において，汚染リスクの認定，因果関係，損害の認定という非常に
困難な争点を含む場合には，公害審査会は利用しがたい。原因裁定や責任裁定を公害審
査会において扱えるべきか否かは，裁断型 ADR としての公害審査会の活用の機能を付
与すべきかさらに検討の余地があるといえよう。また，地域に密着する公害審査会の
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ADR としての役割を見直してもよいと思われる 56）。
⑶　民間／業界型・独立型 ADR
　公害型土壌汚染紛争を扱うことのできる民間／業界型 ADR は，存在しない。もっと
も業界の中には，土壌汚染の原因となりうる有害化学物質を用いてきたため，現在もな
お，土壌汚染対策問題に特別の配慮を払っているものもある。たとえば，クリーニング
生活衛生共同組合等がテトラクロロエチレン等のドライクリーニング溶剤の使用や貯蔵
などに関し，組合員向け情報提供を行っている。また，鍍金工業組合は，六価クロムや
シアンなどのめっき液漏洩等の未然防止対策等について事業経営者・組合員への情報提
供活動などはあるものの，いずれも ADR 活動とみられるものはない。民間／独立型の
弁護士会が，公害型／土壌汚染紛争を扱った事実は統計上は見当たらないが，専門的知
識の提供などのルートが設けられ，弁護士及び関係する専門家側の協力体制が整えば扱
えるであろう。
2．取引型土壌汚染紛争・土壌汚染関連型紛争
⑴　司法型 ADR
　取引型土壌汚染紛争及び土壌汚染関連型紛争は，司法型 ADR では一般の民事調停を
利用することが可能である。しかし，実際にどれだけ利用されているか判断する統計も
なく実態は不明である。裁判による判決でなく司法調停を選択する理由としては，調停
費用，非公開という秘密性，民間でなく裁判所における紛争解決に対する当事者への心
理的影響などがあげられよう。
⑵　行政型 ADR
　行政型 ADR は，民間型 ADR と比較していくつかの有利な点がある。たとえば，民
間型／業界型 ADR の場合には，運営や審理手続が業界側に有利に働くのではないかと
いう懸念があるが，行政型 ADR においてはそのような懸念は通常はない。また，行政
型 ADR には，民間型 ADR で問題となる ADR 機関の運営に必要な経済的補助や事務処
理の組織がある程度備わる。このため，ADR 機関の経済的自立性も民間型に比較すれ
ば緊急で深刻な問題とはならない。土壌汚染をめぐる紛争を扱うことが可能な行政型
ADR は，いくつか存在するが，扱う紛争の内容や範囲が限定される。
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ア　地方自治体の相談窓口
　地方自治体においては，様々な不動産取引のトラブルや紛争について相談窓口を設け
ている。宅地建物取引は，宅建業者が関与する場合には，宅建業法及び消費者契約法が
重畳的に適用される場合がある 57）ので，地方自治体においても，それぞれの適用法に
従って担当部署が関わり，消費者からの相談窓口が設けられている。たとえば，東京都
の場合には，都市整備局住宅政策推進部不動産業課が不動産売買など宅建業法に関す
る相談や宅地建物取引業者の関与する不動産取引紛争の民事上の法律相談（弁護士相談）
窓口を設けている 58）。さらに，生活文化局消費生活部消費生活総合センター相談課で
消費生活相談窓口を設け，各特別区には消費生活センターが条例で設置されている。取
引型土壌汚染紛争又は土壌汚染関連型紛争で，宅建業者が潜在的に土壌汚染が存在する
のを知っていたのにもかかわらず，これを買主に開示せず当該土地売買の仲介をした場
合に説明義務を果たさなかった事案について，前記の相談窓口が利用されるであろう。
地方自治体の，消費者保護条例に基づく消費者のための消費生活に関する相談窓口は，
消費生活センター，消費生活相談窓口消費者センターなど種々の名称を用いている。
イ　消費者被害救済委員会／消費生活苦情審査会 59）
　地方自治体の消費生活センター等の相談において，消費生活に著しく影響を及ぼし，
又はそのおそれのある紛争を消費者被害救済委員会（救済委員会）であっせん，調停等
を行うものである。たとえば，東京都の場合には，東京都消費生活条例 29 条に基づい
ている。救済委員会への付託要件は，地方自治体により異なる。前記の消費生活セン
ターで扱われた取引型土壌汚染紛争で，解決に至らない紛争については，救済委員会に
おいてあっせん，調停の機会が提供されよう。
ウ　独立行政法人国民生活センター 60）
　国民生活センターは，独立行政法人国民生活センター法及び独立行政法人通則法に基
づき設立されている。国民生活センターの目的の一つは，重要消費者紛争の解決を図る
ことである。このため，紛争解決委員会を設立する。同委員会では，和解の仲介及び仲
裁を行う。同委員会は，消費者紛争のうち，消費者に生じ，若しくは生ずるおそれのあ
る被害の状況又は事案の性質に照らし，国民生活の安定及び向上を図る上でその解決が
全国的に重要であるものを扱う。前記のとおり宅地建物取引における消費者の保護とい
う観点から宅地建物取引業法の一部が，国土交通省と，消費者庁との共管となっている。
このことから，宅地建物の消費者紛争も取り扱われる 61）。従って，土壌汚染をめぐる
紛争のうち，消費者紛争も扱われることになる。
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エ　建設工事紛争審査会 62）
　建設業法 25 条は，建設工事紛争審査会（審査会）を設置し，審査会は建設工事の請負
契約に関する紛争につき，あっせん，調停及び仲裁を行う権限を有すると規定する。そ
して，中央建設工事紛争審査会を国土交通省に，都道府県建設工事審査会を都道府県に
それぞれ置く。審査の対象となるのは，あくまで請負契約紛争で 63），不法行為にもと
づくものは対象外である。建設業法 1条及び別表第 1では，「土木工事」は「建設工事」
に含まれ，また土壌汚染対策工事は土木工事の一種と考えられるので，土壌汚染対策工
事請負契約の紛争も審査会の対象事件に含まれる。しかし，「設計管理契約」はそれが
建設請負契約の一部としない限り建設工事の請負契約とみなされず，その紛争は審査会
の対象とはならない。従って，土壌汚染対策工事計画については，土壌汚染対策工事と
別の契約で建設業者とは別の当事者と締結したとき，その計画において紛争が生じても
審査会の対象事件とはならないであろう。
　なお，審査会の特色として，専門技術性，迅速性，非公開性，手続の容易・簡便性，
低廉性，解決の衡平性，弾力性を掲げられる。ことに，建築紛争は，その内容に技術的
な事項が多く含まれ，また，建設工事途中のトラブルなどにおいては早期解決を図る必
要性が高いことが指摘されており，審査会もこうした特徴に着目して設置されている。
そして，前述のように，土壌汚染の対策工事も一種の土木工事であり，審査会で扱う対
象事件となりうるので，土壌汚染をめぐる紛争は前記の建設工事紛争の特色と共通する
ところがあり，審査会のノウハウを生かせるはずである。
　ところで，これまでは，審査会の活用は十分になされてこなかった。その理由として，
そもそも審査会の仲裁，あっせん及び調停に対する抵抗感や申立てに対する懸念があげ
られよう。なかでも審査会の対象とする紛争の範囲の狭さが問題となろう。土壌汚染対
策工事における紛争においても，工事請負のみが原因となる紛争は少なく，むしろ対策
工事の計画や設計監理などに起因することが十分に考えられる。ことに土壌汚染の調査
結果が十分でない事態での対策工事については，工事請負業者だけが紛争当事者になる
ことは多くなく土壌汚染調査に加わったエンジニアリング会社にも責任の一坦を負わす
場合があるであろう。この意味でも，審査会の対象範囲を前記のような限定的にする限
り，審査会が土壌汚染の紛争に活用されることは，ほとんどないと思われる。
オ　財団法人不動産適正取引推進機構 64）
　宅地建物取引業者が関与するトラブルや紛争で不動産適正取引推進機構（以下，機構
という）が適当と認めるものについて，紛争処理事業を行う。機構の調整が行政型 ADR
と分類されるかは，明確でないものの一応行政型 ADR として分類する。機構は，不動
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産取引に関する苦情や紛争のうち，「宅地建物取引業者の関与するトラブルであって，
機構で処理することが適当と認められるもの」について，専門の紛争処理委員による，
「特定紛争案件処理」を行っている（これを，機構では裁判外和解手続と称している）。
　機構が扱うのに適当と認めるか否かの採択においては，まず，都道府県宅建業法所管
課や消費者行政所管庁，事業者団体において解決がつかない事件のうち，同種紛争処理
の先例となるような特定に限られる。従って，紛争当事者が直接機構に申し立てをする
ことはできず，前記の第一次処理機関が当事者の同意を得た上で機構への紛争処理の申
請することになる。審査会の特別委員には，弁護士の他，土木・建築などの技術に精通
した技術委員，あるいは建築業の商慣行に精通した行政経験者などが含まれている。機
構は，扱う紛争の対象が不動産取引についての紛争であるので，土壌汚染をめぐる紛争
で，機構の適当と認められる不動産取引業者の関与する重大なトラブルであれば，管轄
を有するであろう 65）。
カ　財団法人日本環境協会
　財団法人日本環境協会（以下，協会という）は，昭和 52（1977）年に設立され，その目
的として，「国内及び国外における環境保全に関する調査研究を行うとともに，環境保
全に関する知識の普及等を図り，もって豊かな人間環境の確保に寄与すること」として
いる（協会寄附行為 3条）。そして，土対法の 44 条に基づく指定支援法人として同法 45
条に基づく支援業務を行う（同寄附行為 4条（8））。協会は，紹介・相談業務を行っており，
相談は，土対法に基づく調査や対策についてあるいは助成金交付について行われる。し
かし，土壌汚染をめぐる紛争についての相談等は，協会の目的となっておらず，またそ
の業務も行っていない。
キ　原子力損害賠償紛争解決センター 66）
　原子力損害賠償紛争解決センター（以下，センターという）は，東京電力（東電）福島
第一及び第二原子力発電所事故の放射線の影響により生じた原子力事業者である東電が
負う損害賠償債務に関する紛争の迅速かつ適正な解決を図るために設置された行政型
ADR である。センターは，組織的に文部科学省の原子力損害賠償紛争審査会に属する。
センターは，「原子力損害の賠償に関する法律」の 18 条 2 項 1 号に定める和解の仲介の
手続を実施する。なお，センターの和解の仲介の手続は，「原子力損害賠償紛争審査会
の組織等に関する政令」及び「原子力損害賠償紛争解決センター和解仲介業務規程」に
定められる。センターは，総括委員会，パネル（仲介委員又はその合議体），調査官及び
和解仲介室から成る。和解仲介手続は，当事者が提出する申立てを受理した時に開始す
る。仲介委員は総括委員会により指名される。被申立人は，仲介委員が指定する期限ま
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でに答弁書を提出する。仲介委員は主張の整理補充や証拠書類等の提出等を当事者に求
めることができる。仲介委員は，申立がなされれば公正な立場で，申立人及び被申立人
の双方から事情の聴取をし，損害の調査検討を行い，双方の意見を調整して和解への合
意形成を後押し，紛争解決を目指すものである。
　原子力損害賠償紛争審査会（以下，審査会という）の中間指針で避難指示区域に所在す
る土地について，損害賠償の範囲の考えが示されている 67）。センターは，審査会の和
解の仲介手続を実施する組織である。もちろん，放射性物質の土壌汚染は避難指示等区
域に限られるわけでなく，原子力放射能の土壌汚染が同区域以外で判明する場合には，
今後，紛争が継続するであろう。センターは和解仲介手続を実施するので，必ずしもセ
ンターを利用する必要はなく，それ以外の ADR 機関を利用することができ，また裁判
により解決を求めることもできる。センターは，審査会の指針に従い和解仲介手続を行
うという限定されたもので他の ADR 機関にはみられない特徴がある。当該地域付近の
土地取引においては，対象土地が放射能物質により汚染されているか否かについて当事
者は関心を抱く。従って，仮に放射性物質に汚染されていたことを認識せず土地取引を
行ったときには，取引の当事者間で土壌汚染をめぐる紛争が生じる可能性もあり，その
場合に ADR をもって解決するにはセンターの管轄外となろう。
⑶　民間／独立型 ADR ─弁護士会 68）
　平成 24（2012）年 9月現在，31 弁護士会（34 センター）で，仲裁センターや紛争解決
センターが設置され運営されている。このうち平成 23 年度で年間 90 ～ 100 件程度の申
立を受けているのは，第二東京弁護士会，東京弁護士会，愛知県弁護士会及び大阪弁
護士会（公益社団法人総合紛争解決センター），仙台弁護士会の 5弁護士会にすぎない 69）。
なかでも取扱事件や処理案件等数が多いのは仙台弁護士会，及び愛知県弁護士会であ
る 70）。処理事件の内容をみると，環境問題ひいては土壌汚染をめぐる紛争事件につい
ての類型別の統計は見当たらなかった。土壌汚染をめぐる紛争のうち取引型土壌汚染又
は土壌汚染関連型紛争は，仲裁センター等で十分扱えると思われるものも存する。しか
し，その内容に専門的な要素が入ると，土壌汚染をめぐる事件を扱った経験を有する弁
護士が扱う必要がある。また，司法ネットの活用により，その分野の専門的知識を有す
る弁護士又は専門家を紛争解決に補助させることも考えられる。土壌汚染という専門的
知見を要する紛争について，弁護士会の仲裁センターを活用できれば，中立性に強みを
もつ ADR 機関としての弁護士会は高い信頼性を維持することができると思われる。
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⑷　民間業界型 ADR
　以下の団体において，様々な形態で利用者の相談窓口を設け，苦情処理に対処して
いる。当該団体が ADR 機能を有する場合に，当該団体での苦情処理に対応する相談と
ADR 機能との間でどの程度の連携がなさているかは不明である。また，民間／業界型
ADR が一定の分野を除き，期待されたほど成果をあげていないという現象が，こうし
た連携手続の不透明性にもみられる。苦情処理相談は，ADR との関係で極めて重要で
あることは 71），公害型土壌汚染紛争におけると同様取引型土壌汚染紛争又は土壌汚染
関連型紛争においても変わりない。
ア　不動産鑑定士協会
　日本不動産鑑定協会連合会は，平成 18（2006）年 7月 1日に「不動産鑑定士調停セン
ター」（調停センター）を開設し，「不動産の価格あるいは賃料等に関連する紛争」を取
扱う事業者として ADR 法の認証を受けた。不動産鑑定士調停センター設置規程（セン
ター規定）には，基本理念が掲げられ，「本会が行う民間紛争解決手続の業務は，不動
産鑑定士の専門的知見を活用して簡易迅速に行うものでなければならない」（センター規
程 2条 1項）としている。センター設置規定にもとづき定められた不動産鑑定士調停セ
ンター規則によると，調停人の推薦などを審議する調停人推薦委員会を置き，調査手続
の実施依頼があると，申立に係る調停手続を担当する調停人を調停人候補者名簿から 3
名を選出するという手続をとることになる。調停は，合議体により行われるが，うち一
名が弁護士とされている。調停センターの平成 23（2011）年度における実績は 1件であ
る 72）。土壌汚染を含む可能性のある土地の鑑定は，具体的かつ実行可能な基準が規定
されていない。土壌汚染は，汚染の量的及び質的な把握をすること自体が困難である。
さらに，汚染が存在する場合の浄化程度，浄化方法，浄化費用，浄化期間を特定する場
合にもそれぞれ困難を伴う。加えて，いわゆるスティグマの鑑定方法は，いまだ定説が
ない。こうした状況のもとで，土壌汚染のある土地の鑑定方法及び鑑定結果について調
停を行うには，不動産鑑定士のなかでも土壌汚染のある土地の鑑定評価についての専門
的知識を有する不動産鑑定士の調停委員が一層重要となろう。
イ　都道府県の宅地建物取引業協会
　公益社団法人東京都宅地建物取引業協会には，不動産無料相談所が設置されており，
一般相談のほか，弁護士による専門相談も行っている 73）。その他道府県においても相
談窓口を設けているようであるが，土壌汚染を原因とする紛争の相談例については公開
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されていない。また，同協会が ADR としての紛争解決まで踏み込んで対応しているか
も不明である。
ウ　全日本不動産協会
　昭和 27（1952）年に当時の建設省から設立許可を受け設立された社団法人である。社
会教育事業として，全国地方本部に「不動産無料相談所」を常設し，消費者のために不
動産取引のトラブルの未然防止・解決等の相談をしている。宅地建物取引業保証協会の
不動産相談はここに回付されている。その相談内容は公開されていないので，土壌汚染
をめぐる紛争についての相談がどの程度存在するか不明である。
エ　財団法人不動産流通近代化センター
　同センターの目的は，「不動産業者の協業化の指導及び助成，事業態様の適正化の推
進等により経営基盤の強化と円滑かつ合理的な不動産流通市場の整備・近代化を促進
し，もって不動産業の振興と国民生活の向上に寄与すること」と寄附行為 3条に定めら
れている。その事業には，不動産取引に関する相談が含まれている（寄附行為 4条 8号）。
不動産相談窓口を設けており，上記の相談事項を相談員が担当している。相談案件で土
壌汚染に関する売買事例も含まれているようであるが，相談以上に ADR としての紛争
解決機能を果たしているかは不明である。
オ　不動産コンサルティング地方協議会
　当該地方協議会は，地域の不動産業界における不動産コンサルティング制度の普及及
び推進とともに，不動産コンサルティング業務に係る依頼者の利益の保護を目的の一つ
としている。そして，不動産コンサルティング業務に係る苦情・紛争の防止・処理に関
する業務を行うとしている。しかし，当該地方協議会の現在の実績は不明である。土壌
汚染問題も不動産コンサルティングと深くかかわるものであり，土壌汚染問題にも利用
可能であろう。
カ　不動産公正取引協議会連合会
　不動産の広告については，宅地建物取引業法と不当景品類及び不当表示防止法によっ
て，誇大広告などの不当表示が禁止されている。さらに公正競争規約によっても，不動
産広告のルールが定められている。その公正競争規約第 13 条では，特定事項の明示義
務が定められ，不動産広告にあたって「一般消費者が通常予期できない物件の地勢，形
質，立地，環境等に関する事項又は取引の相手方に著しく不利な取引条件で規則で定め
る事項」につき，見やすい大きさ，見やすい色彩の文字により，分かりやすい表現で明
瞭に表示する義務を課す。土対法の定める基準値を超える土壌汚染があったためこれを
浄化対策をした土地を販売対象にする場合については，この明示義務が課されるものと
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思われる。土壌汚染を含む土地の広告に関する苦情相談は，首都圏不動産公正取引協議
会及びその加盟団体においても受け付けられている。但し，どの程度 ADR としての役
割を果たしているかは不明である。
Ⅹ　土壌汚染をめぐる紛争を扱う ADR 利用のメリット
　公害型土壌汚染紛争については，すでに ADR を利用して解決をした実績がある。し
かし，取引型土壌汚染紛争及び土壌汚染関連型紛争については，ADR は，ほとんど利
用されてこなかった。とりわけ民間型 ADR は，十分に利用されておらず，不活発であ
るという状況を考慮に入れつつ 74），土壌汚染をめぐる紛争において ADR を利用するメ
リットがあるかを検討する。ADR の目的及び特徴を念頭におきつつ 75），公害型土壌汚
染紛争においては，ADR の一層の活性化が可能か，また，取引型土壌汚染紛争及び土
壌汚染関連型紛争においては ADR の活用の余地があるかをさぐるものである。
1．審理開始・進行手続きの柔軟性
　ADR は，合意のうえで手続を開始し，審理を進行するという大前提がある。このこ
とから裁判（判決）と比較して，申立及び審理手続保障の面で柔軟性があるといえる。
申立側は，裁判手続のように相手方の意向にかかわらず申立手続に応答を求めることは
できない。相手側は，応答を行わないことにより，不利益を課されるものでもない。裁
判（判決）のみならず，司法調停は，管轄という手続的法規制をのがれることはできな
い。これに対し，ADR の場合は申立を行うにあたり，土地等の管轄にしばられること
なく利用可能な ADR 機関を選択しうる。ADR は，管轄の規制はないものの，相手方が
申立てられた ADR 機関で ADR を利用することに同意しない限り，相手方を ADR の紛
争解決手続に従わせることができない。ADR では，実施者の選択という段階における
当事者の合意をもって行うという観点もあるが，仲裁人の選定のようにごく限定された
場面でのみ可能である。
　ADR の場合は，公害型土壌汚染紛争において，不法行為地や損害発生地で申立を行
うことが多い。裁判の場合にもこれらの地に管轄を認めるので，裁判と ADR は管轄の
点においてメリット・デメリットはそれほど大きな差がない。しかし，取引型土壌汚染
事件や土壌汚染関連型紛争では，ADR が管轄に拘束されないことは，メリットになる
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場合があろう。もっとも裁判においても合意管轄という制度があるので，実際は，ADR
も裁判もいずれも差はないということになる。
　審理進行手続については，裁判（判決）の場合には，当事者の意向や相手方の手続保
障について配慮し，法定手続に厳格に従う。これに対して，ADR の場合，ことに調整
型 ADR では，申立人及び相手方の合意に基づき，審理手続が進行し，その手続につい
て柔軟性がある。土壌汚染をめぐる紛争については，その紛争内容や対象によって，利
用者は裁判（判決）又は ADR を選択することになるので，一概にいずれにメリットが
あるとの判断はできない。
2．申立内容及び終結内容の柔軟性
　ADR の場合には，請求金額を明示せずに申立を行うことが可能な場合がある。これ
は，公害型土壌汚染紛争においては，申立者にとってまさにメリットとなる。土壌汚染
が現に存在するが，その原状回復工事が未着手又は一部着手されているにすぎない場合
に，申立者は金額を明示して申立を行うことは困難である。土壌汚染をめぐる紛争の請
求の趣旨及び申立の態様の箇所で概観したように，公害型土壌汚染紛争の公害審査会へ
の申立には，申立金額を明示せずになされている抽象的請求の例が数多くみられる。ま
た，公害型土壌汚染紛争では，裁判（判決）においては用意されていない類型の請求を
公害審査会への申立では求めることがあることはすでに述べた。公害審査会への申立内
容は特定給付について多様な類型がみられた。ADR ではこうした特定給付の請求に対
応でき，申立内容の柔軟性というメリットが大きいであろう。いいかえると，裁判（判
決）では，訴の類型が限定されており，給付及び確認請求そして形成の訴のみ可能であ
る。
　公害型土壌汚染紛争においては，定型的な裁判の判決では，当該紛争が解決したこと
にはならないことが多い。ADR では特定の給付を求める請求の終結内容は，将来の調
査結果に基づき，特定給付の内容を変えることができる。また，審理終結後に継続的測
定や監視を義務づけ，その測定や監視結果に従って適切な特定給付や金銭給付を求める
ような申立内容や終結を求めることも可能である。このように終結内容の柔軟性は，判
決をもってしてはその目的を達成しがたい。一回的な給付ではなく，申立態様及び終結
内容の柔軟性という観点からは，公害型土壌汚染紛争について ADR は活用の場が大き
いであろう。これまで相当数の公害型土壌汚染紛争が裁判所において扱われてきた。申
立の内容や終結内容の柔軟性という観点からみれば，むしろ ADR をもって解決するに
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ふさわしい紛争がある。たとえば，法的争点というより当該過去に生じた事実が「受忍
限度を越えるものであったか否か」という判断が関わるような場合である。このような
紛争を裁判所で解決するのは，現状の ADR 機関の紛争解決処理等において利用者が満
足できず，やむを得ず裁判所で扱われているとも言えよう。
　他方，取引型土壌汚染紛争や土壌汚染関連型紛争では，公害型土壌汚染紛争に比較し
て，申立内容及び終結内容の柔軟性という ADR のメリットは少ないであろう。当事者
は，通常金銭的給付の確実な履行を求めており，特定給付には関心が薄いことが多いか
らである。しかし，ADR をもって柔軟手続きで紛争を解決したいと望む当事者も多い
と思われる。問題は ADR 機関にこれらの要望に応えるものが存在するか否かである。
3．主張責任・立証責任の柔軟性
　裁判（判決）においては，主張・立証責任が審理における重要な原理である。そもそ
も実体法（判例法及び慣習法も含め）上の請求権が裁判（判決）を求める前提となる。裁
判においては原告の請求基礎（原因）のないところに請求権は認められず，原告はこの
請求原因を立証しなくてはならない。裁判所における解決はいわば国民の税金を用いた
紛争の解決手段であり，法定のルールに従わない訴は認められない。請求権を基礎づけ
る請求基礎・原因（要件事実）を原告側が主張・立証する必要があり，他方被告は，こ
れに対する抗弁があれば，主張立証し，原被告間に主張・立証責任が分配される。
　調整型 ADR は，主張立証責任という厳格なルールが適用されず，自主的紛争解決へ
の目的を目指す限度において，最も適する方法にて主張し，あるいは陳述をすればよい。
他方，裁断型 ADR において，主張立証責任を適用するか否か，仮に適用ある場合にど
の程度適用するかは問題である 76）。
　公害型土壌汚染紛争において，要件事実の主張立証を要求されないということは，代
理人によらない当事者本人追行の場合や，証拠が遍在するという状況に適切に対応でき
る。これは ADR のメリットともいえるものの，弁護士が弁護士の法律専門家としての
スキルを発揮する場面からみれば，むしろ ADR の利用に消極的に働くおそれがある。
4．ADR 利用の低廉性
⑴　申立手数料等 77）
　ADR のメリットの一つは申立手数料の低廉性であるといわれる。ことに少額の紛争
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における ADR ではこのメリットが生かされる。公害型土壌汚染紛争は当事者が多数で
あれば請求額全体の請求額は高額となるが，一人あたりの紛争請求額は取引型土壌汚染
紛争の紛争額にくらべると比較的低い。しかし，この請求金額レベルでは少額訴訟とし
て認められる範囲の請求額内にはほとんどおさまらない。
　一方取引型土壌汚染紛争又は土壌汚染関連型紛争は相対的に一件当たりの紛争請求額
は高い。裁判（判決）の場合には，紛争解決額によってではなく原告の訴額すなわち請
求金額に連動して貼用印紙が必要となる。すでにみたように取引型土壌汚染紛争におい
ては，土壌汚染を原因とする当該売買契約の瑕疵担保責任，債務不履行あるいは不法行
為責任に基づく損害賠償請求をもって請求原因とすることが多く，裁判（判決）では請
求段階で貼用印紙として納付する額は高額となる。従って，一部請求でなければ当初の
請求金額は一般的には高額となる。実際の判決認容金額が，請求金額を下回って一部認
容となっても納付済印紙額が返還されることはない。ADR の申立手数料は，紛争対象
額が高額になっても裁判所（判決）に比較して低い。もっとも，裁判（判決）でなく司
法調停に比較するとむしろ高いとも言える。ことに ADR のなかには成約手数料を負担
させるときは，ADR の方が司法調停に比べ高額となる。
⑵　立証活動の廉価性
　ADR は，申立費用の手数料のみならず紛争処理手続にあたって裁判（判決）に比較し
て廉価な紛争解決手段であるといわれる。裁判（判決）では土壌汚染をめぐる紛争にお
いて当該土壌汚染の程度，因果関係，損害額などの立証のため，検証や鑑定が有効な立
証方法となることがある。しかし，当事者は立証のための特別な費用負担を考慮せざる
を得ない。ADR において専門的知識を有する調停委員あるいは仲裁人などの実施者が
当該紛争の審理を担当するときは，申立当事者にとって立証費用の負担を要しないかあ
るいは節減できるのは大きなメリットであることは疑いない。この点で行政型 ADR の
公調委のように費用の国庫負担がある場合には，当事者にとって立証に要する費用が軽
減されることは大きな魅力である。同様に，土壌汚染をめぐる紛争で，民間 ADR の活
用をするには，こうした専門的な事実審理を廉価に行えるかが大きなポイントとなろ
う。
5．当事者本人による手続追行
　ADR は，弁護士代理でなく当事者本人が当該紛争を遂行し解決するという点に積極
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的な意義があろう。当事者自身の意思による ADR の申立や審理参加，そして終結とそ
の結果についての当事者自身の決断ということは紛争解決の自主性から重要である。土
壌汚染の紛争の場合にも，適切な ADR 制度が設計されればその紛争内容によって当事
者本人で対応できるものもあろう。
　たとえば，公害型土壌汚染紛争で，汚染原因者が原因を認めており，対策や被害の程
度（損害賠償等）に争点が限定される場合などは，ADR 機関の適切な ADR の運営があ
れば，弁護士代理によらず当事者本人により対処できるであろう。また，取引型土壌汚
染紛争においても，たとえば売主が自己の債務不履行や土地の瑕疵担保責任に争いがな
く，問題となる土地の売買契約の解除等に応じ，その結果，損害賠償の支払いには応じ
るものの，その金額についてのみ争いがある場合などは，弁護士代理によらず，本人自
身が遂行しうるであろう。
　土壌汚染関連型紛争では，当該土壌汚染取引の役務に関係した者に損害賠償を求めら
れ，その争点が単に損害額のみであるような場合も同様である。以上のように争点がご
く限定される場合には，本人自身の遂行により ADR で解決が可能であろう。個人の土
地取引は，土地という重要な資産の取得あるいは売却であって，紛争になる場合には，
ほとんど本人自身で遂行せずやはり弁護士代理を希望する者がほとんどであろう。ま
た，土地取引では，宅地建物取引業者やその他の不動産取引コンサルタントがその仲介
やサービスを提供することが通常である。そこで，当該取引に土壌汚染問題があると，
当初の段階では当事者は利用した業者やコンサルタントを介して，相手方に対し，土壌
汚染の紛争の原因の所在や苦情（たとえば土壌汚染情報の開示の不十分さ）処理を求め，あ
るいは当該土地売買契約書の不備や不当性を問題にするであろう。
　初期の段階で結着がつかず，あるいは当該土地売買の契約締結交渉や売買等の契約書
の解決，土壌汚染の程度など複雑に紛争原因が関係する場合には，もはや本人自身での
紛争解決は困難となろう。こうした場合には弁護士を代理人として，土壌汚染紛争処理
や解決をめざすと思われる。土壌汚染をめぐる紛争に，ADR を活用するための重要な
ポイントとして，弁護士が積極的に ADR 機関を利用するということがあげられよう。
土壌汚染をめぐる紛争を扱うことのできる ADR の選択幅が狭い場合には，この点が問
題となろう。
6．専 門 性 78）
　ADR は，専門的分野にその意義があるといっても過言でない。これは ADR の実施が
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各分野に精通している調停委員や仲裁委員などの実施者が事件を担当するので紛争内容
の把握が的確かつ迅速になされる結果である。たとえば，医療 ADR 79），知財 ADR 80），
建築 ADR 81），製造物責任 ADR 82）金融 ADR 83）交通事故 ADR 84）などがこの専門的な知
識を要し，専門 ADR とも称せられる。いわゆる裁判（判決）で専門訴訟と呼ばれる分
野は，いずれも，ADR による解決の機会を設けるメリットとなりうる。製造物責任の
分野のように ADR の中でも，さらに対象製品群により ADR が設置されると，利用す
る市民としてもその最終目的はともかく，最初の相談窓口は見つけやすい。土壌汚染の
紛争についても，多くの事例ではやはり専門的知見を必要とするであろう。すでに述べ
たように土壌汚染の特色から，その汚染原因や程度，土壌汚染原因との因果関係の究明
あるいは土壌汚染による損害の範囲に困難を伴うことがある。そこでは，紛争の解明に
は専門的知見を要するものが少なからずある。また受忍限度をもって人の生命健康を損
なう危険が争点となる公害型土壌汚染紛争は，すでに水質汚濁や大気汚染が発生してお
り，土壌汚染はこれらの汚染を介して生じることが多いことから，土壌汚染よりもむし
ろ大気汚染や水質汚濁についての専門的知見が第一次的に必要とされよう。
　取引型土壌汚染紛争では，当該売買契約の効力や土壌汚染に基づく瑕疵担保責任や債
務不履行責任に伴う損害賠償が争点となる場合に，土壌汚染調査の範囲や土壌汚染の程
度及び土壌汚染の除去等の対策措置の方法やとられた措置の適正，不適正の判断などい
ずれも専門性を伴うものである。もっとも民事裁判においても，補佐人，鑑定人，裁判
所調査官，専門部あるいは専門委員制度 85）などにより専門的知識は獲得される。これ
らの制度の利用が簡易あるいは迅速に運用でき，または制度利用に厳格な手続を踏む必
要があるかが問題である 86）。なお，民事調停においても，専門的知識が必要となり 87）
専門家調停委員により専門的知見が提供されることも可能ではある。しかし，専門的知
識の補充を容易に行うことができるのは ADR の強みであり，言い方を換えると，ADR
機関でこの体制がないものはその利用を期待することはできない。
7．多数当事者紛争への対処
　申立側が，多数当事者である場合，裁判（判決）より ADR の方が利用しやすい場合
がある。手続保障に厳格な裁判の場合には，多数当事者の訴訟法上の地位は厳密に規律
され，審理にあたって当事者相互間の利害関係の訴訟の手続などにも慎重に配慮されね
ばならない。これに反し，ADR は裁判に比較すると厳格な手続きはなく，あくまで当
事者の合意を基礎とする手続を踏めばよい。事業再生 ADR 88）は，多数の，また複雑利
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害関係を有する当事者の案件においても ADR の使いやすさという特性を生かしている
といえる。
　同様に公害型土壌汚染紛争の場合には，ADR の方が，紛争解決手続の効率性や融通
性などの点で，裁判（判決）に比較して，メリットがあるともいえよう。また，行政
ADR の公調委では，公害紛争処理法に則って，多数当事者紛争手続きに便宜を与えて
いる 89）。もっとも事案内容が，公開によって事件の重大性や政治性を世間にアピール
するという目的がある場合には，非公開を原則とする ADR に比較し裁判（判決）によ
る解決の方を選択する場合もある 90）。
8 ．紛争解決に要する期間─迅速性
　ADR は，裁判（判決）と比較して早期に紛争終結に至ることがメリットであるといわ
れる。しかし，裁判の迅速化も図られ 91），第一審の訴訟手続については二年以内ので
きるだけ短い期間内に終局させるという目標が定められた。一方 ADR で扱う事件の内
容によっては，裁判で扱う場合と比較してより迅速に締結するとは限らない。かえって
審理や処理が長期化し，最終的に不調又は取り下げとなり，同一案件が再び裁判の場で
争われる事態も生じる。
　最近の公害型土壌汚染事件［公調委事件例 9］によると，申請から裁定まで約 3年経
過し，その後裁定に不服として裁判を提起し，約 4年経過した（裁判例 96）。第一審判
決後に控訴したため，さらに長期化するに至った事案である。
　公害型土壌汚染紛争において，汚染原因者からの汚染が継続する可能性がある場合に
は，必要な仮処分を申立て当該紛争を迅速に解決する必要があるものもある。公害型土
壌汚染紛争を扱う公害審査会の紛争例の中で取下げや打切りでなく成立をみた事案につ
き申立日から終結日の期間をみると， 1年以内のものは多くない 92）。従って，この場
合は，将来 ADR 自体に仮処分手続に相当する効力が認められない限り，迅速な解決へ
の期待に答えられない。他方，過去の土壌汚染の因果関係と損害賠償額が争点となり，
当事者にとっては迅速性よりもむしろ時間をかけても十分な審理を尽くすことを希望す
る場合もある。紛争解決が迅速に行われることは確かに重要な要素である。しかし，当
事者の立場からすれば，納得のゆく審理過程を経て終局に達することもまた重要なポイ
ントでもある。この観点からは，ADR の利用は難しいと思われる。
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9 ．秘 密 性
　土壌汚染紛争のうち取引型土壌汚染紛争は，申立人にとって原則的に非公開を望むこ
とが多い。これは土壌汚染の特色で述べたように土壌汚染の情報公開により土地価格の
下落を申立人が懸念することがその主たる理由である。一方，公害型土壌汚染紛争のな
かには，むしろ公開の場で汚染者の企業や自治体の対応をとりあげ，社会的な関心を引
く目的で ADR より裁判を選択するものがある。このような事案では ADR の秘密性を
メリットとすることは，あまり意味がない。同様に，土壌汚染関連型紛争において売主
又は仲介をした宅建業者は，土壌汚染を隠蔽して物件を売却または仲介することがあ
り，その業者の悪意を追求するなどの意図がある場合には，ADR より裁判を望む場合
があろう 93）。
Ⅺ　土壌汚染をめぐる紛争について ADR 活用のためのポイント 94）
1 ．地理的アクセスの利便性
　アクセスとは，ADR 機関の所在地という地理的な意味でのアクセスと ADR 機関の情
報提供へのアクセスという意味があるがここでは前者をとりあげる。ADR の活性のた
めの最も重要な点の一つが地理的利便性である。利用者が ADR への申立（相談を含む）
をするために遠距離であると，たとえ電話相談という手段はあるにしても，その ADR
機関の利用度は一般に下がるであろう。
　公害型土壌汚染紛争あるいは取引型土壌汚染紛争のため ADR を利用するにあたって
は，当該土壌汚染の対象土地にある程度近いことは，利用者が調停委員又は相談員に問
題となる土地の事情等を説明しやすいであろう 95）。他方，ADR 実施者や ADR 事務局な
ども状況を理解しやすく，ADR の効率的な審理進行や充実した相談を行うためにも有
益であろう。この意味で，ADR 機関の所在地が全国に分布していることは ADR の利用
条件の一つを満たすといえる 96）。土壌汚染をめぐる紛争で利用された公害審査会の所
在地は，全国に及んでいるものの，都道府県においてばらつきがあり，特定の地域に比
較的多く生じている 97）。従って，アクセスの利便性も，そのような紛争の生じる地域
においてとりわけ重要であろう。また，土対法における土壌汚染の法定及び任意調査・
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対策の公表事例によると，都道府県によって大きな差はあるものの，全国にわたって同
法の調査が行われた 98）。土壌汚染の調査及び対策に伴い紛争が生じる可能性がありう
ることを考えると，地理的障害が低いことは ADR 活用の重要なポイントといえる。
2．情報提供の整備・機能の充実
　ADR 機関の情報をあらかじめ利用者に提供することつまり情報提供のアクセスは
ADR の利用性を高めるのに重要な意味を有する。取引型土壌汚染紛争事件や土壌汚染
関連型事件において，たとえいくつかの ADR が利用可能であっても，問題の事件解決
に最も適切な ADR 機関がどれであるかの情報が利用者に十分提供される必要がある。
利用者が当該 ADR 機関にアクセスした後にその ADR 機関が当該事件は自己の取扱範
囲外であることが判明し ADR の申立受付を拒否したり，いわゆる ADR 機関の間にお
いて申立受理の「たらい廻し」がなされることは ADR に対する信頼を失う。
　ADR の情報提供へのアクセスの現状をみると，裁判のアクセスに比較して，かなり
貧弱であるといえる。たとえば土壌汚染をめぐる紛争ことに取引型土壌汚染紛争や土壌
汚染関連型紛争について，その相談を申し込もうとする者にとって，当該 ADR はその
紛争を解決処理するに適切か否か，当該事案が法律扶助などの対象となるか，ADR の
申立にあたりどのようにすればよいか，当該 ADR 機関では過去に自己のかかえる紛争
と同じような紛争が扱われたか，ADR はどこまで紛争について相談や解決のための助
力を行い当事者の自主的解決に役立つか，などという一般的な情報を事前に容易に得る
ことができることは極めて重要である。
　さらに当該 ADR 機関が単なる情報提供のみ行うのか，相談に対応して相手方への連
絡やあっせんなども行うのか，相手方がその ADR に応諾するようにどのようにまたど
の程度助言するか，当該土壌汚染の紛争の調停や解決という段階まで対応できるか，な
どということは申立者にとって初期の段階から入手したい情報も多くあろう。残念なが
ら土壌汚染をめぐる紛争についての ADR 機関はこうした情報を提供する体制が充分で
なく，経験不足のように思われる。一部の ADR 機関は ADR の利用につきパンフレッ
トや WEB 等を通じ広報活動を行っているものの，土壌汚染をめぐる紛争については，
件数も少ないこともあって，ほとんど必要な情報が提供されていない。ADR を利用し
ようとしても，問題の土壌汚染が存在するときに，どの ADR 機関の相談窓口に相談す
ればよいのかの案内さえ得られないこともある。取引型土壌汚染紛争や土壌汚染関連型
紛争の潜在的な紛争はかなりの数が存在すると思われる。土壌汚染をめぐる紛争につ
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き，ADR の利用者である一般人にわかりやすい，また，利用しやすい広報活動をしな
い限り，ADR 機関の利用は望めない。
3．法テラスとの連携 99）
　現在の法テラス活動において，土壌汚染問題に関して，どのような情報提供がなされ，
あるいは相談の窓口の情報提供があるかは不明である。土壌汚染をめぐる紛争について
ADR の利用を拡充するために法テラスは，一層活用されるべきである。土壌汚染をめ
ぐる紛争について法テラスへの相談があれば，法テラスは，利用可能な ADR 機関の情
報を提供するという任務を果たすことが期待される。法テラスが，その相談者に対して，
もし仮に行政機関の相談窓口にその対応を委ねるような情報のみを提供することで終わ
れば，法テラスの利用者とって期待を裏切られることにもなりかねない。このようなこ
とのないよう，受け皿となる ADR 機関の充実とその ADR 機関の情報について法テラ
スへの周知徹底が，必然不可欠な前提条件であることは言うまでもない 100）。
4 ．ADR の手続中立性─相談・助言等の公平性・信頼性 101）
　民間型 ADR の利用者にとって，相談，助言，審理，判断，及び解決等の各段階で公
平性や信頼性が維持されているか，極めて関心が高い。とりわけ業界型 ADR 機関の場
合には業者側の代表が業界に有利なように業界側主導で ADR を実施し，審理を進める
という印象を利用者から持たれがちとなる。公平性や信頼性の観点からは，まずもって
ADR 法のもとでの認証を得るメリットがあると思われる。ADR の実施においても，弁
護士も含め，調停人や仲裁人の選任手続や構成もまた中立性に配慮してなされるべきで
ある。さらに ADR の実施者の教育及び訓練をも必要となろう。土壌をめぐる紛争にお
ける調停人や仲裁人で業界の経験者に依頼するにあたって，狭い業界であるので，中立
性に特に注意を払うべきである。
5．ADR の事務管理及び処理機能
　ADR 機関の運営は，相当の事務処理を伴う。申立の様式等の相談，申立内容の形式
及び実質的審査，申立受理に伴う事務処理，当該申立に応じた実施者の選任事務，相手
方との連絡，審理等の手配，審理等の記録，申立の取下その他の処理，利用者からの問
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い合わせ苦情など数々の業務が本来の ADR 業務に加えて生ずる。土壌汚染をめぐる紛
争の審理を進行するにつき，場合によれば，専門的事項や内容の下調べや調査なども必
要となろう。従って，土壌汚染をめぐる紛争に ADR を活用させる場合には，こうした
事務処理の体制を考慮して ADR 制度の構築をする必要があろう。
6．ADR 機関の運営の経済的自立性 102）
　ADR はその維持運営に相当な費用を要する。なかでも民間型 ADR は，事務運営費用
の捻出が大きな課題となっている。経済的自立性が困難であることが，現在の ADR の
不振の一つの原因といってもよい。ADR の申立相談費用や審理費用の無償化や廉価性
といった ADR としての特徴を維持するためには，国や業界から支援を受けることも必
要となろう。公害型土壌汚染紛争について調停又は裁定などを行う行政型 ADR の公調
委の場合には，経済的安定性が比較的確保されているが，土壌汚染をめぐる紛争が長期
化する場合には，経済的な運営基盤が大きな問題となろう。
7．紛争解決判断の予測性
　取引型土壌汚染紛争について，公表された裁判例は年々多くはなっている。しかし，
その他の ADR 機関で相談段階はもとより紛争処理の終結に関する情報が乏しいため，
維然として紛争解決の判断につき予測が困難となる場合が多い。ADR を利用する者に
とって，あるいは，ADR に申立てられ相手方となりうる関係者にとって，申立に応じ
た ADR 機関で紛争解決を委ねることを考える場合に解決の方向性や ADR 機関利用の
リスクなどを知るために，当該 ADR 機関が，いかなる事件を扱いどのように判断した
かを知ることはきわめて参考となろう。先例に依拠した予測判断が全くできなければ当
該 ADR 機関の信頼性も低くなり，その結果，当該 ADR 機関は活用されないことにな
る。紛争内容の公表により，秘密性に懸念が特にある場合を除き，公表にあたって何ら
か工夫をして少なくとも参考例として情報を提供すべきである。ADR の相談などのレ
ベルにおいても，その相談内容のエッセンスを公開することは，ADR の充実した活用
の大きな力となりうるのである。
　土壌汚染をめぐる紛争の ADR による解決は，公調委及び公害審査会の場合はある程
度は公開されている。そもそも調停事件では当事者のプライバシー保護のため，非公開
であるため，関連情報は原則公開されないであろう。しかし，一切公開されないかとい
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う点については，当事者の意向，公表目的や公表時期などにより，個別に判断されよ
う 103）。土壌汚染をめぐる紛争で，弁護士が裁判か ADR を利用するか否かを比較する場
合に，ADR 機関の公開された先例や，ADR 機関の扱い事例などは紛争解決機関の選択
に参考となる。逆にこうした情報がないところでは，弁護士は ADR 機関による解決を
積極的に依頼者にすすめることに躊躇するであろう。
8．ADR の利用者の適格性
　ADR は，訴訟に代わるあっせん・調停・仲裁等を利用するについての当事者の合意
に基づく紛争解決方法である。この場合，ADR の申立は，個人のみ行うことができる
という ADR の利用の適格性を設ける必要があるかである。たとえば，金融 ADR の利
用者は個人に限られている。公害型土壌汚染紛争はほとんどの場合には個人の健康被害
を申立の原因とするであろう。しかし，公害型の土壌汚染紛争で私有財産の損害は，個
人のみならず，法人においても生じる。取引型土壌汚染紛争や土壌汚染関連型紛争にお
いても申立当事者を個人に限定する理由は理論上はない。当該 ADR 機関の運営の自立
的経済性の見地を考えると，法人が利用する場合には，申立費用や調停等の成立費用の
負担額に差別を設けることはありえないわけではない。
9．ADR の利用に対する応諾義務と審理手続協力義務
　ADR に応じるか否かは当事者の自由とするのが ADR の本質的なものである。しかし
ADR の活性化を高め，ADR の信頼性を補強する一つの大きな点は，いかにして相手方
が ADR 手続の応諾義務を課するか，あるいは，応諾に向ける方法であろう。金融 ADR
において相手方に応諾義務を課し，これが金融 ADR 活用の有効な手段となっている。
将来，ADR の紛争解決機能が高まり，その利用が定着すれば，土地売買契約や土地仲
介契約に ADR による解決条項を入れることにより ADR をあたかも訴訟提起の前置と
し 104），相手方に対して事実上の応諾義務を課すことも考えられよう。不動産鑑定士が
紛争当事者となる場合で，不動産鑑定士協会が ADR 機関となる場合には応諾義務を課
すことが考えられる。同様に宅建業者が相手方となる場合に，宅建業者の運営する業界
型 ADR に申立が提起された場合，当該宅建業者に応諾義務を課すなどの例が考えられ
るであろう。
　さらに一旦 ADR において審理されると，相手方の ADR 手続協力義務も考えられよ
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う。たとえば ADR 審理において情報・証拠の開示の申立がなされ調停人あるいは仲裁
人が情報提供や証拠の開示などを相手方に求めることが審理において必要と考える場合
に，相手方である事業者等は，正当な理由がない限り，調停人又は仲裁人等の要請に従
うこと，そして情報提供や証拠等の提出を義務づけることは，業界型 ADR において当
該 ADR 機関の信頼性の強化となろう。土壌汚染をめぐる事件において，証拠の偏在が
ある場合や，本人による申立であり専門知識が乏しい場合には，相手方のそのような協
力義務は意義がある。当該紛争対象となっている土地の土壌汚染についての資料で，個
人の買主に開示されておらず業者が保有する場合があるときには，こうした立証活動
における協力義務や開示手続きは当該事案の解決における ADR の中立性や信頼性をき
わめて高めることになろう。もっとも，以上の問題は，当該紛争の相手方となる業者
や専門家（たとえば不動産鑑定士や土壌汚染調査機関）により開示された当該証拠等情報の
ADR 目的外の利用，とりわけ裁判上での使用，あるいは相手方や ADR 実施者などの守
秘義務との関係においてはさらに検討されるべき問題点である。
10．執 行 力─紛争解決結果の履行確保及び任意的履行の可能性 105）
　土壌汚染をめぐる紛争において，多くの場合には，申立人は金銭支払を請求する。当
然のことながら，申立人は，紛争終結において相手方の支払義務が認められると，その
終結に執行力があることを望む。紛争結着時に即時に支払いがなされれば問題はない
が，将来に履行が残されるときには，相手方の同意があれば公正証書，即決和解あるい
は和解的仲裁判断などの方法で，執行力を別途に確保することはできる。しかし，一定
の金銭支払以外で相手方の任意の履行に委ねるような将来の履行の約束については，執
行力を求めることが困難である。たとえば土壌汚染判明の場合に，汚染対策工事を行う
旨の約束や，その場合に相手方は「相当の」金額を支払うような要求も，あくまで土壌
汚染の判明を契機とし，対策工事をその限度において行うのであり，そもそも当該調査
や工事を完了するまでは執行力は付与できない。相手方の土壌汚染調査や対策工事の履
行に委ね，また，対策工事等が完了してはじめて確定した金銭的支払義務が発生し，そ
の時点で改めて特定された内容に従った合意（たとえばその金銭支払い）がなされること
が必要となる場合がある。そしてもし，その合意内容の不履行のときに執行できるよう
にしなくてはならないのである。
　ADR による紛争解決は申立に対し相手方が同意することによって開始されたので
あって，審査の終結もまた合意に基づき，その履行も本来は相手方の自主性に委ねられ
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ている。もし，ADR による紛争解決の結果，相手方の不履行により再度裁判に訴えざ
るを得ないときは，（その ADR 選択自身の問題ではないにもかかわらず）強制執行力のない
ADR 自体の性質に対する信頼性が疑われることもやむを得ない。特定給付については，
たとえ裁判による解決では，間接強制という方法はある。しかし，前記の将来の履行に
ついて執行力を付与することはいずれにしても困難であろう。
11．時効中断効
　土壌汚染の瑕疵が当該土地取引行為時に存在したにもかかわらず，買主はその土壌汚
染に気がつかず，後日，買主が当該土地を利用又は開発し，あるいは転売することを契
機に，土壌汚染が判明し，その結果，取引型土壌汚染紛争が生ずることが多い。瑕疵担
保責任や債務不履行責任を追及しようとするがすでに消滅時効の完了が迫っているよう
な場合，ADR の申立てが時効を中断するという観点がとりわけ重要である。土壌汚染
をめぐる紛争で ADR における時効中断効は，ADR 活用の重要なポイントである。すな
わち ADR において紛争が解決できず不調となり，その後に訴訟提起がある場合，ADR
の申立時に当該紛争の時効が中断されたものとみなされることが必要である 106）。ADR
法は「認証紛争解決手続きの利用を前提に，『合意の成立の見込みがない』として手続
実施者がこれを終了した場合には，その旨の通知をうけて 1ヶ月以内に訴えを提起すれ
ば，民法の時効中断に関し，訴え提起時点を，その認証紛争解決手続における請求の時
まで遡及する」ことにした 107）。ADR 法は，時効中断の効力を得るには「和解が成立す
る見込みがない」ということが要件となっている。そこで，当事者が申立の取下げや撤
回などをしてしまうと，この「時効中断」の要件も満たされなくなる。時効中断効は重
要な問題で，土壌汚染をめぐる紛争においては，ADR 法のもとで認証を受けた ADR 機
関であることのメリットは大きい。
12．ADR の解決結果の片面的効力 108）
　最近の金融 ADR にみられるように，ADR の解決結果につき，申立者のみが異議申立
を得て，相手方業界側は ADR の解決結果に対して従うとする制度設計である。民間型
ADR としては，とりわけ業界の理解を要する制度設計といえよう。土壌汚染をめぐる
紛争においては，取引型土壌汚染紛争の売主が宅建業者であるような業界が関わる場合
や，土壌汚染関連型紛争の仲介業者が宅建業者あるいは土壌汚染の調査対策工事を行っ
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た工事業者である場合などが，これに該当しよう。当該 ADR に対する利用者の信頼が
高まることは確かであり，十分検討に値すべきである。
13．ADR の対象事件と ADR 機関相互の連携
　業界団体で紛争解決機関を設立しているいわゆる業界型 ADR の場合に，当該 ADR
機関が扱う事件はその ADR の機関の設立趣旨の範囲内に限定される。たとえば，買主
が土壌汚染関連型紛争事件で，売主から提供された不動産鑑定評価書をめぐって争って
いる場合には，不動産鑑定士協会の ADR を利用できる。しかし，同じ事件で，売主や
その不動産を仲介をした宅地建物業者をも当該紛争の共同の相手方とするような場合に
は，もはや不動産鑑定士協会の ADR は，その共同の相手方に対しては，対象事件とし
て扱うことはできない。申立人は ADR を利用したいと考える場合には，個々の相手方
当事者ごとに対応しうる ADR 機関を捜すか，相手方全員を対象できる ADR 機関を捜
す以外にない。こうした複数当事者に対応できる ADR 機関の連携についての制度設計
を考えることも必要である。この観点から弁護士会といくつかの業界が ADR 手続を運
営し，又は支援する紛争解決センターは，土壌汚染をめぐる利用可能な ADR の一つと
なりうる 109）。
14．ADR と裁判との連携 110）
　裁判と，ADR との連携という問題がある。たとえば，ADR を民事訴訟の前置するこ
とに両当事者が合意していた場合に，一方当事者が合意に反して ADR を利用すること
なく直ちに訴訟を提起した場合である。また，ADR の方に専門的知見を得られるもの
として，裁判所からの調停付託がある 111）。さらに当事者の合意に基づく ADR への部分
的移行も可能か検討されるべきであろう 112）。土壌汚染をめぐる紛争事件において汚染
の因果関係，汚染の範囲あるいは汚染の深度等については専門的な知見を要するもので
ADR に適する。この場合には，公調委の原因裁定や責任裁定手続が有効に活用される
べきであるが，その公調委の裁定結果をいかに裁判手続で利用するのかの検討がさらに
必要である。
　裁判手続における争点の事実認定を行うについて，裁判官の証明度は，「通常人が合
理的に疑いを差し挟まない程度の確信」の程度といわれる。他方，裁断型 ADR におい
ても厳格な主張立証責任とまで考えられない。ADR の証明の程度についても，裁判で
土壌汚染をめぐる紛争と ADR
67第 10 巻第 3号（2013）
求められる証明度までは要求されないとも考えられる 113）。裁断型 ADR の紛争解決は，
迅速性が求められ，また，仲裁人やあっせん人の専門性を期待されるという観点から，
事実認定の作業は，簡略化されるという考えもありえよう。しかし，ADR の判断に満
足せず，裁判に移行すると，その事実認定が裁判の段階でくつがえることが十分ありう
る（裁判例 96は，公調委とは反対の判断であった）。これは，ADR の事実認定の制度設計
にも関係し，ADR において認定された事実に裁判所はどこまで尊重すべきかという重
要な問題が存在する。他方，ADR から裁判手続への部分的移行は可能かという問題も
残されている。裁断的 ADR の場合に，たとえば証人尋問などを裁判手続に委ねること
ができるかという問題が考えられよう。
15．ADR と環境行政紛争事件
　ADR の扱う事件の範囲の再検討とりわけ行政処分についての紛争への活用について
も，さらに検討されるべきであろう。土壌汚染をめぐる紛争を専門として解決するため
に利用できる ADR は，きわめて限定されている。この現状のもとで，ADR の扱う土壌
汚染をめぐる紛争事件の範囲拡大をさらに考えることは，いささか性急の感をいなめな
い。しかし，ADR は土壌汚染をめぐる行政紛争に活用できるかという点も検討する価
値があるのではないか。「司法制度と ADR のあり方に関する勉強会」においては，「民
間対民間の紛争を扱う ADR を検討対象とした」と記述されている 114）。ADR 法は，民
事紛争解決手続のみを対象とした。しかしながら，裁判外紛争の解決手続を考える場合
には，民事紛争のみでなく，行政紛争も視野に入れて考慮すべきと考えられる（なお，
民間対行政の紛争であっても，国家賠償責任のように民事紛争もあり，この場合には，ADR の対
象となる）。
　たしかに，行政紛争の解決については ADR の利用は適切でないという考えがあり，
これが一般的な見解であろう（この場合の行政紛争とは，行政処分の発動あるいは取消を求
めるという内容を含むものである）。その考えの根底には，行政を相手とする紛争は政策の
是非を争うものであるから，私的自治の原則が当てはまらないので ADR の手法はふさ
わしくないし，和解等で個別的に解決すると行政の平等の原則に反するということを根
拠の一つとする 115）。また，行政事件訴訟においては，私的自治原則の結果である合意
に依拠する和解が通常行われないので，ADR の対象とならないという立場もある 116）。
しかし，まず，行政が紛争の当事者となる事件は様々であり，形式的には，行政処分に
ついての紛争のようであっても，実質上は民事紛争の一部ととらえられるものもある。
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このような紛争を ADR から除外すべきでない 117）。土壌汚染をめぐる環境に関する紛争
は，行政をも巻き込んだ紛争となる場合がしばしば生じるのである。裁判例の中の行政
事件のように許認可取消等の重い事件のみならず，たとえば，地方自治体が行った土対
法の命令等の行政処分に対する取消を求める事件もありうる（裁判例 68，裁判例 77，裁
判例 97，裁判例 109）。ADR は，利用者である国民が裁判所以外の紛争解決手段の機会を
与えるもので，その趣旨からすると，もし行政が紛争の当事者であれば ADR による解
決は必ずしも否定できないであろう。さらに行政行為の性質を有するからという理由の
みで当該行政機関が ADR の当事者とはならないと当然のように結論づけることもでき
ないのではないか。行政紛争に ADR の活用を考えることは，行政の国民に対するサー
ビスという観点から決して無用のこととは思われない。また，行政機関を当事者とする
紛争につき国民が ADR を利用できる機会を設けることは，国民の意見を十分考慮した
行政判断がなされることに実質上も寄与するであろう。
Ⅻ　まとめにかえて─土壌汚染をめぐる紛争を扱う ADR の課題 118）
　土壌汚染をめぐる紛争を扱う ADR 機関のうち公害型土壌汚染紛争については，行政
ADR である公調委及び公害審査会が利用されてはいるが，いまだ十分とはいえない。
しかし，次の点から ADR の一層の活用がなされるであろう。公害型土壌汚染紛争のう
ち，既に土壌汚染が判明している場合には，申立人が特定給付を求める場合には，ADR
の最も活用しうる場合である。また，土壌汚染処理及び対策に要した費用等を求める金
銭請求の場合であっても，その処理対策に伴って専門的知見が必要である限り ADR の
特徴が活かせよう。すでに発生した汚染土壌の除去あるいは今後判明する可能性がある
土壌汚染の対策が予想される場合は，専門的技術的判断による解決が求められているの
であって，ADR の利用の余地が十分ある。
　公害型土壌汚染紛争のうち，将来の土壌汚染のリスクを争点にする場合は，事実の争
点であり，裁判よりも ADR の解決に委ねる方がふさわしいものが多い。ことに「過去」
の事実の認定や判断でなく「将来」のリスクの判断は，裁判による解決に本来はなじ
まないものである（たとえば，一定期間の汚染の測定といった請求は裁判では現実的でない）。
もっとも，公害型土壌汚染紛争の中で汚染対策などの緊急性を伴うものは，仮処分の機
能を有しない ADR は裁判に比較して不利である。取引型土壌汚染事件や土壌汚染関連
型事件については，これらの事件を扱うことのできる ADR 機関は，いくつか存在する
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ものの，現状はほとんど利用されていないと言ってよい。土壌汚染をめぐる紛争の争点
でみたように，法的な争点は，それほど多くなく，むしろ事実をめぐる争点がほとんど
である。従って，法的判断という重い任務を負わない調整型 ADR は十分活用の余地が
ある。同様に，取引型土壌汚染紛争事件又は土壌汚染関連型紛争のなかでも，とりわけ
専門的知識や知見が重要な争点となる紛争は，ADR を利用する価値が十分あると思わ
れる。取引型土壌汚染紛争又は土壌汚染関連型紛争については，緊急性を伴うものはほ
とんどなく，土壌汚染というリスクの分担であって，金銭的な調整を伴うものである。
従って，この意味でも ADR による解決は十分受け入れられるものである。
　それでは取引型土壌汚染紛争又は土壌汚染関連型紛争を扱う ADR についてどの機関
を利用すべきか。もちろん ADR 機関を新規に立ち上げるという選択肢はあるものの，
現実的ではないように思われる。既存の ADR 機関をもとに土壌汚染をめぐる紛争とり
わけ取引型土壌汚染紛争及び土壌汚染関連型紛争を扱うに適した制度を改善し構築すべ
きと思われる。土壌汚染に伴う問題について専門的知識が必要な場合があるのは，土壌
汚染問題の特色と土壌汚染問題にかかわる専門家の箇所でみたとおりである。従って，
ADR 機関は必要な場合にこれらの専門的知識を供給できる体制を構築することが必要
となる。さらに ADR 機関として，地理的アクセスの利便性に支障なく ADR 機関の情
報提供の整備をするなど機能の充実が期待でき，法テラスとの連携がより容易に強化で
きることが望ましい。また，土壌汚染リスクの金銭的調整であるので，ADR 機関の中
立性及び公平性が確保されるべきである。ADR 機関としてある程度の事務局や事務処
理能力を備え，経済的自立性を必要とする。また，紛争判断の予測性を期待でき，相手
方の応諾義務の協力を得られる可能性を期待できる機関であるべきである。今後の立法
により ADR 機関として執行力付与がなされた場合に対応できるものでなければならな
い。また土壌汚染をめぐる紛争の特色から時効中断効を有することが必要である。これ
らの様々な点を考慮すると，土壌汚染をめぐる紛争を扱うに既存の民間独立型 ADR の
うち弁護士会 ADR が最も適切であると考えられる。将来の活用範囲については，弁護
士会 ADR について，前途多難との見方もあるが，現在のところは，土壌汚染をめぐる
紛争に対応できる体制づくりを検討すべきである 119）。
　土壌汚染をめぐる民事紛争について，取引型土壌汚染紛争及び土壌汚染関連型紛争
は，今後はその数が増大することは十分考えられる。また，土壌汚染をめぐる紛争でも
専門的知見を有しない比較的少額の紛争については，ADR を活用できるにもかかわら
ずいわば泣き寝入りをしているケースも相当数あると思われる。こうした潜在的な土壌
汚染をめぐる紛争について，裁判（判決）によらず ADR による解決を求める余地は少
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なくないと思われる。一般人にとって土壌汚染の問題はなじみなくこれが原因で紛争と
なった場合には，救済手段の機会が広く提供され，裁判のみならず，裁判外の紛争解決
方法も利用にあたって選択の対象となることが望ましい方向といえよう。
注
1 ）　公害の原点として有名である。鉱害事件においては，鉱山の鉱廃水が，銅，砒素，カドミウム
などを含み，これにより河川を汚染し，下流域の土壌汚染を招いた（後掲別表 3公調委事件 1）。
飯島伸子「渡良瀬川沿岸鉱毒農作物被害事件─ 1970 年代の足尾鉱毒事件」別冊ジュリ 126 号
（1994）216 頁，宇井純『公害原論Ⅰ』（亜紀書房，1971）189 頁，荒畑寒村『谷中村滅亡史』（岩
波書店，1999）も参照。
2）　別表 1裁判例 5。浅野直人「安中事件─製錬所排煙等による農業被害と故意責任」別冊ジュリ
126 号（1994）22 頁，高田新太郎編著『安中鉱害─農民闘争 40 年の証言』（御茶の水書房，1975）
1 頁も参照。
3）　裁判例 8及び裁判例 11。徳本鎮「土呂久事件（第一次訴訟）─無操業の譲受鉱業権者の鉱害賠
償責任」別冊ジュリ 126 号（1994）38 頁，淡路剛久「土呂久公害訴訟の経過と論点」ジュリ 924
号（1988） 4 頁も参照。
4）　裁判例 1及び裁判例 2。同事件は，カドミウム等による汚染水による健康被害のみならず汚染
土壌に焦点をあてたものであった。この事件を契機として，土壌汚染が大きな社会問題となり，
土壌汚染が典型公害に加えられた。また農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和 45 年 12
月 25 日法律第 139 号）が制定されるに至った。正力喜之助「イタイイタイ病判決に想う」法時臨
時増刊 7月号（1971）50 頁，牛山積・木沢進・近藤忠孝・島林樹・豊田誠・山下潔「座談会 富
山イタイイタイ病裁判判決をめぐって」同書 58 頁も参照。
5）　太田秀夫「汚染土地取引契約に関する裁判例を手がかりに─今後の実務の課題」中央ロー・
ジャーナル 7巻 4号（2011） 3 頁以下参照。
6）　「代替的紛争解決」「裁判外紛争処理」「裁判外紛争解決手続」などと訳される。ADR の意味す
るところにより，「裁判上の和解」や「仲裁」が ADR に含まれるかについて様々の見解があるが，
本稿では，ADR を「裁判外」の紛争解決手続・方法を意味するものと広くとらえる。また，相談
や苦情処理についても，ADR の一種として含める。なお，ADR の位置づけにつき，たとえば小島
武司「正義の総合システムを考える─マクロ・ジャスティス試論」民商臨時増刊 78 巻 3 号〈末川
博先生追悼論文〉（1978 年） 1頁，同「紛争処理制度の全体構造」新堂幸司ほか編『講座民事訴
訟法（1）』（弘文堂，1984）355 頁。同「正義の総合システム再考」曹時 41 巻 7 号（1989）1805 頁。
三ヶ月章「紛争解決規範の多重構造」同『民事訴訟法研究第 9巻』（有斐閣，1984）235，274 頁，
井上治典「裁判手続の気軽な利用のために」同『民事手続論』（有斐閣，1993）67，71 頁。最近では，
山田文「ADR における規範と評価」法政研究 79 巻 3 号（2012）599 頁。小島が裁判と ADR の関
係について提唱したいわゆるプラネタリ・システムの補完モデルを構築するものとして，太田勝
造「社会的に望ましい紛争解決のための ADR」仲裁と ADR 7 号（2012） 1 頁。
7）　環境分野の ADR として，行政型 ADR である公害等調整委員会が重要な役割を果たしてきた。
公害紛争解決につき，①原因と被害発生の因果関係の立証が困難であること，②訴訟に多額の費
用を要すること，③裁判手続が厳格であること，④判決まで相当の年月を要することなどの理由
から民事裁判では，被害者救済の面から十分でないという当時の司法処理の不適合性が契機とな
り，新しい公害紛争処理制度が設けられた。楊井貴晴「公害紛争処理制度の現状と課題」ジュ
リ 866 号（1986）29 頁，金沢良雄・成田頼明・原田尚彦・野村好弘「公害の紛争処理および被害
救済に関する法的研究」佐藤竺・西原道雄編『公害対策Ⅱ』（有斐閣，1969）207，212-213 頁。
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ADR と公害紛争処理につき，これまで多くの論文等が発表されてきた。最近のものとして，六車
の一連の論文がある。六車明「公害紛争処理の現状と課題」環境法政策学会編『公害・環境紛争
処理の変容，その実態と課題』（商事法務，2012）84 頁，同「環境基本法の下における裁判外紛
争解決手続の在り方─環境破壊の事前防止の観点からの検証」曹時 52 巻 12 号（2000）3423 頁，
同「公害・環境紛争における裁判外紛争解決機関と関係行政機関との連携（上）（下）」判時 1647
号（1998） 3 頁，1648 号（1998） 3 頁。さらに加藤和夫「公害紛争処理制度をめぐる諸問題─制
度の活性化を中心として」仲裁と ADR 6 号（2011）95 頁，磯部力「公害紛争処理制度の課題と期
待」ちょうせい 62 号（2010） 5 ，8 頁，河村治「公害等調整委員会における仲裁制度活用への取
組み」仲裁と ADR 3 号（2008）38 頁，竹下守夫「ADR の活性化と公害紛争処理制度」判時 1997
号（2007） 3 頁，加藤和夫・松井英隆「公害等調整委員会および都道府県公害審査会における公
害紛争の解決」小島武司編『ADR の実際と理論Ⅱ』（中央大学出版部，2005）109-162 頁も参照。
なお環境紛争処理につき，行政法的視点から検討するものとして，中川丈久「環境訴訟・紛争処
理の将来」大塚直・北村喜宣編著 淡路剛久教授・阿部泰隆教授還暦記念『環境法学の挑戦』（日
本評論社，2002）188 頁。海外の公害環境分野における ADR について，荒木潤一郎・鈴木義和
「ニュージーランド・オーストラリア連邦（NSW 州）の環境紛争解決制度の実情について─環境
裁判所制度を中心として」ちょうせい 59 号（2009）17，19，23 頁，楊井貴晴「我が国の公害紛
争処理制度の特徴と今後の活性化について─韓国・台湾の制度と比較して」ジュリ 1321 号（2006）
105 頁，小島武司「講演 司法制度改革における裁判外紛争処理制度の意義と公害紛争処理」ちょ
うせい 42 号（2005） 6 頁，上野透・池田千恵「米国の ADR（特に公害・環境分野）について」
ちょうせい 43 号（2005）16 頁，大宮健男「英国の ADR の現状について」ちょうせい 38 号（2004）
24 頁，依田晶男・室伏謙一「フランスにおける公害環境紛争の処理に関する ADR の動向」際商
31 巻 7 号（2003）909 頁，高塩純子・小西義博「米国における ADR（裁判外紛争）─主に環境紛
争との関連」ちょうせい 22 号（2000） 1 頁。高橋裕「公害等調整委員会による調停の機能と特色
─米国における環境紛争調停と比較して」法社会学 48 号（1996）189 頁。
8）　最近の ADR の課題を取り上げたものとして，たとえば青山善充「今，ADR に望むこと」法時
85 巻 4 号（2013） 5 頁，小島武司「紛争解決システムの日本的展開（序説）─調整型 ADR の動
向を中心に」仲裁と ADR 6 号（2011） 1 頁。なお，平成 25（2013）年 9月 1日現在の法務省ホー
ムページによると，126 の民間事業者が ADR 法の認証を取得している（但し，そのうち 2つの事
業者は業務を廃止した）。ADR 法の認証制度について，たとえば，青山善充「ADR 検討会の議論
からみた ADR 法の現状─認証制度を中心として」仲裁と ADR 7 号（2012） 8 頁，山本和彦・町
村泰貴・中川深雪・森倫洋・安藤信明・横山敏男・青山理恵子「座談会 ADR 法施行 3年を経て
─認証制度の現状と課題」仲裁と ADR 5 号（2010）35 頁，深山卓也「法務省からみた ADR 法の
状況」仲裁と ADR 5 号（2010）14 頁，認証について基本的な情報として，内堀宏達『ADR 認証
制度 Q&A』別冊 NBL114 号（商事法務，2006），同『ADR 法（裁判外紛争解決手続の利用の促
進に関する法律）解説と Q&A』（商事法務，2005），認証の現状について，加藤俊明『認証 ADR
の現状と課題─対話促進型調停における法律専門職調停人の行動基準を中心に』（民事法研究会，
2013），佐藤鉄男「ADR 機関・制度の展開─ブームかムーブか，認証制度の功罪」法時 83 巻 7 号
（2011） 5 頁。
9）　ADR 法の改正について，山田文「ADR 法改正の課題」法時 85 巻 4 号（2013）11 頁，日本
ADR 協会「提言 ADR 法の改正に向けて」2012 年 4 月 1 日公表，垣内秀介「ADR 法改正に関す
るアンケート結果の概要（日本 ADR 協会アンケート）」仲裁と ADR 7 号（2012）154 頁。
10）　本稿は，土壌汚染をめぐる民事紛争事件に焦点をあて，また，場合により土壌汚染に関連する
廃棄物，埋設物あるいは地中構造物の紛争例もとりあげる。さらに，必要に応じて，行政事件に
も言及する。従って，後掲の別表に掲載の事件等は，土壌汚染をめぐる紛争がほとんどであるが，
場合により，土壌汚染に関連する廃棄物や埋設物をめぐる紛争も掲載している。なお，別表 1の
事件は，土壌汚染が事件の争点又は事情にかかわったものを掲げたが，民事事件のみならず行政
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事件もその中に含めている。行政と ADR とのかかわりについては，大橋の一連の研究が参考にな
る。なかでも，大橋真由美「行政と ADR」仲裁と ADR 6 号（2011）105 頁，同「当事者間紛争処
理手続の考察」ジュリ 1352 号（2008）52 頁，同『行政紛争解決の現代的構造』（弘文堂，2005）
125 頁，同「行政による紛争処理の諸形態」磯部力・小早川光郎・芝池義一編『行政法の新構想Ⅲ』
（有斐閣，2008）187 頁，同「裁判外紛争処理（ADR）について」自治体学研究 91 号（2005）32
頁。環境紛争処理と行政 ADR に言及するものとして，「対談 行政事件訴訟法・民事訴訟法との
対話」宇賀克也・大橋洋一・高橋滋編『対話で学ぶ行政法・行政法と隣接法分野との対話』（有斐
閣，2003）170 頁における高橋滋発言，特に中川丈久「環境訴訟・紛争処理の将来」大塚直・北
村喜宣編 淡路剛久教授・阿部泰隆教授還暦記念『環境法学の挑戦』（日本評論社，2002）188 頁，
とりわけ 195-196 頁参照。行政 ADR という意味については，ADR の主宰者をもって分類する場
合の行政機関が主宰者となる民事紛争の紛争処理を意味するのが一般である。これに対し，ADR
をもって，行政機関の行政行為についての紛争解決に用いられないかという問題について，行政
ADR と表現される場合がある。行政機関の行政行為についての ADR の活用について，喜多見富
太郎「市街地土壌汚染対策の制度検討─環境 ADR への一試論」都市問題 93 巻 6 号（2002）91 頁。
さらに，大橋真由美「自治体における ADR と苦情処理」大久保規子編集代表『シリーズ自治体
政策法務講座 第 3巻　争訟管理─争訟法務』（ぎょうせい，2013）215 頁，大久保規子「行政機
関による ADR」芝池義一・小早川光郎・宇賀克也編『行政法の争点［第 3版］』（有斐閣，2004）
100-102 頁。なお，環境紛争と行政救済一般について，畠山武道・木佐茂男・古城誠編著『環境
行政判例の総合的研究』（北海道大学図書刊行会，1995）13 頁。
11）　昭和 42 年 8 月 3 日法律第 132 号。
12）　鉱害紛争処理問題研究会編著『公害紛争処理法解説』（一粒社，1975）12 頁。なお同書は続けて，
「土壌の汚染の固有の類型としては，比較的稀であろうが，農薬による汚染とか，ずり等の廃棄物
の崩落による汚染の例が考えられる」と述べる（13 頁）。実際の事件として，別表 3の公調委事
件があげられる。
13）　土壌調査・対策工事について，たとえば，全国地質調査業協会連合会編『土壌・地下水汚染の
ための地質調査実務の知識』（オーム社，2004），鈴木喜計編著『地質汚染─調査と浄化技術』（オー
ム社，2002），平田健正監修土壌環境センター編『土壌汚染と対応の実務』（オーム社，2001）な
どが参考となる。
14）　不動産流動化案件について，金融庁の信託検査マニュアルによれば，「信託引受審査の適正性」
につき環境リスク等の確認があり，その項目として，土壌汚染の有無がある。これは，信託財産
の環境リスク，委託者等の方針の適切な決定，受諾者としての所有者責任を適切に履行できるか
などを判断するうえで重要な事項である。不動産証券化などの案件で，引受を行なおうとする不
動産についてこうしたリスクを確認せず，信託受益に安易にリスク転嫁することは許されない。
15）　平成 15 年 5 月 29 日法律第 53 号。
16）　なお，その時点で汚染原因者が不明であると，土地所有者等の責任は免れない。環境省環境管
理局水環境部長から都道府県知事政令市長宛に出された「土壌汚染対策法の施行について」（環水
土第 20 号平成 15 年 2 月 4 日）に，土壌汚染対策法の解釈が示されている。
17）　別表 1の裁判例に公害型とあるもの及び別表 2の公害審査会紛争例並びに別表 3の公調委事件。
18）　別表 1の裁判例に取引型とあるもの。
19）　別表 1の裁判例に関連型とあるもの。
20）　ADR は，裁判判決形式に対して，当事者の合意にもとづく解決内容を現実化する手段であ
る。最近の谷口のエクイティ再生論をも参照。谷口安平「いまの日本の ADR を考える」仲裁と
ADR 8 号（2013） 1 ，9-10 頁。
21）　平成 5年 11 月 19 日法律第 91 号。
22）　たとえば環境アセスメントの実施請求権を基本的に基礎づけるものとして環境基本法 20 条があ
げられる。同規定の趣旨は，「環境影響評価を推進することを国に求める」ことである。環境省総
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合環境政策局総務課編著『環境基本法の解説』212 頁。しかし，同規定は，直ちには環境アセス
メントの実施請求権の発生根拠とはならない。また，裁判例 36，裁判例 86 のように，環境基本
法 16 条などをもって環境訴訟における重要な根拠法令として引用するが，直接の請求権の発生根
拠規定とはならない。
23）　東孝行『公害による賠償請求の訴訟』司法研究報告書第 22 輯 1 号（司法研修所，1949）も参照。
24）　昭和 25 年 12 月 20 日法律第 289 号。
25）　昭和 36 年 6 月 17 日法律第 147 号。
26）　平成 11 年 7 月 16 日法律第 105 号。裁判例 25，裁判例 36，裁判例 111 など最終処分場や焼却施
設の建設や操業でダイオキシン類の発生リスクを理由に紛争が生じる。
27）　廃掃法違反による不法投棄により土壌汚染が生じている。廃掃法の制定以前には，有害物質を
含む廃棄物の投棄がなされ，これが土壌汚染をもたらした不適正な処理業者や不法投棄者に対し
ては，行政機関は廃掃法に従った措置をとることができる。公害型土壌汚染紛争として最終処分
場の設置又は維持管理をめぐる紛争がある。いわゆる嫌忌訴訟である。計画された廃棄物処理施
設の操業により，土壌汚染の蓋然性が高いことを理由とする建設差止の仮処分や既に建設された
処理施設から土壌汚染が発生していることに基づく操業差止訴訟などがある。
28）　裁判例 71 のように，土地開発に関する条例，水道水源保護条例，水資源確保条例などをもって，
廃棄物の最終処分場を原因とする水質汚濁，ひいては土壌汚染のリスク発生の参照法令とする場
合がある。また，土地開発，又は形質変更計画につき一定の要件のもとに土壌汚染についての調
査対策を求める条例がある。たとえば，東京都，大阪府などの条例は，一定の面積以上の土地の
切り盛り，掘削など土地の改変を行う場合に，土壌汚染調査を義務づける。土対法の規律する有
害物質以外の物質を，土壌汚染調査の対象物質に含める地方自治体もある。大阪府生活環境の保
全等に関する条例（平成 6年 3月 23 日条例第 6号）及び神奈川県生活環境の保全等に関する条例
（平成 9年 10 月 17 日条例 35 号）は，ダイオキシン類が規制対象有害物質となっている。
29）　土壌汚染と土地取引に与える影響については，太田秀夫「汚染土地売買における売主の責任
と売買の留意点」自由と正義 59 巻 11 号（2008）39 頁。土対法の取引法への影響を考察するも
のとして，辻博明「土壌汚染対策法の取引法への影響─土壌汚染対策法施行後の実情と課題」
NBL 826 号（2006）36 頁，同「土壌汚染対策法による規制の導入と取引法への影響─実情と法理
論の視点からの再検討」名城法学 54 巻 1・2 合併号（2004）137 頁，同「土壌汚染と取引法上の
注意義務に関する一考察─土壌汚染対策法の導入の取引法への影響」名城法学 53 巻 2 号（2003）
41 頁。M&A 等へのビジネスへの影響を実務的観点から考察するものとして，赤羽貴・出張智己
「土壌汚染対策法をめぐる法的諸問題（上）（下）─ M&A，金融・不動産ビジネスへの影響と企
業の環境リスク管理」金融法務事情 1674 号（2003）73 頁，同 1675 号（2003）51 頁。坂根工博「土
地取引や土地利用から見た土壌汚染対策法」ジュリ 1233 号（2002）24 頁。
30）　土壌汚染をめぐる取引型紛争の多くは，買主が売主に対して瑕疵担保責任を追及する。つまり，
土壌汚染が，「瑕疵」に該当し，瑕疵担保責任の法的効果として，損害賠償や契約解除を求める。
当事者が契約において土壌汚染について瑕疵担保免責特約をした場合には，その特約の有効性を
めぐって争いとなる。土壌汚染と瑕疵担保責任を取りあげた文献として，太田・前掲（注 5）及
び松尾弘「土地取引における土壌汚染リスクの『分配』と民法解釈─瑕疵担保責任の再検討を中
心にして」横浜国際経済法学 12 巻 3 号（2004）91 頁以下，「土地取引における土壌汚染問題への
対応のあり方」国土交通省宅地・公共用地に関する土壌汚染対策研究会報告書 1頁以下，松尾弘
「民間都市開発にあたって土地取引上の法律上の留意点」国土交通省土地・水資源局土地政策課土
地市場企画室監修土地総合研究所編『土地取引と土壌汚染問題への対応』（ぎょうせい，2003）。
31）　土壌汚染が存在することを知らずして売買したことは錯誤に該当し，売買の無効を主張すると
いう構成である。あるいは，すでに買主が売主に支払った代金について不当利得を請求原因とし
て返還を求めるものである。
32）　瑕疵担保責任又は債務不履行責任とともに不法行為責任を追及することも行われる。売買の瑕
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疵担保責任の除斥期間が比較的短期間であるため，不法行為に基づく請求がなされることもある。
また売主が汚染原因者である場合や，土壌汚染対策工事にかかわった売主の履行補助者に対して
対策工事の不完全な履行責任を追及するような場合に，買主が不法行為責任を請求原因とするこ
ともある。
33）　土地収用地や払下げ対象地に土壌汚染があるような場合に，行政機関が紛争の当事者となるこ
ともある。
34）　専門家における説明責任を詳細に検討するものとして，長野県弁護士会編『説明責任─その理
論と実務』（ぎょうせい，2005）31-32，320-322 頁，専門家責任研究会編「専門家の民事責任」
別冊 NBL. 28 号（商事法務研究会，1994），工藤祐巌「『責門家の責任』と主要判例の分析（上）
（下）」法時 67 巻 2 号（1995）18 頁，67 巻 3 号（1995）68 頁。宅地建物取引業法（昭和 27 年 6
月 10 日法律第 176 号）について，岡本正治・宇仁美咲『遂条解説 宅地建物取引業法［改正版］』
（大成出版社，2012），岡本正治・宇仁美咲「『詳解』不動産仲介契約［全訂版］」（大成出版社，
2000），工藤祐巌「宅地建物取引主任者の責任」373 頁，塩崎勤「宅地建物業者の責任」川井健・
塩崎勤編『新・裁判実務大系 8 専門家責任訴訟法』（青林書院，2004）159 頁以下。なお明石三
郎『不動産仲介契約の研究［再増補］』（一粒社，2012）202，274，405 頁，高橋美加「専門家の
助言の民事法上の責任について」小塚荘一郎・高橋美加編 落合誠一先生還暦記念『商事法への提
言』（商事法務，2004）523 頁。
35）　土壌汚染調査にはフェーズⅠ，フェーズⅡ及びフェーズⅢの段階がある。場合によっては，
フェーズ I の前段階として，簡易な主として机上調査のみを行い，当該土地に汚染リスクが存在
するかを判断する方法もある。フェーズⅠでは，当該土地の履歴などを書類やインタビューなど
で判断したうえ，これを報告書にまとめる。フェーズⅠの調査で土壌汚染の可能性ありと判断さ
れると，次にフェーズⅡの調査に進み，各汚染物質のカテゴリーにより一定の調査方法に従い土
壌及び地下水のサンプリングや地下水の観測などを行う。土壌汚染が存在しその対策を行うにつ
き，さらにフェーズⅢといわれる調査を行い土壌汚染対策計画を検討立案する。フェーズⅠの調
査報告の様式や内容については，日本の法令上定められておらず，このため調査機関によって異
なることがあり，フェーズⅠ調査の品質や信頼度にかかわる問題となる。調査報告様式等を米国
の ASTM をモデルにして不動産投資・取引におけるエンジニアリングサポートを参考にしている
例が多いがあくまで任意的なものである。建築・設備維持保全推進協会（BELCA）『不動産投資・
取引におけるエンジニアリング・レポート作成に係るガイドライン』（建築・設備維持保全推進協
会及び日本ビルヂング協会連合会，2001）59 頁以下。なお，米国の土壌汚染調査を紹介するもの
として，坂野旦典「米国の土壌汚染調査（1）（2）」日経エコロジー 2005 年 10 月号 70 頁，同 2005
年 11 月号 60 頁。
36）　昭和 38 年 7 月 16 日法律第 152 号。
37）　国土交通省の定める平成 14 年 7 月 3 日及びその平成 21 年 8 月 28 日改正不動産鑑定評価基準及
び平成 14 年 7 月 3 日及び平成 22 年 3 月 31 日付改正不動産の鑑定評価基準運用上の留意事項。し
かし，土壌汚染について具体的かつ確立された鑑定評価基準はいまだ存在しない。
38）　不動産鑑定士の依頼者又は第三者に対する責任の有無・範囲について法的責任追及が困難である
理由として，次のように説明されている。「その理由は，一つには，不動産鑑定というのは，一
定の事実があれば，一定の結果が当然得られるような性質のものではなく，一定の事実が存在し
ていても，複数の結論が出ることがあり得るという不動産鑑定の特殊性が考えられる。すなわち，
不動産の経済的価値の判定は，日々刻々変化する社会情勢，経済情勢等あらゆる事情によって左
右され，しかも，右の事情に対する不動産を鑑定する者の識見，思想などの主観的事情によっても
大きく左右されるから，客観的合理的な取引市場を持つことが極めて難しい。不動産鑑定士が異
なることにより鑑定評価の結論が異なるといわれるゆえんである。」（218 頁），萩原秀紀「不動産鑑
定士の責任」川井健・塩崎勤編『新・裁判実務大系 8 専門家責任訴訟法』（青林書院，2004）215 頁。
39）　東京競売不動産評価事務研究会編「競売不動産評価マニュアル［第 3版］」別冊判タ 30 号（2011）
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52-54，164-184 頁。なお，東京競売不動産評価事務研究会ほか「土壌汚染に関する競売評価の
運用方針（暫定案）」金融法務事情 1668 号（2003）27 頁，小川隆文・五島輝美「土壌汚染と競売
不動産の評価」金融法務事情 1668 号（2003）18 頁，小川隆文「土壌汚染物件の評価と売却状況」
金融法務事情 1778 号（2006）42 頁も参照。なお，国税庁の「土壌汚染地の評価等の考え方につ
いて（情報）」（平成 16 年 7 月 5 日付国税庁課税部資産評価企画官情報 3号，資産課税課情報 13
号）によれば，相続税等の財産評価において，土壌汚染地として評価する土地は，「課税時期にお
いて，評価対象地の土壌汚染の状況が判明している土地」をさす。従って，「土壌汚染の可能性が
あるなどの潜在的な段階では土壌汚染地として評価することはできない」ということになる。
40）　昭和 27 年 6 月 10 日法律 176 号。
41）　裁判例 87 において裁判所は次のように述べ，宅建業者の説明義務があると判示した。「本件分
譲地は，従前，a 工業という環境問題により再三の行政指導を受けていた会社により使用されて
おり，被告は，そのような会社から，悪臭が残存し，通常の土地と異なる部分が認められる同地
を購入した。これらの事実に加え，被告自ら上記各事業を有する土地の宅地造成を行ったこと，
被告が，宅地の販売や仲介を業とする株式会社であることに鑑みると，被告は，他の者よりも本
件分譲地の安全性，快適性に疑問を抱きうる立場にあったということができる。以上を総合すれ
ば，本件分譲地の一部を販売又は仲介したり，同地上の建物の建設を請け負ったり，建物売買の
仲介をしたりするに際し，被告には，本件分譲地の安全性，快適性に関する情報を購入者及び注
文者に説明すべき義務があったというべきである」。
42）　運営主体による分類を用いる。分類の視点について，小島武司『ADR・仲裁法教室』（有斐閣，
2001）46 頁。また，日本弁護士連合会 ADR センター編『紛争解決手段としての ADR』（弘文堂，
2010） 2 頁以下。なお，調整型 ADR の現状と動向につき，小島武司「紛争解決システムの日本
的展開（序説）─調整型 ADR の動向を中心に」仲裁と ADR 6 号（2011） 1 頁。
43）　苦情処理相談は，ADR の活用と密接な関係を有する。利用者にとって，「相談」の段階からど
のような場合に ADR に汲み上げられるかは，ADR の課題である。山田は「相談」を次のように，
分類する。「① ADR 等に関する情報提供を求める場合，②相談者が紛争（苦情）を相当者に伝え，
相手方との相対交渉のための助言を求める場合，③担当者が相手方に解決を促す場合，④相当者
が相談者と相手方の間に立って和解を斡旋する場合，に分ける。山田・前掲（注 9）「ADR 法改
正の課題」16 頁。また，濵野亮「日本型紛争管理システムと ADR 論議」早川吉尚・山田文・濱
野亮編著『ADR の基本的視座』（有斐閣，2004）41 頁も参照。
44）　梶村太市「司法型 ADR の課題と展望」伊藤眞他小島武司先生古稀祝賀『民事司法の法理と政
策 下巻』（商事法務，2008）357 頁。「シンポジウム民事調停の機能強化に向けて」仲裁と ADR 8
号（2013）94 頁，日下部克通「民事調停実務の潮流」仲裁と ADR 1 号（2006）19 頁。民事調停
と ADR に言及するものとして，同上シンポジウム 94，117-119 頁。さらに，日本裁判官ネット
ワーク「シンポジウム 民事紛争解決の新しい試みに向けて（下）」判時 1250 号（2012） 9 頁，同
シンポジウムにおける法見の発言（同 20-21 頁）。
45）　「ADR が何に代替すると考えるかにより，訴訟上の和解の位置づけは異なる。ADR が判決に代
替するものと解する立場をとれば，訴訟上の和解は ADR そのものということになる。」と指摘す
るのは，加藤新太郎「訴訟上の和解と ADR」仲裁と ADR 4 号（2009）22，28 頁注 1。また，「裁
判上の和解は，民事訴訟手続の一環として行われる点では，裁判外紛争処理の表現がなじみにく
いが，裁判または判決による紛争処理ではない点で，裁判外紛争処理の一つとして扱う」とする
のは，伊藤眞「裁判外紛争処理の特徴・機能」小島武司・伊藤眞編『裁判外紛争処理』（有斐閣，
1998）12 頁。一方，「訴訟上の和解（起訴前の和解を含む）は訴訟手続の一部であるため ADR
とはされないのが一般的」と述べるのは，田村泰貴「新時代の民事手続法 ADR 新時代」ジュリ
1317 号（2006）161 頁。「自主的な」あるいは「『自由な』合意による」紛争解決であれば，たと
え裁判所の関与があっても ADR を含めて考えられるべきである。この「合意」の点について，棚
瀬孝雄「裁判外の紛争処理機関」鈴木忠一・三ヶ月章監修『新実務民事訴訟講座』（日本評論社，
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1981）123 頁。また，伊藤眞・加藤新太郎・山本和彦『民事訴訟法の論争』（有斐閣，2007）230 頁，
加藤新太郎「ADR とその普及の条件─訴訟上の和解との比較において」小島武司編『ADR の実
務上理論Ⅱ』（中央大学出版部，2005） 3 頁，草野芳郎「訴訟上の和解と ADR」同 163 頁，大石
忠生・加藤新太郎「訴訟上の和解の位置づけ」後藤勇・藤田耕三編『訴訟上の和解の理論と実務』
（西神田編集室，1987）22 頁も参照。
46）　公害等調停は民事調停法（昭和 26 年 6 月 9 日法律第 222 号）が昭和 49 年に改正となった際に
設けられた調停の類型である（同法 33 条の 3）。なお，鉱業法に定める鉱害の賠償の紛争に関す
る調停は公害調停として民事調定法で規定される（同法 32 条）。民事調停のうちの公害等調停に
ついて述べた文献はほとんどないが，最近の一般的な解説として，羽成守・野本俊輔編『民事調
停の実務』（青林書院，2013）303 頁，古くは小山昇『民事調停法（新版）』（有斐閣，1975）154
頁，田中敦「公害等調停」判タ 932 号（1997）150 頁。なお，公害事件は調停に適するかについて，
討論小島武司ほか「訴訟と調停」日本法律家協会編『民事調停の研究』（東京布井出版，1991）
418，426-428 頁。
47）　大橋・前掲（注 10）192-194 頁。
48）　塩野宏『行政法Ⅱ［第 5版補訂版］』（有斐閣，2003）59-61 頁。
49）　公害苦情相談窓口は，公害紛争の第一次的処理手段を提供するものとして，住民に身近な ADR
機関といえる。公害等調整委員会編集の平成 25 年度版公害紛争処理白書 80 頁以下によると，公
害苦情受付件数は，平成 23 年度で 8万件を超えている。このうち，土壌汚染に関する苦情件数
は，平成 23 年度で 252 件（0.5％）であった。公調委は，公害紛争処理法第 3条に従い，「地方公
共団体が行う公害に関する苦情の処理について指導等」を行わねばならない。ことに，注目され
るのは，公調委の事務局審査官であった針塚遵の「自治体は，環境法制や環境に関する測定業務・
対策に関する情報に関して地域のセンターであり，特に地方では，行政が一番よく環境のことを
わかっている」「最近，公調委では，『公害苦情相談の調停的運用』ということを宣伝しています。
これは，当事者双方を市役所の会議室などに呼んで，じっくり話し合ってもらう。その際，担当
者が立ち会って，法令や対策のノウハウなど専門知識に基づくアドバイスをして，解決を手助け
する」という発言である。そしていみじくも「公害苦情相談・審査会・公調委とが繋がっている
ということが，今日の公害紛争処理制度における最大の問題だと思います」と指摘されているの
である。針塚遵「ADR と公害紛争─今，公害紛争処理制度に求められているもの」ちょうせい 41
号（2005） 8 ，13-14 頁，同様に，苦情処理と公害紛争処理機関の連携を強調するものとして，磯
部・前掲（注 7）「公害紛争処理制度の課題と期待」7，12 頁，また渡邉博・佐藤充夫・門屋真希子・
田家修「座談会 公害苦情相談の現状─公害苦情相談と公害紛争処理制度との連携等について考え
る」ちょうせい 60 号（2010） 2 ，14 頁，田原修「公害紛争処理制度の利用促進に向けて」ちょう
せい 56 号（2009） 2 頁，串田正克「講演 公害審査会の活性化について─公害審査会での体験を
踏まえて」ちょうせい 54 号（2008）28 頁，加藤和夫・竹下守夫・村田敏行・柳辰哉・磯部力「パ
ネルディスカッション 公害紛争処理制度の活性化について」ちょうせい 50・51 合併号（2007）30
頁。なお，地方自治体の相談について，小佐井良太「自治体法律相談の意義と課題：調査の結果
を踏まえて」樫村志郎・武士俣敦編『現代日本の紛争処理と民事司法 2 トラブル経験と相談行動』
（東京大学出版会，2010）191 頁。また，山田・前掲（注 9）11 頁，13-14 頁も参照。
50）　大橋・前掲（注 10）54 頁。
51）　公調委及び公害審査会の ADR 的機能については，これまで数々の論文で紹介されている。最
近のものとして加藤・前掲（注 7），河村治「公害等調整委員会における仲裁制度活用への取組み」
仲裁と ADR 3 号（2008）38 頁，加藤和夫・松井英隆「公害等調整委員会及び都道府県公害審査
会における公害紛争の解決」並びに小島武司「講演 司法制度改革における裁判外紛争処理制度の
意義と公害紛争処理」，磯部力「公害環境紛争と行政委員会─公害等調査委員会の課題と可能性」
ジュリ 1233 号（2002）55 頁，公調委と行政機関との連携につき，六車・前掲（注 7）。
52）　谷口隆司「公害等調整委員会の 30 年─回顧と今後の展望」ジュリ 1233 号（2002）38 頁，
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47-49 頁。
53）　「座談会 準司法手続・特例的行政手続の現状と課題─制度の充実と活性化に向けて」ジュリ
1352 号（2008） 2 ，9 頁，坂本博之「弁護士の立場から見た公害等調整委員会の近時の『改革』」
公害・環境ニュース 44 号（2009） 3 頁，「座談会 公害紛争処理制度の充実と発展」ジュリ 1008
号（1992）10 頁，溝口喜久「公害紛争処理制度の理念と実践そして課題」ジュリ 1008 号（1992）
32 頁，楊井・前掲（注 7）29-34 頁。なお，公調委の経験から公調委の問題点について述べるも
のとして，南博方「公害環境紛争の変遷を追う─公調委員として経験を基に」上智法学 47 巻 4 号
（2004） 1 頁，佐久間重吉「公害調停について」日本法律家協会編『民事調停の研究』（東京布井
出版，1991）450 頁，金沢良雄「公害調停の体験から」同 463 頁。
54）　針塚・前掲（注 49）16 頁。針塚が全国公害紛争処理主管課長会議でなされた次の発言内容は注
目すべきである。
　「民事紛争か，ということで申しますと，行政紛争の扱いが問題になります。さすがに立法や条
例制定を求める調停申請は困りますが，行政庁に対して行政処分の発動を求めたいということは，
調停の申請事項として構わないと思います。実例として，ある県の審査会では，廃棄物不法投棄
の事件で，県を相手方として『廃棄物撤去の代執行など，原状回復のための努力を求める』とい
う内容の調停申請事件を扱っております。この種の事例は他の審査会にもいくつかあるし，公調委
にもあります。相手方の行政庁が調停手続を拒むのであれば仕方ありませんが，現実には，行政庁
が行政処分を求める事件だからという理由だけで調停手続を拒むということは，ほとんどないよう
です。」なお，行政絡みの事件が増加していることにつき，南博方・西村淑子「公害紛争処理の現
状と課題」『環境問題の行方〈ジュリスト増刊 新世紀の展望2〉』（有斐閣，1999）124，129 頁。ま
た，『民事上の紛争』は，申請の要件でなく調停の目的である」と述べるのは，南博方「公害紛争
の特色と処理の手法─公害等調整委員会による公害調停を中心として」一橋論叢 107 巻 4 号（1992）
515，523 頁，同「環境紛争処理の在り方を考える─裁判から調整の時代へ」判タ 833 号（1994）4頁。
55）　公害審査会の所掌事務は，公害に係る紛争について，あっせん，調停及び仲裁を行うこととさ
れている（公害紛争処理法 14 条）。前掲（注 49）の公害紛争処理白書によると公害審査会の昭和
45 年度から平成 24 年度までの受付件数は 1347 件，終結件数は，1315 件であった（64 頁）。同期
間の土壌汚染につき公害審査会に係属した件数は，136 件であり，平成 24 年度ではそのうち 3件
である（66 頁）。
56）　座談会における勝見嘉美の発言，麻植貢ほか「〈座談会〉公害紛争処理制度の充実と発展」ジュ
リ 1008 号（1992）10，24 頁。別表 2の紛争例 21 につき，賃貸借の当事者間の紛争であり，公害
審査会がこうした二当事者間の契約にかかる民事紛争の調停申請を受け付けたことは注目すべき
である。もっとも，本件土地は住宅地となったので，その意味で公害紛争的要素がないとはいえ
ない。約 20 年間という長きに亘る賃貸借期間で，しかも工場跡地からカドミウム，セレン等の有
害物質が発見されたため，対策工事費を請求したが，20 回に及ぶ調停期日等（調停申請日から打
切りまで約 2年半）が設けられた。争点は公表されておらず不明である。しかし，仮に汚染原因
や対策工事費が争点であれば本件のような事案は，まさに民間 ADR が処理できる適切な事案で
あると思われる。
57）　消費者庁及び消費者委員会設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律。（平成 21 年 6 月
5 日法律第 49 号）
58）　http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/juutaku_seisaku/300soudan.htm　東京都都市整備局住宅
政策推進部は，「宅地建物取引業者及び宅地建物取引主任者の指導及び監督処分基準」を設けて，
宅建業者及び取引主任者を指導及び監督処分している。このため，相談窓口に持ちかけられる相
談や苦情などを契機に，問題となる宅建業者や取引主任者の行為につき指導及び監督することが
行われよう。
59）　「シンポジウム 消費者紛争 ADR の現状と展望」仲裁と ADR 3 号（2008）99 頁，五十嵐宏「東
京都消費者被害救済委員会」木川統一郎・石川明編『特集 裁判外紛争処理機関の現状と展望』判
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例タイムス臨時増刊 728 号（1990）211 頁。
60）　日野勝吾「独立行政法人国民生活センター紛争解決委員会による ADR の現状と実務的諸課題の
検討─消費者の後見的機能を担う『消費者 ADR』としての中核的存在意義と制度的多機能性の再
認識」仲裁と ADR 8 号（2103）43 頁。国民生活センターの基本理念としての「中立公正性」と
いう機能及び「後見的役割」について，日野勝吾「独立行政法人国民生活センター紛争解決委員
会による ADR の現状と実務的諸問題の検討─消費者の後見的役割を担う『消費者 ADR』として
の中核的存在意義と制度的機能性の再認識」仲裁と ADR 8 号（2013）43 頁。森大樹「国民生活
センター ADR に関する法制度の概要」仲裁 ADR フォーラム 4号（2013） 7 頁，枝窪歩夢「生活
センター紛争解決委員会による ADR の概要と実施状況」仲裁と ADR フォーラム 4号（2013）19
頁，枝窪歩夢「国民生活センター紛争解決委員会による ADR の概要と実施状況」法時 85 巻 4 号
（2013）23 頁，島野康「消費者相談・苦情処理」小島武司・伊藤眞編『裁判外紛争処理法』（有斐閣，
1998）129 頁も参照。
61）　たとえば宅地建物取引業法 31 条，35 条（但し 3項をのぞく），47 条及び 47 条の 2のうち，個
人が宅地又は建物を取得し，あるいは借りる取引の場合である。
62）　日本弁護士連合会 ADR センター編『建設紛争解決と ADR』（弘文堂，2011）57 頁以下，唐木
芳博「建設工事紛争審査会の現状と課題」仲裁と ADR 1 号（2006）54 頁。
63）　安藤一郎編『建築紛争処理手続の実務』（青林書院，2001）17 頁。
64）　不動産適正取引推進機構『不動産取引の紛争─裁判によらない解決事例集』（不動産適正取引推
進機構，2004）11 頁。
65）　機構で土地の売買に伴う瑕疵担保責任の案件が扱われたこともある。これらは，がら等が埋設
された土地の瑕疵を扱った事例（平成 14 年度第 5号）及び廃材が埋設された土地の瑕疵を扱った
事例（平成 12 年第 6号）であった。
66）　原子力損害賠償紛争解決センターは，平成 23（2011）年 3月 11 日に発生した福島第一及び第
二原子力発電所事故の放射線の影響により生じた「東京電力が負う損害賠償債務に関する紛争に
ついて，被害者又は東京電力の申立により，円滑，迅速かつ公正な解決を図ることを目的として
設置」された行政 ADR である。同センターについて，小島延夫「原発訴訟賠償を中心として（原
発事故の環境法への影響）」環境法政策学会編『原発事故の環境法への影響 その原状と課題』（商
事法務，2013）80，86-88 頁，出井直樹「原子力 ADR について─原子力損害賠償紛争解決セン
ターの取組みと展望」仲裁と ADR 7 号（2012）46 頁，同「原発事故損害賠償請求と ADR の活用
─原子力損害賠償紛争解決センター（原紛センター）の活動を中心として」自由と正義 63 巻 7
号（2012）72 頁，野山宏「原子力損害賠償紛争解決センターにおける和解の仲介の実務 1 ～ 7」
判時 2140 号（2012，以下同），2143 号，2144 号，2152 号，2158 号，2161 号，阿部弘樹「震災
ADR」仲裁と ADR 7 号（2012）57 頁，丸山輝久「申立代理人からみた原子力損害賠償紛争解決
センターの現状と展望」自由と正義 63 巻 7 号（2012）68 頁。
67）　同指針によると，土地の価格の下落分や除染費用を損害として請求できることになる。なお，不
動産が，高濃度の放射性物質により汚染された場合には，今後の土地利用が困難となる。そうする
と，その不動産の事故前の価格は，利用が不可能になったことは損害であるとして損害賠償請求
ができよう。なお，裁判例 30 は，原子力損害賠償について，臨界事故と地価の下落につき相当因
果関係が認められないとした事案である。同事件は，控訴されたが，棄却となった（裁判例 31）。
河合健「臨界事故と地価の下落」東京弁護士会金融取引部編『法律のひろば別冊 実務判例精選〈震
災・復興〉』（ぎょうせい，2012）20 頁。原子力発電所事故と不動産鑑定評価については，廣田裕
二「東日本大震災による原子力発電所不動産の鑑定評価」季刊不動産研究 53 巻 3 号（2011）25 頁。
68）　大川宏「解決ツールとしての ADR ─ ADR の上手な利用法」日本弁護士会連合会 ADR センター
編『紛争解決手段としての ADR』（弘文堂，2010）19 頁，中村芳彦「弁護士と ADR ─弁護士会
ADR を中心に」仲裁と ADR 2 号（2007）36 頁，比嘉廉文「総合紛争解決センターの運営状況」
仲裁と ADR 7 号（2012）98 頁，萩原金美「仲裁と調停─弁護士会仲裁の手続法的考察を中心と
土壌汚染をめぐる紛争と ADR
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して」青山善光他編石川明先生古稀祝賀『現代社会における民事手続法の展開 下巻』（商事法務，
2002）351 頁。
69）　日本弁護士連合会 ADR（裁判外紛争処理機関）センター発表の仲裁統計年報（全国版）2011 年
度（平成 23 年度）版による。
70）　増田卓司「利用しやすい紛争解決手続を目指して─愛知県弁護士紛争解決センターの実情」仲
裁と ADR 8 号（2013）35 頁。
71）　なお，金融 ADR とりわけ商品先物取引分野の視点で苦情相談処理と ADR につき言及するも
のに，石戸谷豊「金融 ADR は何を目指すのか─商品先物取引分野の経験から」仲裁と ADR 8 号
（2013）26，29 頁。
72）　法務省認証紛争解決サービスの「かいけつサポート」のホームページ http://www.moj.go.jp/
KANBOU/ADR/index.html による。
73）　不動産相談所／東京都宅建協会のホームページ http://www.tokyo-takken.or.jp/consult/index.
html による。同不動産相談所は東京都宅建協会と全宅保証協会東京本部が共同で運営する。
74）　小島武司「紛争解決システムの日本的展開（序説）─調整型 ADR の動向を中心に」仲裁と
ADR 6 号（2011）1 ，8-9 頁。
75）　ADR 促進政策を支える目的について言及するものに，山田文「ADR 法制定と理論的問題」法
時 77 巻 2 号（2005）35，36 頁。ADR のニーズについて，及び ADR の目的について言及するも
のとして，垣内秀介「国による ADR の促進」早川吉尚・山田文・浜野亮編『ADR の基本的視座』
（信山社，2004）71 頁，和田仁孝「ADR の理念と構造」和田仁孝編『ADR 理論と実践』（有斐閣，
2007） 5 頁。
76）　中村芳彦「ADR プラクティス論─事実認定法情報提供のあり方を中心に」小島武司先生古稀祝
賀〈続〉『権利実効化のための法政策と司法改革』（商事法務，2009）567 頁，さらに金子宏直「ADR
における証明責任の検討─ドメイン名紛争を中心に」伊藤眞他小島武司先生古稀祝賀『民事司法
の法理と政策 下巻』（商事法務，2008）403，423 頁，篠田省二「裁判外の紛争解決手続（ADR）
における要件事実序説」同書 459 頁も参照。
77）　平成 25 年 3 月 29 日の ADR 法に関する検討会（第 2回）の配布資料 2-5（手数料《報酬の費
用》一覧）によると，ADR 法の認証を受けた ADR 機関が，申立手数料，期日手数料，成立手数
料，報酬費用などの名目で手数料等を課している。これらの手数料を当事者双方負担し，又は折
半するなどの方法をとる ADR 機関もある。弁護士会 ADR によっても，申立手数料や成立手数料
の金額が異なる。裁量により成立手数料が調整されるものもあり，たとえば，総合紛争解決セン
ターホームページにおいては，「事業により，成立手数料を 30％の範囲で増減する場合がありま
す」との記載がある。また，「1000 万円以上の場合は，お問い合わせください」とある。http://
www.soufun.or.jp/index/company/cost.html なお，弁護士会仲裁センターの費用構造を含め民間調
停機関のコスト構造を分析するものとして，入江秀晃『現代調停論日米 ADR の理念と現実』（東
京大学出版会，2013）204-215 頁。
78）　ADR 法第 1条は，「裁判外紛争解決手続は，専門的な知見を反映して紛争の実情に即した解決
を図るものでなければならない」と規定する。ADR の特徴として専門性を指摘するものとしてた
とえば，小島武司『ADR，仲裁法教室』（有斐閣，2001）12 頁。ADR と各種法律専門職種の関与
の在り方につき，中村芳彦「ADR 立法論議と自律的紛争処理意向」濱野亮・早川吉尚・山田文編
著『ADR の基本的視座』（有斐閣，2004）233，255 頁。この専門性を特徴とした ADR を「専門
ADR」などと呼ぶ。
79）　児玉安司「医療 ADR」法時 85 巻 4 号（2013）33 頁，植木哲編著『医療裁判から医療 ADR へ，
動き始めた新たな医療紛争処理システム』（ぎょうせい，2011），畔柳達雄「医療事故紛争と ADR
─日本医師会医師賠償責任保険制度とドイツ州医師会が設立した医療事故鑑定委員会・調停所制
度との比較」日本弁護士連合会 ADR センター編『医療紛争解決と ADR』（弘文堂，2011）12 頁，
とりわけ 29 頁。畔柳は，医療事故の ADR を法律上の制度として確立するためには，次の 5つの
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条件を備えることが必要であると述べる。（1）紛争処理を行うための施設の確保・整備，（2）事実
を調査できる専門の法律家・医師の日常的な確保，（3）制度を支える事務手続をする人間の確保，
（4）損害賠償金支払者との事前合意の存在，（5）本格的な制度とするのであれば法務大臣の認証。
これらの条件は土壌汚染をめぐる紛争についての ADR の制度設計についても参考となる。村松
悠史「医療 ADR の試みと医療訴訟の実務的課題（上）（下）」判時 2128 号（2011） 3 頁，2129 号
（2011） 3 頁，「シンポジウム 医療事故 ADR の課題と可能性」仲裁と ADR 4 号（2009）92，99 頁，
我妻学「医療紛争と裁判外紛争処理手続」仲裁と ADR 2 号（2007）90 頁も参照。なお，2010 年
から厚生労働省医政局において，ADR 機関の活躍を推進するため，医療裁判外紛争解決に係る情
報共有・意見交換を行うことを目的に，ADR 機関，医療界，法曹界及び患者団体等の代表者から
なる連絡調整会議が開催されている。
80）　林いずみ「調停仲裁による知財紛争解決」パテント 64 巻 1 号（2011） 4 頁，冨田光治「弁理士
業務としての ADR の活用について」パテント 64 巻 1 号（2011）28 頁，山崎順一「日本知的財産
仲裁センターの概要」仲裁と ADR 2 号（2007）78 頁，畑邦夫「知財紛争と ADR ─知財仲裁セン
ター関西支部の一調停人としての体験記」仲裁と ADR 2 号（2007）44 頁。
81）　唐木芳博「建設工事紛争審査会の現状と課題」仲裁と ADR 1 号（2006）54 頁。建築調停につ
いて，河野清孝「専門的知見を要する民事調停事件─東京地方裁判所における実情を中心として」
仲裁と ADR 7 号（2011）33 頁。日本弁護士連合会 ADR センター編『建築紛争解決と ADR』（弘
文堂，2011）。同様に建築関係訴訟と調停委員制度及び専門委員制度の利用について，松川まゆみ
「東京地裁民事第 22 部（調停・建築・借地非訟部）の事件の概況」曹時 62 巻 11 号（2010）15，
21 頁，大阪地裁における建築・調停事件の現状については，林圭介「大阪地裁建築・調停事件に
おける現状と課題」判タ 1300 号（2009）33 頁。
82）　医薬品，インテリア，化学製品，ガス石油機器，家電製品，自動車，住宅部品，生活用品，消
費者生活用品，塗料，化粧品，プレジャーボートなど種々な製品についての PL センターが存在
することが，その専門的知見が必要なことを示している。なお，太田勝造「製造物被害の救済シ
ステム裁判外紛争解決，原因究明，情報収集分析提供等の制度」ジュリ 1051 号（1994）37 頁。
小島武司「裁判・裁判外紛争解決・相対交渉と賠償科学的知見─製造物責任訴訟に焦点を合わせ
て」木川統一郎博士古稀祝賀『民事裁判の充実と促進 上巻』（判例タイムズ社，1994）29 頁。
83）　日本弁護士連合会 ADR センター編『金融紛争解決と ADR』（弘文堂，2013），渡部晃・森倫洋「金
融 ADR 制度の概要と今後の展望」自由と正義 64 巻 5 号（2013） 9 頁，渡部晃・河井聡・斎藤輝
夫・九石拓也・一場和之「弁護士会における金融 ADR の現状と今後」自由と正義 64 巻 5 号（2013）
30 頁，山本和彦・井上聡編著『金融 ADR の法理と実務』（金融財政事情研究会，2012），大森泰人・
中沢則夫・中島康夫・稲吉大輔・符川公平『詳説 金融 ADR 制度［第 2版］』（商事法務，2011）。
84）　「シンポジウム 交通事故 ADR の現状と課題」日本交通法学編『交通事故 ADR の現状と課題〈交
通法研究 41 号〉』（有斐閣，2013） 1 頁，古笛恵子「交通事故における ADR の現状と課題」ジュ
リ 1403 号（2010）70 頁，江口徹治「交通事故紛争センターの概要と展望」仲裁と ADR 3 号（2008）
32 頁。
85）　民事裁判における専門委員制度について，山本和彦他「座談会 専門委員の活動について」判タ
1373 号（2012） 4 頁，杉山悦子「専門委員制度の現在と未来」小野秀誠他編松本恒雄先生還暦記
念『民事法の現代的課題』（商事法務，2012）1031 頁。また，非訟事件手続法の改正との関係で
専門委員制度を述べるものとして，今田健太郎「新非訟法制度に伴う民事調停手続の実践的利用
法」自由と正義 64 巻 8 号（2013）24，29 頁。また，山本和彦・山本克己・中尾正信・古賀政治・
福井章代・本田能久「特別座談会 民事裁判の一層の充実・迅速化に向けて（3）─最高裁迅速化
検証報告書を受けて」ジュリ 1434 号（2011）86-94 頁。同座談会で福井判事は民事裁判における
専門委員の活動を妨げる要因として，「 1点目が人材の確保の困難性，つまり，専門委員として適
切な専門家を確保するのが難しいこと。 2点目は制度上の制約，つまり専門委員は意見を述べる
ことができない制度になっていること。 3点目は，当事者が消極的な意向を示すこと。」と指摘す
土壌汚染をめぐる紛争と ADR
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る（同 86 頁）。秋山幹男・伊藤眞・加藤新太郎・高田裕成・福田剛久・山本和彦著『コンメンター
ル民事訴訟法 II［第 2版］』（日本評論社，2006）237 頁，東京地方裁判所民事部四委員会共同報
告「改正民事訴訟法 500 日の歩み（2）─東京地方裁判所における新制度運用の実情」判時 1911
号（2006） 3 頁。しかし，公調委の裁定事件においても，専門委員が任命されることもある。平
成 24 年度に公調委に係属した公害紛争事件の専門委員の任命状況によると種々の分野から任命さ
れ，延べ合計 37 名であった。前掲（注 49）公害紛争処理白書 9頁の「専門委員が任命された近
年の係属事件」を参照。
86）　伊藤眞「専門訴訟の行方」判タ 1124 号（2003） 4 頁。伊藤は，専門訴訟において，「事件が複
雑であり，実質的争点が複数にわたり，また中心的争点の確定が容易でないこと，しばしばいわ
ゆる証拠の偏在がみられ，裁判所が事案解明度を高めることが容易でないことの問題が存在する」
と指摘する。
87）　河野清孝「専門的知見を有する民事調停事件─東京地方裁判所における実情を中心として」仲
裁と ADR 7 号（2012）33 頁。
88）　松嶋英機「私的再生手続としての事業再生 ADR」松嶋英機他編門口正人判事退官記念『新しい
時代の民事司法』（商事法務，2011）223 頁。また，中井康之・柴野高之「事業再生 ADR の概要
とあるマンションデベロッパーの事例」仲裁と ADR 6 号（2011）50，56 頁，山本和彦「裁判外
事業再生手続の意義と課題」「裁判外事業再正」実務研究会編『裁判外事業再生の実務』（商事法
務，2009）2 ，4 頁，中井康之「事業再生 ADR の手続上の諸問題（上）」銀行法務 21，717 号（2010）
22 頁も参照。
89）　公害紛争処理法 42 条の 8は，代表当事者の選定命令を，また，同法 42 条の 9は，裁定委員会
による代表当事者の選定の規定を置く。
90）　公調委により扱われた土壌汚染の裁定事件でカドミウム汚染農作物被害責任裁定事件（公調委
事件 2）は申請人が 445 名，調停事件の豊島産業廃棄物水質汚濁被害等事件（公調委事件 5）で
は申請人が 549 名であった。従って ADR においても重大性や政治性のある事件を扱う。
91）　裁判の迅速化に関する法律（平成 15 年 7 月 16 日法律第 107 号）。
92）　前掲（注 49）の公害紛争処理白書 77 頁に，公害審査会の事件処理の統計があり，これによる
と平成 24 年度では，係属事件 37 件の平均処理期間は，18.9 ヶ月であった。また， 1年以内に処
理されたものは，37 件のうち 25 件である。土壌汚染をめぐる紛争事件の処理期間については，
同書には特別のデータはなく，個別の紛争例に基づき計算するしかない。
93）　たとえば裁判例 87 などにおいて，その目的もうかがわれる。また大阪アメニティパーク事件に
おいて，宅建業者が重要事項を告知しなかったため宅建業法違反とされた。桐蔭横浜大学コンプ
ライアンス研究センター企業不祥事検討チーム「大阪アメニティパーク土壌汚染問題」季刊コー
ポレートコンプライアンス 5号（2005）140 頁。
94）　土壌汚染をめぐる紛争について，ADR の拡充活性化のためのモデルを検討するのに有益な文献
として，山本和彦「ADR 法則と ADR 機関ルールの在り方（上）（下）」ジュリ 1230 号（2002）4 頁，
1231 号（2002）161 頁。また，太田勝造「裁判外紛争解決制度のシステム設計と運用─日本の制
度の調査から」木川統一郎博士古稀祝賀『民事裁判の充実と促進』（判例タイムズ社，1994）54
頁。土壌汚染をめぐる紛争についての ADR による活用と制度設計を考えるにあたり，金融 ADR
の制度設計の経緯が大変参考になる。「シンポジウム 金融 ADR の設計と課題」仲裁と ADR 6 号
（2011）117 頁。
95）　たとえば公害型土壌汚染紛争で，隣接地からの汚染地下水の浸出とその因果関係などが紛争の
争点となる場合には，ADR を利用しようとするいずれの当事者にとっても当該 ADR のアクセス
利便性が重要である。
96）　取引型土壌汚染紛争又は土壌汚染関連型紛争において宅建業者を相手に宅地建物取引業界の協
会による ADR を利用する場合には，こうした協会は，全国各地に分布しており，利用者にとっ
て比較的アクセスが良い。もっとも土壌汚染紛争の ADR のみがアクセスを重要視するわけでは
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ない。金融 ADR の場合に，アクセスが良い点で成功していると言えよう。また，弁護士会仲裁
センターの ADR の場合には，アクセスにおける弱点を克服して仲裁センターの当事者に対する
活用をはかるため，協定締結弁護士会というシステムで，移管調停や，現地調停を行うことも視
野に入れてきた。
97）　別表 2の公調委が公表した紛争例を参照。
98）　平成 23 年 5 月に環境省水・大気環境局の発表した「平成 23 年度土壌汚染対策法の施行状況及
び土壌汚染調査・対策事例等に関する調査結果の概要」における「都道府県別の要措置区域等指
定件数」32-33 頁。
99）　法テラスと ADR との連携について，総合法律支援法（平成 16 年 6 月 2 日法律第 74 号） 7条
に連携の強化を規定する。また，阿部泰久「経済界が法テラスに期待すること」ジュリ 1360 号
（2008）80，82 頁，山本和彦「民事司法における法テラスの役割─ ADR の視点を中心に」ジュリ
1360 号（2008）60 頁，関一穂「ADR 周知のための法テラスとの連携」法律のひろば 60 巻 3 号
（2007）42 頁。
100）　情報のコミュニケーションを強調するものとして，早野貴文「情報提供と協動する連携」ジュ
リ 1415 号（2011）22，25 頁，ADR の制度整備の必要性を指摘するものとして，伊藤眞ほか「司
法ネット構想の課題」ジュリ 1262 号（2004） 6 頁，なお，山本和彦発言（28 頁）も参照。
101）　弁護士や中立性を保持しうる者が仲裁人の中に含まれること，そしてそのことが利用者に事前
に知られることが必要である。公調委事件 9は，土地の整地にあたってゴミ混じりの土壌を使用
したことから生じた紛争である。申立は金銭支払請求で，川崎市を相手に ADR による解決を求
めた。当該事件は裁定に従わず裁判所に移行し，裁判例 96 のとおり，地裁では判断が逆転した。
本件はさらに控訴中である（2013 年 2 月現在）。本件は ADR の役割という見地から ADR の将来
の活用を検討するうえで極めて興味深い。
102）　裁判外紛争解決のコストとベネフィットにつき，太田勝造「裁判外紛争解決のコスト」小島武
司・伊藤眞編『裁判外紛争処理法』（有斐閣，1998）192 頁。
103）　公調委の事務局審査官で裁判官出身である鈴木は調停事件の情報公表のための考慮要素として
公表の必要性，公表の許容性，プライバシーの配慮，当事者の意向，国民の信頼などをあげる。
鈴木美和「『調停要件に関する情報の取扱い』について」ちょうてい 58 号（2009）32，34-35 頁。
104）　ADR 手続を訴訟提起の前提とすることに合意していた場合とは，たとえば ADR の実施契約あ
るいは ADR 契約を紛争当事者間で締結した場合，あるいは取引当事者間で締結した場合が考えら
れる。当該 ADR 機関の紛争解決機能の信頼性が周知されるようになれば，将来このような事態
も生じうる。ADR と訴訟前置の観点から，東京高判平成 23 年 6 月 22 日（判時 2116 号 64 頁）が
参考となる。さらに中野俊一郎「民間調停で紛争が解決されないときに裁判手続を開始する旨の
合意の効力」判時 2133 号 160 頁。なお，山田文「ADR 法制定と理論的問題」法時 77 巻 2 号（2005）
35，38 頁も参照。
105）　山本和彦「ADR 和解の執行力について」伊藤眞他編小島武司先生古稀祝賀『民事司法の法理と
政策 下巻』（商事法務，2008）603 頁。
106）　土地の売買取引の瑕疵担保責任についてはその瑕疵の存在を知ってから，民事取引の場合は 1
年以内，また商事取引については 6 ヶ月以内に，担保責任の追及を行うことにより解除権及び損
害賠償請求権を留保できる。土壌汚染については，その解除権や損害賠償請求権の行使段階では，
土壌汚染調査などを十分にしていないのが通常である。もっとも，土壌汚染の詳細な内容はとも
かく，あくまで土壌汚染がある旨を通知し，当該瑕疵に基づく請求権の行使を保留する旨を表示
すればよい，と解釈されている。土壌汚染をめぐる紛争は，瑕疵担保責任に限らず不法行為責任
を請求の原因とすることもある。公害型土壌汚染紛争で，当該土壌汚染の原因者が判明している
ときは 3年，判明していないときには 20 年の時効にかかる。しかし，不法行為の起算時点を何時
と考えるかについて争いがある。つまり，先行する不法行為時を起算点とするか又は不法行為が
継続しており，その不法行為の治癒をすべき不作為義務の存在する最終時点をもって不法行為の
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時効を起算点とするか，という点が問題とされてきた。
107）　ADR の時効中断の効力を，時効制度との整合性及び当事者の予測可能性との考慮に基づき検討
が加えられたことにつき，平成 15 年 7 月に司法制度改革推進本部事務局が発表している「統合的
な ADR の制度基盤の整備について─ ADR 検討会におけるこれまでの検討状況等」に記述がある。
時効中断効が，ADR 法の認証機関に認められることに関連して，「認証の有無という行政的な面
で区別するのは特異とも言え」「認証を受けない機関に，時効の中断を認めないことが法制度とし
て妥当なのかどうかは議論がありうる」と指摘するのは，吉岡桂輔「ADR の評価─利用者の視点
から」法律のひろば 58 巻 4 号（2005）26，33 頁。
108）　ADR 段階で十分協議しなかった場合は，手続違反になるかという問題がある。さらに場面は異
なるが，ADR の判断に対して，訴訟に移行する場合に，申立人からの不利益変更が認められるべ
きか否かという問題がある。
109）　このように業界と ADR の扱う対象事件の問題は，金融 ADR についてもみられる。中沢則夫「金
融 ADR 誕生秘話」山本和彦・井上聡編著『金融 ADR の法理と実務』（きんざい，2012）56-58 頁。
110）　ADR と訴訟の連携で問題となるのは，当該紛争の解決方法として両当事者が ADR を選択して
いたにもかかわらず，ADR を実施することなく直ちに訴訟提起した場合，その訴訟提起は訴訟
要件を欠くかという点である。この ADR の紛争解決の合意には様々の形態があろう（たとえば，
ADR の利用を合意し，その利用期間を定め，その期間内に解決できない場合には訴訟をもって解
決するとの合意や，ADR の機関のみを合意するなど）。参考になる判例として，東京高判平成 23
年 6 月 22 日（判時 2116 号 64 頁）がある。この判例は，ADR と裁判の連携及び ADR の位置づ
けという観点から検討を要するものである。ADR と訴訟手続の連続化について，山田・前掲（注
75）36 頁。西口元「民事訴訟と ADR との連携─紛争に対する専門家の関わり方」青山善光他編
石川明先生古稀『現代社会における民事手続法の展開 下巻』（商事法務，2002）327 頁参照。「調
整型手続と訴訟手続間の情報の遮断」の問題とみるのは，前掲（注 85）特別座談会の山本及び古
賀の各発言，ジュリ 1434 号（2011）91 頁，92 頁も参照。
111）　西口「民事訴訟と ADR の連携」山本他・前掲（注 109）338 頁。なお，少し古いが，原因裁定
の嘱託について，小島ほか「討論 公害調停について」日本法律家協会編『民事調停の研究』（東
京布井出版，1991）474-501 頁。
112）　山本和彦「ADR 基本法に関する一試論─ ADR の紛争解決機能の強化に向けて」ジュリ 1207 号
（2001）26，33 頁。
113）　ADR における事実認定について，中村・前掲（注 76）。
114）　司法制度改革推進本部事務局の「総合的な ADR の制度基盤の整備について─ ADR 検討会にお
けるこれまでの検討状況等」と題する書面において，「なお，行政処分に係る紛争を解決する手続
には私的自治の原則が必ずしも当てはまらず，『第二 基本事項』に掲げた各論点の趣旨と整合し
ない面があるのではないかと考えられるが，適用対象はできる限り幅広くとるのが好ましいとい
う考え方から，これも対象とすべきではないかという意見もあった。」とのコメントがなされてい
る。小林徹『裁判外紛争解決促進法』（商事法務，2005）292 頁。田中成明・出井直樹・笠井正俊・
田中圭子・守屋明「ADR 法の評価と課題」仲裁と ADR 1 号（2006）79 頁における出井発言（93 頁）。
115）　大久保は，「政策の是非を争う紛争には私的自治の原則が当てはまらないから，ADR の手法は
ふさわしくないとの意見もあるが，行政型 ADR であれば，適切な解決が可能な場合も少なくな
いと考えられる。」と述べる（大久保・前掲〔注 10〕「行政機関による ADR」101 頁）なお，大橋・
前掲（注 10）「自治体における ADR と苦情処理」230 頁以下も参照。そこでは自治体による民間
型 ADR の活用について，具体例が挙げられている。
116）　取消訴訟と和解について，塩野は裁量権の範囲内であれば和解は可能であるとする裁判例につ
き，さらに「裁量権も互譲の精神ではなく，行政庁自らの公益判断により行使すべきものと考え
るならば，認められないことになろう」と述べる。塩野宏『行政法Ⅱ 行政救済法［第 5版補訂版］』
（有斐閣，2013）179，180 頁。なお，公調委で神栖市におけるヒ素による健康被害等責任裁定申
84 第 10 巻第 3号（2013）
請事件（平成 18 年（セ）第 2号事件・平成 20 年（セ）第 4号事件）で，裁定が出され，裁定の
趣旨を踏まえて，申請人と被申請人（栃木県）は，和解をした。この和解の対応につき，飯田晋「神
栖責任裁定事件の裁定後の対応について」ちょうせい 74 号（2013）36 頁（公害等調整委員会の
ホームページ http://www.soumu.go.jp/kouchoi/substance/chosei/contents/74.html），斉藤浩「行
政訴訟における和解─ニューオーリンズケースを素材とする考察」立命館法学 336 号（2011） 1 ，
20-25 頁。交告尚史「行政訴訟における和解」，芝池・小早川・宇賀『行政法の争点［第 3版］』（有
斐閣，2004）126-127 頁，行政訴訟と和解の学説の整理について栗本雅和「行政訴訟における和
解─諸学説の整理と展望」南山法学 23 巻 1・2 合併号（1999）69 頁も参照。
117）　たとえば，改正土対法のもとで行政の責任は改正前に比較すると重くなっていると思われる。
行政の責任で命令がなされ，この命令が国民の権利を制約するのであれば，弁明の機会を付与さ
れねばならない。この弁明の機会でとりあげられるべき紛争は，ADR の場でも扱うことのできる
ものがあろう。土対法のもとで，調査すべき有害物質や区域につき，行政機関との間で意見がく
い違う場合，あるいは，調査すべき者につき，行政との間で見解の相異があり，このため紛争と
なる場合などが考えられよう。こうした場合に，土対法の行政機関の処分に対して聴聞等の手続
をめぐって行政との紛争を想定できる。土対法の解釈にあたって行政の役割は大きく，経験の乏
しい地方自治体は，自己の責任を回避するため，あまりに慎重となり命令が遅延することもあり
うる。さらに土対法に基づく行政の行為に対して不透明な判断に不服などの，紛争解決の手続選
択として ADR が活用できるかという観点から検討がなされよう。土対法の概要について，黒川
陽一郎「土壌汚染対策法の概要」ジュリ 1233 号（2002）2 頁，高橋滋「土壌汚染対策法の論点」ジュ
リ 1233 号（2002） 7 頁，なお，土対法の具体的解釈にあたり，「土壌汚染対策法の施行について」
（環水土第 20 号平成 15 年 2 月 4 日）。もっとも環境省のホームページ（http://www.env.go.jp/
water/dojo/wpcl.html）に土壌汚染対策法 Q&A コーナーにおいても行政解釈が示されているが依
然不明な点が多い。行政処分又は不処分決定の過程で，迅速かつ公平に関係当事者の意見を聴取
し，仮に関係当事者からの不服あるいは異議が出たときは，当該行政機関でなく公正な第三者の
専門的知見を有する ADR 機関でこうした紛争を解決することも考えるべきである。土対法には，
こうした仕組みはなく，今後，ADR としての紛争解決の場が考えられるべきである。
118）　専門 ADR のかかえる課題について，たとえば西口元「医療 ADR の目的と手段」及び同「協働
型医療 ADR の試み」植木哲編著『医療裁判から医療 ADR へ動き始めた新たな医療紛争処理シス
テム』（ぎょうせい，2011）28，34，37 頁，山本和彦「裁判外事業再生手続の意義と課題」裁判
外事業再生実務研究会編『裁判外事業再生の実務』（商事法務，2009）16 頁，児島幸良・足立格・
鹿海拓也「金融 ADR の具体的手続の設計に関する法的問題」『金融 ADR の法理と実務』（金融財
政事情研究会，2012）102 頁。ADR 制度を裁判と並ぶ魅力的選択肢となるための助言として，青山・
前掲（注 8）「今，ADR に望むこと」7-10 頁。
119）　弁護士会 ADR の進むべき道として軽徴な事件・専門紛争をあげるのは高木佳子「弁護士会から
みた ADR 法の状況」仲裁と ADR 5 号（2010）25，32 頁。弁護士会の ADR で土壌汚染紛争をめ
ぐる ADR は，場合により，土壌汚染調査の経験豊富な人材提供が可能な社団法人土壌環境セン
ターなどとも協力関係にあることが好ましい。紛争解決センターのごとく，他の ADR 機関，た
とえば，不動産鑑定士協会，宅地建物取引業協会，消費者保護センターと共同運営し，あるいは
土壌汚染関係の知見を有する調査機関がメンバーになっている社団法人土壌センターなどと提携
すべきである。また，自治体や行政機関とも協力関係を持つことが望ましい。
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別表 1　裁 判 例
判決日（掲載文献） 事件番号 類型
裁判例 1 富山地判昭和46年 6 月30日（判タ264号103頁） 昭和43年（ﾜ）第41号 公害型
裁判例 2 名古屋高金沢支部判昭和47年 8 月 9 日
（判タ280号182頁）
昭和46年（ﾈ）第103号，
同第120号，同第137号
公害型
裁判例 3 松山地宇和島支部判昭和54年 3 月22日
（判タ384号72頁）
昭和53年（ﾖ）第17号，
昭和53年（ﾖ）第19号
公害型
裁判例 4 高松地判昭和56年 3 月26日（判時1014号94頁） 昭和51年（ﾖ）第126号 公害型
裁判例 5 前橋地判昭和57年 3 月30日（判タ469号58頁） 昭和47年（ﾜ）第76号 公害型
裁判例 6 広島地判昭和57年 3 月31日（判時1040号26頁） 昭和50年（ﾖ）第265号，
昭和51年（ﾖ）第80号
公害型
裁判例 7 津地四日市支部判昭和57年 6 月25日
（判時1048号25頁）
昭和48年（ﾜ）第60号 公害型
裁判例 8 宮崎地延岡支部判昭和59年 3 月28日
（判タ529号220頁）
昭和50年（ﾜ）第186号，
昭和51年（ﾜ）第166号，
昭和52年（ﾜ）第170号，
昭和53年（ﾜ）第40号
公害型
裁判例 9 東京地判昭和59年 6 月13日（判タ548号202頁） 昭和52年（行ｳ）第317号 公害型
裁判例10 大阪地判昭和61年 6 月16日（判タ605号108頁） 昭和51年（ﾖ）第175号 公害型
裁判例11 福岡高宮崎支部判昭和63年 9 月30日
（判タ684号115頁）
昭和59年（ﾈ）第60号な
いし同第81号，昭和59年
（ﾈ）第230号，昭和60年
（ﾈ）第189号（甲事件），
昭和59年（ﾈ）第92号（乙
事件）
公害型
裁判例12 福岡地判平成 3年 9月27日（判時1406号77頁） 昭和48年（ﾜ）第1247号 公害型
裁判例13 釧路地判平成 4年 3月17日
（税務訴訟資料188号666頁）
昭和62年（行ｳ）第 4号 関連型
裁判例14 熊本地決平成 7年10月31日（判タ903号241頁） 平成 4年（ﾖ）第233号・
平成 5年（ﾖ）第137号
公害型
裁判例15 大津地決平成11年 9 月24日（判例自治197号66頁）平成11年（ﾖ）第 3号 公害型
裁判例16 京都地決平成11年12月27日（判タ1080号229頁） 平成 9年（ﾖ）第1605号，
平成10年（ﾖ）第257号
公害型
裁判例17 さいたま地判平成13年 5 月15日
（判タ1063号277頁）
平成11年（ﾜ）第1647号 関連型
裁判例18 岡山地判平成14年 1 月15日（LLI/DB05750281） 平成 5年（ﾜ）第1038号，
平成 6年（ﾜ）第 5号
公害型
裁判例19 東京高判平成14年 2 月20日（判時1782号45頁） 平成13年（ﾈ）第3301号 関連型
裁判例20 神戸地判平成14年 5 月20日（LLI/DB05750630） 平成13年（行ｳ）第25号 関連型
裁判例21 東京地判平成14年 9 月27日
（裁判所ウェブサイト下級裁判所判例集）
平成13年（ﾜ）第19581号 取引型
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裁判例22 大阪地判平成15年 4 月10日（LLI/DB05850441） 平成12年（行ｳ）第107号 関連型
裁判例23 最一小判平成15年10月16日（民集57巻 9 号1075頁）平成14年（受）第846号 関連型
裁判例24 東京地判平成15年11月17日（LLI/DB05834733） 平成14年（ﾜ）第22007号 関連型
裁判例25 和歌山地判平成16年 3 月31日（LLI/DB05950234）平成13年（行ｳ）第 2号 公害型
裁判例26 東京地判平成16年 5 月26日（WLJPCA05260006） 平成15（ﾜ）第1808号 取引型
裁判例27 大阪地判平成16年 6 月24日（LLI/DB05950664） 平成13年（行ｳ）第20号 関連型
裁判例28 名古屋地判平成16年 8 月30日
（判例自治270号75頁）
平成16年（行ｳ）第17号・
第31号
公害型
裁判例29 東京地判平成16年 9 月24日（LLI/DB05933833） 平成15年（ﾜ）第10990号 公害型
裁判例30 東京地判平成16年 9 月27日（判タ1195号263頁） 平成14年（ﾜ）第19606号 公害型
裁判例31 東京高判平成17年 9 月21日（判タ1207号251頁） 平成16年（ﾈ）第5435号 公害型
裁判例32 東京地判平成17年 9 月30日（WLJPCA09308001） 平成14年（ﾜ）第23611号 取引型
裁判例33 東京地判平成18年 2 月 9 日（LLI/DB06130019） 平成13年（行ｳ）第375号，
平成15年（行ｳ）第555号
関連型
裁判例34 名古屋地判平成18年 5 月31日（LLI/DB06150143）平成17年（行ｳ）第73号 関連型
裁判例35 東京地判平成18年 9 月 5 日（判時1973号84頁） 平成15年（ﾜ）第16689号 取引型
裁判例36 東京地八王子支判平成18年 9 月13日
（LEX/DB25451324）
平成 7年（ﾜ）第464号 公害型
裁判例37 東京地判平成18年 9 月26日（LLI/DB06133847） 平成17年（ﾜ）第7086号 関連型
裁判例38 東京地判平成18年 9 月26日（LLI/DB06133852） 平成17年（ﾜ）第13377号 関連型
裁判例39 東京地判平成18年11月28日（LLI/DB06134820） 平成17年（ﾜ）第12125号 取引型
裁判例40 東京地判平成19年 1 月26日（LLI/DB06230345） 平成16年（ﾜ）第2622号 取引型
裁判例41 東京地判平成19年 2 月 8 日（WLJPCA02080005） 平成17年（ﾜ）第18838号 取引型
裁判例42 福岡地判平成19年 3 月 1 日（判タ1277号215頁） 平成15年（行ｳ）第 6号 関連型
裁判例43 東京地判平成19年年 7月23日（判時1995号91頁） 平成17年（ﾜ）第1580号 取引型
裁判例44 東京地判平成19年 7 月25日（民集64巻 4 号977頁）平成18年（ﾜ）第23983号 取引型
裁判例45 佐賀地判平成19年 7 月27日（LLI/DB06250203） 平成18年（行ｳ）第 4号 関連型
裁判例46 東京地判平成19年 8 月28日（WLJPCA08288040） 平成18年（ﾜ）第20231号 取引型
裁判例47 東京地判平成19年 9 月27日（WLJPCA09278006） 平成18年（ﾜ）第12670号 取引型
裁判例48 東京地判平成19年10月25日（判時2007号64頁） 平成18年（ﾜ）第8730号 取引型
裁判例49 東京地判平成19年11月28日（WLJPCA11288002） 平成19年（ﾜ）第15651号 取引型
裁判例50 福岡地判平成20年 2 月25日（判時2122号50頁） 平成17年（行ｳ）第43号 公害型
裁判例51 前橋地判平成20年 2 月27日（LEX/DB25400325） 平成18年（ﾜ）第130号 関連型
裁判例52 東京地判平成20年 7 月 8 日（判時2025号54頁） 平成18年（ﾜ）第8670号 取引型
裁判例53 東京高判平成20年 8 月20日（判タ1309号137頁） 平成18年（行ｺ）第78号 関連型
裁判例54 東京地判平成20年 9 月24日（LLI/DB06332412） 平成19年（ﾜ）第23968号 取引型
裁判例55 東京高判平成20年 9 月25日（民集64巻 4 号987頁）平成19年（ﾈ）第4169号 取引型
裁判例56 大阪地判平成20年10月 3 日（LLI/DB06350398） 平成19年（ﾜ）第13148号 取引型
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裁判例57 東京地判平成20年10月15日（WLJPCA10158005） 平成19年（ﾜ）第34594号 取引型
裁判例58 東京高判平成20年10月16日（判時2051号34頁） 平成19年（行ｺ）第141号 関連型
裁判例59 東京地判平成20年10月21日（WLJPCA10218017） 平成18年（ﾜ）第29596号 取引型
裁判例60 東京地判平成20年11月19日（判タ1296号217頁） 平成17年（ﾜ）第20003号，
平成18年（ﾜ）第7030号
取引型
裁判例61 仙台地判平成21年 2 月24日
（裁判所ウェブサイト下級裁判所判例集）
平成17年（ﾜ）第817号 取引型
裁判例62 東京地判平成21年 3 月 6 日（WLJPCA03068007） 平成20年（ﾜ）第10418号 取引型
裁判例63 東京地判平成21年 3 月19日（WLJPCA03198005） 平成19年（ﾜ）第16167号 取引型
裁判例64 東京地判平成21年 4 月14日（LLI/DB06430170） 平成20年（ﾜ）第2286号 取引型
裁判例65 東京地判平成21年 5 月29日（WLJPCA05298013） 平成20年（ﾜ）第5236号，
平成20年（ﾜ）第17577号
取引型
裁判例66 東京地判平成21年 6 月10日（WLJPCA06108002） 平成20年（ﾜ）第31453号 取引型
裁判例67 東京高判平成21年 6 月16日（LEX/DB25451325） 平成18年（ﾈ）第5168号 公害型
裁判例68 旭川地判平成21年 9 月 8 日（民集66巻 2 号158頁）平成20年（行ｳ）第 9号 関連型
裁判例69 東京地判平成21年 9 月25日（判時2070号72頁） 平成19年（ﾜ）第26323号，
平成21年（ﾜ）第1063号
関連型
裁判例70 東京地判平成22年 1 月12日（WLJPCA01128002） 平成21年（ﾜ）第5708号 関連型
裁判例71 甲府地判平成22年 1 月26日（LLI/DB06550045） 平成15年（行ｳ）第 1号 公害型
裁判例72 東京地判平成22年 3 月26日（WLJPCA03268023） 平成19年（ﾜ）第21480号 取引型
裁判例73 最三小判平成22年 6 月 1 日（民集64巻 4 号953頁）平成21年（受）第17号，
平成21年（ｵ）第17号
取引型
裁判例74 東京地判平成22年 6 月29日（WLJPCA06298001） 平成20年（ﾜ）第32609号 取引型
裁判例75 東京地判平成22年 7 月20日（WLJPCA07208007） 平成20年（ﾜ）第2216号 関連型
裁判例76 さいたま地判平成22年 7 月23日
（裁判所ウェブサイト下級裁判所判例集）
平成19年（ﾜ）第1239号 取引型
裁判例77 札幌高判平成22年10月12日（民集66巻 2 号176頁）平成21年（行ｺ）第14号 関連型
裁判例78 東京地判平成22年10月29日（WLJPCA10298024） 平成20年（ﾜ）第31006号 取引型
裁判例79 東京地判平成22年11月24日（WLJPCA11248012） 平成20年（ﾜ）第24967号 関連型
裁判例80 東京地判平成23年 1 月20日（判時2111号48頁） 平成20年（ﾜ）第25857号 取引型
裁判例81 東京地判平成23年 1 月27日（判時2110号83頁） 平成20年（ﾜ）第2606号 取引型
裁判例82 東京地判平成23年 1 月31日（判タ1349号80頁） 平成22年（ﾜ）第1382号 関連型
裁判例83 福岡高判平成23年 2 月 7 日（判時2122号45頁） 平成20年（行ｺ）第11号 公害型
裁判例84 水戸地土浦支部判平成23年 3 月28日
（LLI/DB06650195）
平成12年（ﾜ）第322号，
平成13年（ﾜ）第204号
公害型
裁判例85 水戸地土浦支部判平成23年 3 月28日
（LLI/DB06650196）
平成 9年（ﾜ）第410号 公害型
裁判例86 横浜地判平成23年 3 月31日（判時2115号70頁） 平成22年（ﾜ）第1463号 公害型
裁判例87 岡山地判平成23年 5 月31日（WLJPCA05316003） 平成19年（ﾜ）第1352号 取引型
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裁判例88 東京地判平成23年 6 月10日（WLJPCA06108007） 平成21年（ﾜ）第8031号，
平成21年（ﾜ）第25780号
取引型
裁判例89 東京地判平成23年 7 月 7 日
（裁判所ウェブサイト行政事件裁判例集）
平成19年（行ｳ）第466号 関連型
裁判例90 東京地判平成23年 7 月11日（判時2161号69頁） 平成20年（ﾜ）第21127号 取引型
裁判例91 東京地判平成23年 9 月12日（WLJPCA09128006） 平成18年（ﾜ）第16702号，
平成19年（ﾜ）第5905号
取引型
裁判例92 東京地判平成23年 9 月15日（WLJPCA09158001） 平成21年（ﾜ）第4766号，
平成21年（ﾜ）第15393号
取引型
裁判例93 奈良地判平成23年 9 月30日（WLJPCA09306007） 平成21年（ﾜ）第1150号 取引型
裁判例94 東京地判平成23年10月19日（WLJPCA10198001） 平成22年（ﾜ）第43404号 関連型
裁判例95 東京地判平成23年12月22日（判タ1377号136頁） 平成21年（ﾜ）第28357号，
平成21年（ﾜ）第43599号
関連型
裁判例96 東京地判平成24年 1 月16日（WLJPCA01168003） 平成20年（ﾜ）第15188号，
平成20年（ﾜ）第22563号
公害型
裁判例97 最二小判平成24年 2 月 3 日（民集66巻 2 号148頁）平成23年（行ﾋ）第18号 関連型
裁判例98 東京地判平成24年 2 月 7 日（判例自治361号74頁）平成20年（ﾜ）第38580号 関連型
裁判例99 東京地判平成24年 2 月27日（LEX/DB25492166） 平成20年（ﾜ）第1685号 取引型
裁判例100 東京地判平成24年 5 月30日（WLJPCA5308012） 平成21年（ﾜ）第22895号 取引型
裁判例101 広島高岡山支部判平成24年 6 月28日
（LEX/DB25482114）
平成23年（ﾈ）第218号，
平成23年（ﾈ）第297号
取引型
裁判例102 前橋地判平成24年 7 月 6 日（LEX/DB25482455） 平成21年（ﾜ）第1000号 取引型
裁判例103 東京地判平成24年 8 月 9 日（WLJPCA08098003） 平成23年（ﾜ）第32766号 取引型
裁判例104 東京地判平成24年 9 月25日（判時2170号40頁） 平成22年（ﾜ）第28257号 取引型
裁判例105 東京高判平成24年 9 月25日（WLJPCA09256002） 平成24年（ﾈ）第641号 関連型
裁判例106 東京地判平成24年 9 月27日（判時2170号50頁） 平成22年（ﾜ）第14463号 取引型
裁判例107 東京高判平成24年 9 月27日
（裁判所ウェブサイト行政事件裁判例集）
平成23年（行ｺ）第261号 関連型
裁判例108 東京地判平成24年11月13日（WLJPCA11138003） 平成23年（ﾜ）第22896号 関連型
裁判例109 旭川地判平成24年11月27日
（裁判所ウェブサイト行政事件裁判例集）
平成24年（行ｳ）第 1号 関連型
裁判例110 東京地判平成24年12月13日（WLJPCA12138004） 平成22年（ﾜ）第44986号 取引型
裁判例111 岡山地判平成24年12月18日（LLI/DB06750692） 平成23年（ﾜ）第426号 公害型
裁判例112 東京地判平成25年 2 月 6 日
（裁判所ウェブサイト行政事件裁判例集）
平成24年（行ｳ）第426号 関連型
裁判例113 東京地判平成25年 2 月28日（LEX/DB25511105） 平成24年（ﾜ）第5681号 関連型
裁判例114 東京地判平成25年 4 月12日（WLJPCA4128001） 平成21年（ﾜ）第10771号 取引型
裁判例115 大阪高判平成25年 7 月12日（WLJPCA07126001） 平成23年（ﾈ）第3212号 取引型
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紛争例 1  大阪府昭和46年（調）第 1号事件
紛争例 2  大阪府昭和47年（調）第 2号事件
紛争例 3  群馬県昭和47年（調）第 1号事件
紛争例 4  神奈川県昭和47年（和）第 1号事件
紛争例 5  神奈川県昭和48年（調）第 1号事件
紛争例 6  岐阜県昭和51年（調）第 1号事件
紛争例 7  岐阜県昭和51年（調）第 2号事件
紛争例 8  熊本県昭和52年（調）第 1号事件
紛争例 9  奈良県昭和56年（調）第 1号事件
紛争例10 長野県平成 2年（調）第12号事件
紛争例11 （公調委からの移送事件）
 埼玉県平成 2年（調）第 1号事件
紛争例12 埼玉県平成 2年（調）第 2号事件
紛争例13 群馬県平成 4年（調）第 1号事件
紛争例14 神奈川県平成 4年（調）第 1号事件
紛争例15 熊本県平成 4年（調）第 1号事件
紛争例16 熊本県平成 4年（調）第 2号事件
紛争例17 三重県平成 5年（調）第 1号事件
紛争例18 栃木県平成 5年（調）第 1号事件
紛争例19 群馬県平成 5年（調）第 1号事件
紛争例20 東京都平成 5年（調）第 2号事件
紛争例21 三重県平成 6年（調）第 1号事件
紛争例22 香川県平成 6年（調）第 1号事件
紛争例23 三重県平成 6年（調）第 3号事件
紛争例24 神奈川県平成 7年（調）第 1号事件
紛争例25 大阪府平成 7年（調）第 6号事件
紛争例26 島根県平成 8年（調）第 1号事件
紛争例27 愛媛県平成 8年（調）第 1号事件
紛争例28 神奈川県平成 8年（調）第 1号事件
紛争例29 島根県平成 8年（調）第 2号事件
紛争例30 島根県平成 8年（調）第 3号事件
紛争例31 広島県平成 8年（調）第 1号事件
紛争例32 島根県平成 8年（調）第 4号事件
紛争例33 佐賀県平成 9年（調）第 1号事件
紛争例34 佐賀県平成 9年（調）第 2号事件
紛争例35 香川県平成 9年（調）第 1号事件
紛争例36 神奈川県平成 9年（調）第 2号事件
紛争例37 愛媛県平成 9年（調）第 1号事件
紛争例38 愛媛県平成 9年（調）第 2号事件
紛争例39 愛媛県平成 9年（調）第 3号事件
紛争例40 愛媛県平成 9年（調）第 4号事件
紛争例41 大阪府平成10年（調）第 2号事件
紛争例42 埼玉県平成11年（調）第 1号事件
紛争例43 滋賀県平成11年（調）第 1号事件
紛争例44 宮城県平成12年（調）第 1号事件
紛争例45 滋賀県平成12年（調）第 1号事件
紛争例46 愛知県平成13年（調）第 1号事件
紛争例47 神奈川県平成14年（調）第 1号事件
紛争例48 沖縄県平成15年（調）第 1号事件
紛争例49 岡山県平成15年（調）第 1号事件
紛争例50 群馬県平成15年（調）第 1号事件
紛争例51 神奈川県平成16年（調）第 1号事件
紛争例52 滋賀県平成16年（調）第 2号事件
紛争例53 埼玉県平成16年（調）第 5号事件
紛争例54 大分県平成17年（調）第 1号事件
紛争例55 大阪府平成17年（調）第 1号事件
紛争例56 兵庫県平成17年（調）第 1号事件
紛争例57 沖縄県平成17年（調）第 1号事件
紛争例58 兵庫県平成17年（調）第 2号事件
紛争例59 大阪府平成18年（調）第 1号事件
紛争例60 岐阜県平成18年（調）第 1号事件
紛争例61 静岡県平成18年（調）第 1号事件
紛争例62 大阪府平成18年（調）第 3号事件
紛争例63 三重県平成18年（調）第 2号事件
紛争例64 鹿児島県平成18年（調）第 1号事件
紛争例65 岡山県平成19年（調）第 2号事件
紛争例66 京都府平成19年（調）第 1号事件
紛争例67 徳島県平成19年（調）第 1号事件
紛争例68 大阪府平成19年（調）第 6号事件
紛争例69 愛知県平成19年（調）第 4号事件
紛争例70 （公調委からの移送事件）
 神奈川県平成21年（調）第 3号事件
紛争例71 愛知県平成20年（調）第 5号事件
紛争例72 埼玉県平成20年（調）第 1号事件
紛争例73 大阪府平成20年（調）第 4号事件
紛争例74 （平成20年（調）第 4号事件への参加申立て）
 大阪府平成20年（調）第 5号事件
紛争例75 島根県平成21年（調）第 1号事件
紛争例76 愛知県平成21年（調）第 4号事件
紛争例77 （公調委からの移送事件）
 長崎県平成23年（調）第 1号事件
紛争例78 千葉県平成23年（調）第 3号事件
紛争例79 大阪府平成23年（調）第 2号事件
紛争例80 群馬県平成24年（調）第 1号事件
紛争例81 岐阜県平成24年（調）第 1号事件
紛争例82 京都府平成24年（調）第 3号事件
紛争例83 和歌山県平成24年（調）第 1号事件
別表 2　公害審査会紛争例
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別表 3　公調委事件
公調委事件 1 渡良瀬川沿岸における鉱毒による農作物被害に係る損害賠償調停申請事件
（昭和 47 年（調））第 8号外 3件，昭和 49 年（調）第 22 号外 1件）
公調委事件 2 長野県中野市におけるカドミウム汚染による農作物被害責任裁定申請事件
（昭和 49 年（セ）第 5号）→昭和 51 年（調）第 16 号
公調委事件 3 山梨・静岡ゴルフ場農薬被害等調停事件
（平成 2年（調）第 12 号）
公調委事件 4 ゴルフ場農薬被害等調停申請事件
（平成 2年（調）第 1号）→公害審査会に移送
公調委事件 5 豊島産業廃棄物水質汚濁被害等調停申請事件
（平成 5年（調）第 4号外 2件）
公調委事件 6 大阪市におけるメッキ工場による土壌汚染財産被害原因裁定事件
（平成 15 年（ゲ）第 1号事件）
公調委事件 7 埼玉県伊奈町における産業廃棄物不法投棄による地盤沈下及び土壌汚染被害
責任裁定申請事件
（平成 15 年（セ）第 1号事件）
公調委事件 8 銚子市における汚水による土壌汚染被害等原因裁定申請事件
（平成 17 年（ゲ）第 2号事件）
公調委事件 9 川崎市における土壌汚染財産被害責任裁定申請事件
（平成 17 年（セ）第 3 号事件）
公調委事件 10 羽咋市における土壌汚染財産被害責任裁定申請事件
（平成 18 年（セ）第 4 号事件）
公調委事件 11 小牧市における土壌汚染・地盤沈下被害責任裁定申請事件
（平成 21 年（セ）第 1号事件）
公調委事件 12 仙台市における土壌汚染・水質汚濁被害原因裁定申請事件
（平成 21 年（ゲ）第 3号事件）
公調委事件 13 宮崎市における道路工事による土壌汚染財産被害責任裁定申請事件
（平成 22 年（セ）第 3号事件）
公調委事件 14 長崎県佐々町における道路工事による土壌汚染被害等調停申請事件
（平成 23 年（調）第 1号）
公調委事件 15 羽生市における医療廃棄物による土壌汚染財産被害責任裁定申請事件
（平成 23 年（セ）第 4号事件）
公調委事件 16 栃木県野木町における土壌汚染財産被害責任裁定申請事件
（平成 23 年（セ）第 11 号事件）
公調委事件 17 大津市における汚染土壌の処理による水質汚濁被害調停申請事件
（平成 24 年（調）第 4号事件）
公調委事件 18 仙台市における土壌汚染・水質汚濁被害原因裁定申請事件
（平成 25 年（ゲ）第 4号事件）
公調委事件 19 静岡市における廃棄物処理施設からの排出物質による健康被害原因裁定申請
事件
（平成 25 年（ゲ）第 2号事件）
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●Summary
This article considers whether Alternative Dispute Resolution (ADR) is more appropriate 
than formal court proceedings for resolving disputes related to soil contamination. The 
author analyzes court cases and various matters handled by the Environmental Dispute 
Coordination Commission and Prefectural Pollution Examination Commissions in which soil 
contamination was a core issue. He places these disputes into categories: public pollution, real 
estate transactions, and other disagreements arising from soil contamination. He then analyzes 
whether existing ADR entities were well utilized, the laws applied, the legal and factual issues, 
the parties and professionals involved, and the claims made. On the basis of this analysis, the 
author examines which existing ADR entity may be most efficient in resolving such disputes, 
the conditions ADR should meet to be effective, and the problems ADR should address. The 
author suggests that local bar associations are the most effective ADR entity among those 
currently available. He recommends more active use of them in soil contamination disputes, 
especially when real estate transactions and related matters are involved.
